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総合的企業情報開示に関する本論文は､情報作成者と情報利用者双方の観点
から情報開示に関し発生している諸問題に対し､統合された企業情報を用いた
情報開示を行うことによって､企業の経営活動内容を理解しやすく示すことが
可能であるかを検討することを目的としている｡具体的には企業情報を会計情
報､財務情報､補足情報と経営情報にわけ､さらにそれらを層別化することで､
現状の情報開示方法を整理､統合する｡
企業の情報開示は､企業の経営活動､会計制度の変化､それに伴う情報内容
の変化により変容している｡情報利用者の情報ニーズは多様化している｡情報
利用者は企業に対する信頼や企業経営の透明性向上のために､企業に対して経
営実態の明示､ガバナンス強化等を要求する｡従前の情報開示に関する研究に
おいて､企業の開示情報をどのように利用するかに関するものや､開示情報が
利用できない場合には企業に情報内容の改善を求めるものが非常に多かった｡
また､その後情報作成者が情報利用者の要求に応え､経営情報を含む企莱情報
を開示するにしたがい､情報開示手段の改善､開示された企業情報の有用性に
関する研究も増えてきた｡
現在の情報開示の議論は､情報利用者の視点に力点を置いた情報提供を行う
利用者中心の統合レポーティングである｡統合レポーティングは､企業の継続
的成長という基軸のもとで財務的視点と非財務的視点を有機的に統合し､作
成･報告するものである｡統合レポーティングは､企業の広範な業績や状況の
説明を行うために財務情報と非財務情報の結びつきを､作成･報告するもので
ある｡また､情報開示の将来像には戦略報告書が有効になる｡戦略報告書は､
株主に企業のビジネス･モデル､戦略､実績及び将来の見通しについての全体
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像を提供することである｡戦略報告書は経営情報を主情報とした情報開示であ
り､企業の財務と持続可能性の両面における業績の包括的で統合的な説明にな
るものである｡
本論文では情報開示自体がもつ問題､情報開示コストに関する問題､情報内
容の複雑化という三つの課題を検討する｡情報開示は情報作成者と情報利用者
との関係から生じる企業情報の作成､利用にかかるコスト負担と､情報内容の
複雑化の問題点である｡
情報作成者の負担問題は､企業の取引､実態が複雑になることで生じる問題
である｡また情報作成者の負担は､会計基準の高度化､複雑化､または国際化
による作成上の負担でもある｡情報作成者が情報利用者の要求に応えることで､
企業の経営活動にかかる情報量が増加する｡
情報利用者に生じる負担である｡情報利用者は企業情報の情報内容や情報量
が拡充することで､情報利用の負担が増える｡そして､情報内容の複雑化の問
題である｡情報利用者は企業の経営実態を把握するために､透明性の高い情報
を求めることで､情報量が増え､情報内容が複雑化し､情報利用者の理解可能
性を損なう要因となり､情報の複雑化が生じる｡
本論文では総合的企業情報開示を提案し､情報作成者と情報利用者の観点か
ら情報開示に生じている問題-の対処を目指す｡具体的には情報作成者と情報
利用者の視点から一体化した企業情報を用いて､企業の経営活動内容を示す会
計情報､財務情報と補足情報､経営情報を整理することによって､企業の経済
的実態をわかりやすくする階層的開示体系を論究する｡
総合的企業情報開示は､情報利用者が意思決定を行う際に利用できる有用な
企業情報が入手できるように､情報作成者が企業業績および財政状態に関する
情報ならびに企業経営に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスク情報を提供す
るものである｡企業情報は企業の経済的実態を示すための企業業績や財政状態
に関する情報および企業経営に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクを含む
将来的な情報からなる財務情報と非財務情報を総合したもので､かつ情報報利
用者の経済的意思決定の実現に有用な情報であることである｡
総合的企業情報開示を提案する目的は､財務情報と経営情報の連携関係を重
視した情報開示を行い､情報利用者の情報利用および理解可能性を促進させる
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ことである｡具体的には､以下の三点に関し､検討している｡一点目は､情報
内容の概念的整理を行い､情報利用者と情報作成者の視点から一体化-向けた
情報内容を検討し､整理･続合を行うことである｡二点目は､企業情報の情報
内容の分析と企業情報がもたらす効果を検討することである｡三点目は､総合
的な表示と情報内容とするための階層的開示体系を提示することである｡本論
文では､情報作成者から利害調整と情報利用者から情報提供の観点を導入する
ことで､開示情報を会計情報､財務情報､補足情報､経営情報からなる企業情
報が情報利用及び情報理解の向上を招き､企業実態を明らかにする｡
まず､情報作成者と情報利用者の視点との融合を行うための検討である｡
第一章では､情報作成者と情報利用者の視点から､会計とその情報内容を検
討した｡会計機能である利害調整と情報提供は､情報作成者と情報利用者の視
点からみることで､利害対立を減少させ､かつ､さまざまな利用者の要求を満
たす情報になる｡
くわえてアカウンタビリティ概念の拡充に関する整理を行った｡企業の経営
活動､経営環境の複雑化が起こり､外の利害関係者が増大することにより､財
貨･用役の管理･保全とその運用結果について状況説明の報告を果たす範囲の
拡張がもたらされている｡
用途は､企業がある目的のために情報内容を開示する場合､当初設定された
目的である｡ある用途をもって開示された情報内容は､アカウンタビリティの
拡張､ディスクローズする情報内容の範囲拡張の影響により､当初の用途とは
異なる役割を果たすことがある｡情報利用者が開示された情報を当初設定した
目的とは別の目的のために利用するのである｡このときの情報開示の役割を｢機
能｣とよぶ｡別の言い方をすれば､ ｢機能｣は情報利用者の行動を変化させるよ
うな影響力ということもできる｡
情報作成者､情報利用者の立場からの情報内容として､財貨･用役の管理･
保全に対する状況説明と管理･保全の結果に対する説明義務の二点をもつ開示
内容のアカウンタビリティを再認することで､単なる意思決定に有用な情報を
提供することだけでなく､情報作成者が株主に対するアカウンタビリティを果
たすための情報となること､そして企業実態を把握するための企業情報となる
ことを考察した｡
3
第二章では企業情報開示において､情報作成者の視点と情報利用者の視点と
の統合を行い､総合的企業情報のための情報作成者と情報利用者の視点の一体
化を論考した｡具体的には､情報利用者の観点から情報利用者の情報ニーズを
探り､一方で､情報作成者の観点からの情報ニーズを満たした情報内容を考察
した｡情報利用者の情報ニーズに対する情報開示要求に応えるかたちで､情報
作成者は情報内容と情報量の拡張により対応を行なった｡従前までの企莱情報
は､情報利用者の情報ニーズが多様化したことで､量的質的な情報内容を柾大
してきた｡
これらの問題を解決するために､情報作成者と情報利用者の観点､時間軸と
を組み合わせ､くわえて外部性の導入によって総合的な企業情報を検討した｡
企業情報は従来の企業情報をベースに､情報利用者と情報作成者の軸を導入し､
過去､現在､将来の時間軸を導入することで､企業情報を立体的に捉え､企業
情報概念の改善点を示した｡さらにこれらの視点を結びつける方法には､外部
性の概念を導入した｡企業情報は､会計情報､財務情報､補足情報､経営情報
をそれぞれの用途の情報として検証することができ､各内容が把握できる｡そ
の情報を用いて企業の実態を分析することになる｡また情報を全体としてみる
ときには､企業の実態を示す総合的な情報として､企業全体としての実態の把
握､実態の分析が可能である｡
第三章では企業情報開示において､情報作成者の視点と情報利用者の視点と
の融合を行い､情報作成者の視点と情報利用者の視点の一体化した企業情報を
示した｡現状の情報開示項目の分析をして､企業情報として必要で十分な情報
内 容､ 情 報 量 を 明 ら か に し､ ミ ニ マ ム･ デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー と し た｡ と く に､
企業が作成した開示情報を､制度や規則により共通した開示項目を最小限の範
囲をもとに必要で十分な情報開示を､ミニマム･ディスクロージャーと呼んだ｡
そして情報開示項目はミニマムの部分と補完の部分に分けることを定義した｡
企業の実態は財務情報だけではなく､企業の多様な事業および環境を理解でき
る総合的企業情報を用いることでより理解できる｡総合的企業情報は､情報利
用者に対して企業の経営活動に関する全社的な事柄を伝えるものであり､情報
を全体としてみるときに､企業の実態を示す総合的な情報と考えることができ
る｡企業の実態を理解するための整理･統合を行い､総合的企業情報とはどの
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ようなものであるかを検討した｡
第四章では総合的企業情報の評価を行い､この総合的企業情報が情報利用者
に有用であることを明らかにする｡従前は､情報利用者が企業に情報内容の改
善を求め､その改善された情報の必要性を明らかにすることに焦点が当てた研
究が多かった｡しかし企業が財務情報のみならず､経営情報の開示が増えるに
したがい､経営情報の有用性の研究も増えてきた｡
企業評価では財務情報の有用性の低下が主張されるなかで､経営情報の役割
が増している｡経営情報が企業価値を算定する要因の評価要素として利用され
ており､その重要性が高まっている｡本章では､財務情報と経営情報を用いた
企業評価に関する研究を整理して､財務情報と経営情報が企業価値とどのよう
な関係があるかを検討した｡しかし経営情報に焦点をあてた研究や財務情報と
経営情報の双方を対象とした研究は少ない｡そのため先行研究のサーベイだけ
では不十分であったため､企業が開示している経営情報を調査することとした｡
企業情報開示に関する取り組みに関するアンケート調査を行い､情報作成者の
観点からの企業の実態を示すための財務情報や経営情報に関する情報作成と情
報利用の内容を明らかにした｡
情報作成者-のアンケート調査では､企業情報開示に関する情報作成､情報
利用の観点から､情報作成者の視点で非財務情報を重視した企業情報開示-の
取り組みを明らかにした｡企業の実態に関する全体の説明力を考えれば､会計
情報､財務情報､補足情報､経営情報の総合的開示と説明できない部分にわけ
ることができる｡企業の実態を示すための情報開示は､開示体系の工夫の必要
性の有無､二つの情報(財務情報､非財務情報)の開示体系としてどういった
ものが良いのかを把握することで開示の有効性が高まる｡そして企業情報開示
では､情報の組み合わせによって､説明できない部分を縮小させるような情報
量や情報作成コストを鑑みた情報内容の作成が必要である｡
総合的企業情報開示体系として､企業情報を示すための開示手段､情報内容
を検討する｡第五章では､企業情報を企業の実態を示すための経済的意思決定
に役立っ情報を提供するために､最適表示を行う必要で十分な条件を定め､提
示した｡これまでの情報開示の変遷を辿りながら､情報開示の目的､情報内容
と量､情報開示手段について内容整理を行った｡
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情報開示の変遷を整理した結果､情報開示は､情報利用者の意思決定に役立
つことを目的として､企業の将来性や見込みの情報を示すように変化している
ことがわかった｡また､経営情報を中心に開示しようとする傾向にあり､情報
開示手段は財務表から財務報告-変化し､企業の事業内容を明らかにするため
の非財務情報を取り入れた事業報告-と変化していることがわかった｡情報開
示は企業全体の報告として企業報告(ビジネス･レポーティング)となり､必
要な情報を集約した統合報告-と展開して､情報利用者の意思決定に役立てて
いることが明らかになった｡
総合的企業情報開示では､最も重要な情報だけを最低限開示することができ
るように､開示情報から企業経営に関する重要な情報を最低限まとめて開示す
る項目と利用者の必要に応じて詳細な情報を開示することを提案した0
企業情報の項目には､企業経営に影響を及ぼすリスクの観点から､企業業績
や財政状態を示すためのミニマム項目及び補足項目についての財務情報と経営
情報を用いる｡情報内容は､情報利用者が企業の実態を理解するために､企業
業績や財政状態を示す必要で十分な内容である｡ミニマム項目において､財務
情報は企業業績や財政状態を示すための要約的な情報の見出しや小計などの定
量データを示し､経営情報では企業業績や財政状態に係る追加的情報や経営上
の重要項目およびリスク等の定量､定性データを示すのである｡また補完項目
は､企業経営における企業業績や財政状態に関する情報を補うデータとなる｡
情報利用者は企業情報を読み取りやすくなり､情報利用を促進し､情報を繋げ
て合わせることで､情報理解の向上を招くものとなる｡そして情報作成者は必
要で十分な情報開示項目に合わせた情報作成と､情報提供の負担､情報作成の
コストを軽減することが可能になる｡
次に､総合的情報開示における開示内容のセグメンテーション方法を論究す
る｡第六章では､総合的情報開示における経済的実質セグメントを示すための
セグメンテーション方法を検討した｡これまで企業のセグメントは､企業が収
益を得ている製品およびサービスごとの産業別アプローチによるセグメンテー
ションになり､単一の見方をすることになる｡単一セグメントでは情報利用者
が企業の実態を理解するための企業業績や財政状態を示す情報内容とならず､
経済的意思決定に役立つ情報を提供することには十分ではないのである｡
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セグメンテーション方法が産業別アプローチから､マネジメント･アプロー
チ-と変化した｡マネジメント･アプローチのセグメントは､企業の最高意思
決定機関が意思決定を行う企業の構成単位を示すのである｡情報作成者は､事
業の収益性やリスク状況を十分開示されておらず､情報利用者に企業の競争優
位や企業の将来性を評価されていない問題がある｡マネジメント･アプローチ
の問題は､情報作成者から開示情報の提供を狭めており､企業の経済的実質に
関する情報の量､質的な低下を招くことである｡その間題を解消する方法とし
て､以下の方法で企業の経済的実質をセグメンテーションすることで､企業の
実態を明らかにする｡その方法は､企業の経済的実質をマネジメント･アプロ
ーチの視点と産業リスクの視点でセグメンテーションすることである｡
企業の経営活動は､事業上の収益性の度合い､成長の可能性､リスクの内容
や度合いが異なるものである｡経営者が自ら企業の経済的実質を明らかにする
ことで､企業の外部環境リスク要因を明確化し､開示することができる｡情報
作成者は､企業の経済的実質をセグメンテーションして､そのセグメントごと
の状況を知らせ､情報利用者に対して経済的意思決定に利用する情報を提供す
る｡
情報利用者は､二つのセグメンテーションの視点を組み合わせた経済的実質
の開示情報を利用すれば､経営者と同等のレベルで情報を得ることができる｡
経済的実質の開示は､企業のアカウンタビリティを実行するための詳細な情報
を提供する｡情報利用者は､経済的実質セグメントの開示から提供された情報
を評価し､企業の実態を把握する｡経済的実質セグメントは企業全体および個
別の業績に関して理解可能性が高まり､経済的意思決定に利用する｡二つのセ
グメンテーションの視点を組み合わせた経済的実質の開示では､情報作成者と
情報利用者の視点から企業の経済的実質を客観的に把握することが可能になっ
た｡
情報利用者は総合的企業情報から情報を読み取りやすくなり､情報利用を促
進し､および情報を繋げて合わせることで､情報理解の向上を招くものとなる｡
情報作成者は必要で十分な情報開示項目に合わせた情報作成と､情報提供の負
担､情報作成のコストを軽減することが可能になる｡
次章では､企業の実態を示すための開示方法として､企業情報の層別化を検
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討する｡第七章では､総合的企業情報開示に向けた企業情報の階層化を行い､
その開示方法を検討した｡従前は､会計情報､財務情報､補足情報､経営情報
が別々の形で結びつきを持たず､単独で開示されていた｡情報開示では情報内
容､開示方法を整理しないまま､別々のものとして開示していた｡それによっ
て情報の質や量､タイミングや開示方法が一方的に拡張されてきたのである｡
情報開示の一方的な変化は､情報作成者が情報要求に応えた開示を行い､情報
の多様化をもたらし､企業の実態を明らかすることが出来ないのである｡また
情報利用者は開示された情報内容が複雑化し､情報の把握､理解を困難にする｡
その問題を解消する提案が開示ナビゲーションである｡
総合的企業情報開示は情報利用者の利用目的に沿った情報開示を行うために､
企業の実態を示すことと情報利用者の利用目的に応じた情報の選択を可能にす
る｡開示ナビゲーションは情報の読みやすさ､分かりやすさを重視した情報開
示である｡情報作成者は開示ナビゲーションを用いて情報利用者に情報開示を
行い､情報利用者に信頼できる情報を提供し､企業の実態を知らせることが可
能になる｡本章では､総合的企業情報開示が情報利用者からみて企業の実態を
明らかにすることと､総合的企業情報が情報利用者と情報作成者における情報
のギャップを縮小することを検討した｡
第七章では､企業の実態を開示するために､情報作成者と情報利用者の観点
を融合して､企業情報内容の階層化をした｡企業情報内容の階層化方法は､情
報作成者の視点から利害調整､情報提供に関する軸と､情報利用者の視点から
コア(重要)と詳細(網羅)の情報ニーズに関する軸で､企業情報内容を同じ
特徴を持つものに分類することである｡その情報内容をもとに総合的企莱情報
開示の枠組みを形成した｡
開示ナビゲーションは､階層化した情報内容を情報作成者と情報利用者の観
点で､その該当領域のセクションに分け､その領域から抽出された情報を見出
しとしてコアな情報を開示し､そして該当する層別した情報の詳しい情報を次
のレベルに分けて開示することである｡情報内容の階層化では､情報内容を会
計情報､財務情報､補足情報､経営情報に分類する｡コア情報は情報作成者の
視点から情報利用者との対話を充実させ､開示情報の拡張によって企業の実態
を効果的･効率的に開示することを可能とする｡
8
開示ナビゲーションでは企業情報の情報内容を過去､現在､将来の時間軸を
もとに､会計情報､財務情報､補足情報と経営情報を分析利用･理解できるよ
うに､その該当領域のセクションに分け､その領域から抽出された情報を見出
しとして開示する｡そして該当領域の詳しい情報をその内容レベルに分けて開
示することである｡情報内容の階層化は､企業情報の読みやすさ､分かりやす
さを重視した構造で情報提供ができる｡
情報利用者はその利用目的に応じて､過去､現在､将来の時間軸の観点から､
企業の実態や価値創造能力を評価するための情報内容を把握する｡また､縦方
向の連携と横方向の連携を把握し､分析することで､情報利用者は企業の実態
を写像する情報を把握することなる｡情報作成者が総合的企業情報を開示する
ことで情報利用者は効率的に情報を理解でき､企業の実態を理解に資する情報
が容易に受け取ることができる｡総合的企業情報開示は､情報利用者の経済的
意思決定に有効な情報を提供することになる｡
9
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序章
総合的企業情報開示に関する本論文は､情報作成者と情報利用者双方の観
点から情報開示に関し発生している諸問題に対し､統合された企業情報を用
いた情報開示を行うことによって､企業の経営活動内容を理解しやすく示す
ことが可能であるかを検討することを目的としている｡具体的には企葉情報
を会計情報､財務情報､補足情報と経営情報にわけ､さらにそれらを層別化
することによって､現状の情報開示方法を整理､統合していく｡企業情報開
示が有効に機能するためには､企業の経営活動内容を示す情報の連携関係を
重視し､情報利用者の分析利用や情報内容の理解を向上する促進させる開示
体系が確立されなければならない｡以上のように体系化された企業情報は情
報利用者の経済的意思決定を行う上で有用な情報となるはずである｡
出資者である株主に対して､経営者が事業のプロセスおよび結果ならびに
将来像について報告する機会が多岐にわたると､情報開示の内容および方法
は当然変化する｡情報利用者が当該企業の企業価値を適切に把握するために
は､企業からの客観的かつ信頼性のある適時情報開示が不可欠である｡かり
にこのことが達成されるとすれば､企業は株主､投資家に代表されるさまざ
ま情報利用者に対するアカンタビリティも果たすことになる｡ここでいうア
カウンタビリティとは､経営者が株主から受託された企業経営全般について､
企業の経営活動とその結果及び将来像を説明する責任である｡別の言い方を
すれば､企業が客観的かつ信頼性のある企業情報を適時に提供することによ
って､情報利用者が当該情報を意思決定に利用できるようになるだけでなく､
アカウンタビリティの解除にもなることを意味する｡以上の内容を詳細に検
討したものが､本論文である｡
1　本研究における問題の所在
1
情報開示は､社会に対する企業の情報伝達行為である｡また情報開示はデ
ィスクロージャーともいわれ､非公開であったものを開示すること､つまり
クローズされていたものを明らかにするという意味も含む｡一般的に情報開
示は､必ず情報の作り手(情報作成者)から発信され､情報の受け手(情報
利用者)は受動的に当該情報を受け取るのみである｡この点からいえば､情
報開示は情報作成者の影響を強く受けることとなる｡
12世紀初めのイギリスにおける荘園会計におけるチャージ(責任の受託)
とディスチャージ(責任の履行)の関係が情報開示の発端といわれる｡この
関係には､受託者としての財産管理者(スチュ-ワード)と委託者としての
荘園領主との間に生ずる財産の管理･運用に対する説明責任が存在している｡
この説明責任を果たすために用いられていたものが､｢チャージ･ディスチャ
ージ報告書｣である｡当時､財産管理者が荘園領主に対して自らの説明責任
を果たすために､チャージとディスチャージを説明した報告書を作成してい
たのである1)0
現在の企業に置き換えて考えれば､受託者は経営者であり､委託者は株主
である｡株主は経営者に対して自己の財産の運用を任せ､経営者はその財産
の運用責任をもち､その運用結果を説明しなければならない｡昨今の状況を
鑑みれば､経営者が果たすべき説明責任は､株主に対してのみならず､幅広
い利害関係者(ステークホルダ )ーにまで及んでいる｡そのため企業の情報
開示は､株主､投資家をはじめ､債権者､従業員､消費者､地域社会などの
幅広い利害関係者に対して､企業が行っている事業の現状と展望､その行動
に関し､周知､納得を得られるものでなければならない｡
一方情報利用者は､企業が開示した情報のみでしか､企業の経営内容を知
ることができない｡企業が開示する情報には､法的に開示が強制される情報､
たとえば財務諸表を中心とする会計情報のような強制開示情報と､企業が自
発的に開示する情報､たとえば環境報告書のような任意開示情報がある｡か
りに企業が強制開示情報のみ開示しているのであれば､情報利用者は強制開
示情報からしか当該企業の状況を把握できず､もし情報利用者の利用目的が
1)chatfield 【19741 p.21( 津 田･ 加 藤 訳 【1978 】p.25)
2
強制開示において前提としている目的に即していなければ､情報利用者は看
用な情報をえることはできない｡
現在企業が開示している情報は､財務諸表を中心に開示された会計情報と
定性的､記述的､言語的表現を用いた非会計情報に大きくわけることができ
る｡企業は､この二種類の情報を用いて､利害関係者に対して説明責任を果
たそうとしている｡一方で情報開示には､情報作成者と情報利用者との間に
生じる情報の非対照性を縮小する役割もある｡情報の非対称性をより縮小さ
せるためには､情報作成者は情報利用者にとって何が重要なのかを明確に把
握し､情報利用者のニーズに応えるために企業は何をしなければならないか､
常に情報開示のあり方を考える必要がある｡
A Statement OrBasl'c AccouDtL'Dg Theoz･y ( 基 礎 的 会 計 理 論 に 関 す る 報 告
書 　 以 下｢ASOBAT｣ と い う) に お い て､ 会 計 は｢ 情 報 の 利 用 者 が 判 断 や 意
思決定を行うにあたって､事情に精通したうえでそれができるように､経済
的情報を識別し､測定し､伝達するプロセス｣2)であると定義し､会計から作
成される会計情報は情報利用者の意思決定に役立つものでなければならない
としている｡この前提にたっとすれば､会計情報は利害関係者それぞれの利
用目的に応じたものでなければならないこととなる｡
概して株主や潜在的株主(以下｢株主等｣という)に対する情報開示は､
資本市場の規制によって定められていることが多い｡情報開示は法制度に基
づき規制を受けるか否かにより､強制開示と任意開示に分類されることがあ
る｡強制開示は会社法及び金融商品取引法等の法令に基づく開示(法定開示)
と証券取引所が有価証券の発行者に対して義務付けている適時開示などの規
制を含むものである0　-方､任意開示は企業が自発的に行う開示であり､投
資 家 向 け の 広 報(InvestorRelations 　 以 下｢IR｣ と い う) 活 動 と も い わ れ る｡
日本における強制開示は､金融商品取引法､会社法及び証券取引所規則が中
心であり､このような法令､規則における情報開示はアメリカの制度が原型
であるといわれる｡
アメリカでは､ 1900年代情報開示-の要求が高まり､当時は会計情報の開
2)American Accounting Association 【19661 p,2( 飯 野 釈p.2)
3
示が主として求められていた｡そのような中､ 1929年資本市場における株価
の暴落を契機とした大恐慌が発生する｡情報開示の要請と大恐慌の影響によ
り､ 1933 　 年 に 　Securities Act of 1933 ( 証 券 法)､ 1934 　 年 に 　Securities
ExchangeAct of1934 ( 証 券 取 引 法) が 相 次 い で 制 定 さ れ た｡ こ の2 つ の 法
律は､その後他国の資本市場規則に大きな影響を及ぼすものである｡
このような背景で成立したアメリカの情報開示の中心は､株主等が株式売
買を行う資本市場における情報開示である｡具体的にいうと､有価証券を発
行 し た 企 業 は 強 制 開 示 と し て 年 次 報 告 書(Annual report)､ 四 半 期 報 告 書
(Quarterlyreport)､ 臨 時 報 告 書(Currentreport) を 提 出 し な け れ ば な ら
ない｡
その後､株主等は企業の過去情報だけでなく､将来の企業業績を予測でき
る よ う な 情 報 も 求 め る よ う に な る｡ し か し 証 券 取 引 委 員 会(Securities and
ExchangeCommission 以 下｢SEC｣ と い う) は､ 将 来 の 企 業 業 績 を 予 測 し う
る将来情報を記載することを禁止していた｡しかしその後株主等の情報開示
- の 要 請 の 高 ま り に 応 じ る よ う な 形 で､ セ ー フ･ ハ ー バ ･ー ル ー ル(safe
harbor rule)を制定することを条件に将来情報を開示できるようになった｡
さ ら に 年 次 報 告 書 に お い て も､ 経 営 者 に よ る 討 議 及 び 分 析(Management
DiscussionandAnalysis 以 下｢MD&A｣ と い う) の な か で､ 将 来 の 業 績 に 影
響を与える要因についても記載が求められるようになった｡
近年では､株主等が企業評価を行ない､投資判断をすることを可能にする
ために､財務情報以外の非財務情報開示も検討されている｡たとえば2003年
のEU会計現代化指令は､まさにこのような流れが現れたものといえる｡こ
こでは年次報告書に非財務情報の開示をくわえることを要請している｡具体
的には､財務報告の中で企業に係る主要なリスク､不確実性及び企業の成長
可能性を理解するために必要となる財務及び環境､従業員の問題に関する非
財務情報の記載を求めたものである｡その後イギリスではこの指令のもと､
2006 年 の 会 社 法 改 正 で 取 締 役 会 報 告 書(Directors'Report) の な か に 非 財 務
情報を記載することが強制されることとなった｡このような変化に伴い､非
財務情報の記載に関する議論が活発に進められるようになる｡
また資本市場の国際化にともない､世界の企業を同じ目線で比較できるよ
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うにすること､別の言い方をすれば会計基準を統一化することも議論される
ようになる｡このことは国際的に統一した会計基準の導入-の試みととらえ
る こ と が で き る｡ 現 在 で は 国 際 会 計 基 準 審 議 会(International Accounting
Standards Board 　 以 下｢IASB｣ と い う) に お い て 国 際 財 務 報 告 基 準
(ZDtematl'oDalFl'DaDCL'alReportl'DgStaDdards､ 以 下｢IFRS｣ と い う) が
制定され､多くの国において採用されるようになった｡
このIFRSの導入は情報開示に大きな影響を与え､特に開示内容と開示量
に大きな変化が生じている｡たとえば　2010　年に公表された経営者の説明
(ManagementCommentary 　 以 下｢MC｣ と い う) で は､ 財 務 報 告 の な か に
財務情報以外に事業の性質､経営者の目標及び戦略､企業の最も重要な資源､
リスク等､事業の成果及び予測､目標に対しての業務遂行の評価に用いる常
用な指標等を記載することを求めた｡これにより開示情報全体に対する非財
務情報の量が大幅に増加することとなった｡
IFRSでは従来の会計と異なり､原則主義が採用され､会計処理において経
営者の判断が多分に介入することになる｡一時はIFRSの導入が急速に進む
とみられていたが､現状のIFRS導入企業数は微増であるため､全上場企業
において非財務情報の量が大幅に増加するような状況には至っていない｡し
かしIFRS導入の議論を契機に､情報開示の観点から非財務情報の開示が注
目されるようになり､IFRS導入企業でなくとも､非財務情報を含めた総合的
情報開示が求められるようになってきている｡
以上のような強制開示の変化の波は任意開示に＼も及んでいる｡たとえば
2006 　 年 米 国 公 認 会 計 士 協 会 の 検 討 委 員 会 が 公 開 草 案"EDhaDCed Busl'DeSS
Reportl'Dg" ( 以 下｢EBR｣ と い う) を 公 表 し た の を 皮 切 り に､ 2007 年 イ ギ
リ ス のCSR 推 進 団 体Account for Sustainability が 従 来 はCSR 報 告 書 に 含
められていたサステイナビリティ情報､つまり企業の持続可能性についての
非財務情報を財務情報と関連させて年次報告書に含め開示する｢Connected
Reporting｣ を 提 案 し､ そ の フ レ ー ム ワ ー ク を 公 表 し た｡
さ ら に 国 連 環 境 計 画 の｢ 責 任 投 資 原 則(Principles for Responsible
lnvestment)｣ に お い て｢ 環 境(Environment) ･ 社 会(Social) ･ ガ バ ナ ン ス
(Governance) ( 以 下｢ESG｣ と い う)｣ 情 報 に 関 す る 議 論 も 進 ん で い る｡ く
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わ え て 国 際 統 合 報 告 評 議 会(The International Integrated Reporting
Council 以 下｢HRC｣ と い う) に お い て も､ 2011 年9 月 に デ ィ ス カ ッ シ ョ
ン･ ペ ー パ "ー Towards ZDtegTatedRepoz･tL'Dg/ CommuDl'catl'Dg Value l'D the
21stCeDtury"が公表されたo　そこでは財務報告と環境や社会貢献-の取り
組み､企業統治に関する情報などの非財務情報を統合したうえで報告する開
示体系が示され､財務報告には表れない企業の戦略や社会-の姿勢､今後の
成長性など将来指向の情報を伝えるための体系案が提案された｡
他方日本に目を向ければ､ 1948年の証券取引法改正により､戦後改革の一
環として取り組まれた証券民主化を図る社会的仕組みを整備するために､投
資家の保護の観点からディスクロージャー制度が導入された｡米国､欧州の
先行する取り組みを後追いしっづけ､開示内容や開示量を増やしつづけてい
る｡そのため日本の情報開示は､開示の質の低下や情報量の肥大化が発生し､
情報開示全体を概観すると､体系的な整理がなされていないと思われるよう
な状況が生じている｡以下で､ 1990年代後半以降の日本における情報開示に
関する変化の概略を示す｡
平成14年1月企業会計審議会第二部会から｢監査基準の改訂に関する意
見書｣が公表され､そこではリスク･アプローチの徹底や継続企業(ゴーイ
ン グ･ コ ン サ ー ン) の 前 提 に 関 す る 注 記 が 導 入 さ れ た｡ さ ら に 平 成14 年12
月､証券市場の改革促進に基づきディスクロージャー制度の整備も図られた｡
しかしその後発生した企業不祥事によって､このような整備にも関わらず利
害関係者との信頼関係は崩れてしまうこととなる｡具体的には企業内部のコ
ンプラインアンス､不正会計､粉飾､有価証券虚偽記載など不祥事が表面化
し､財務諸表の信頼が低下したのである｡
またこの間における企業形態の変化も､情報開示-大きな影響を与えてい
る｡従前の企業は､一企業一事業といわれるように一つの企業は単一事業の
経営活動をしていた｡その後経済発展とともに､企業の経営規模の拡大や多
角化､合併や買収により､企業経営の領域が拡大することとなる｡その結果､
一企業がリスクの異なる事業をもち､グループの中に多くの子会社をもつよ
うな企業集団を形成するようになった｡企業は企業集団全体で企業経営活動
を行うようになったため､利害関係者から企業集団全体の実態を知りたいと
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いう要請が高まりをみせた｡そのような要請にこたえるために､情報開示方
法が個別財務諸表中心の開示体系を連結財務諸表中心の開示体系-と変化す
ることとなる｡現在では企業集団における個々の企業の会計情報を統合して､
一つの企業集団の実態を表示する連結財務諸表のみならず､企業形態の多様
化に対応するための連結セグメント別の情報も開示されるようになった｡
また有価証券報告書においても､適切な経営が行なわれているかを判断す
るために､コーポレート･ガバナンスに関する情報､リスクに関する情報及
び　MD&A　についての開示情報の充実をはかり､くわえて有価証券報告書の
記載内容の適正性に関する代表者の確認書を任意の添付書類とした｡
以上のような情報開示の変化を経た現在､企業は財務情報と非財務情報の
双方を強制開示､任意開示を含めたいろいろな開示媒体により､利害関係者
に情報提供している｡具体的な開示媒体をあげると､強制開示には有価証券
報告書などが､任意開示にはCSR報告書､知的財産報告書､アニュアルレポ
ート(年次報告書)､コーポレート･レポート(事業報告書)､株主通信など
がある｡さらに任意開示の範境に関するものではあるが､ ESG(環境･社会･
ガバナンス)をはじめとする非財務情報とその開示､また財務情報と非財務情
報を統合して開示する統合報告､統合レポートを推奨する動きも見受けられ
る｡さらに企業の経営戦略を評価･開示したストラテジックレポートを公表
するような動きも生じ始めた｡
またインターネットの普及に伴い､企業は自社のウェブサイトを一つの情
報開示の手段として積極的に利用するようになった｡企業のウェブサイトは､
会社案内､経営方針･経営計画など､上述の各種報告書の内容を踏まえた企
業にかかわる情報を公開する場となりつつある｡
以上のような状況をふまえ､本論文では情報開示自体がもつ問題､情報開
示コストに関する問題､情報内容の複雑化という三つの課題を検討する｡
現状における情報開示にかかる課題をあげるとすれば､何のために開示す
るのかという情報開示の目的､情報開示を誰のために行うかという情報開示
の対象､どのような方法で開示されるべきかという情報開示の手段､どのよ
うな情報がどのくらい開示されるべきかという開示される情報内容と量､い
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つ開示されるべきかという情報開示のタイミング等がある3)｡このような情
報開示にかかる問題を整理すると､以下の三つにまとめることができる｡一
点目に何のために､誰のために開示するかという情報開示の目的､二点目に
どのような内容でどの程度開示するかという情報開示のタイミングを含めた
情報内容と量､三点目に情報開示の目的や情報内容･量をどのように開示す
るかという情報開示の手段に関する問題である｡本論文ではこの三点を検討
する｡
次に情報作成者と情報利用者との関係から情報開示に関して生じる諸課題
も検討する｡特に企業情報の作成､利用にかかるコスト負担と､情報内容の
複雑化にかかる問題をとりあげる｡この問題に関して､特に重要視されるも
のが企業情報の作成､利用にかかるコスト負担の問題である｡現状の情報開
示において多種多様な情報が多くの利害関係者から要求され､それに応えて
いる状況がある｡そのため企業が開示する情報が徐々に拡大､拡充されて､
それに応じて情報作成コストの負担が増大する｡これら問題は､当然情報作
成者の側面からだけで解決されるものではなく､情報利用者の側面と情報作
成者の側面から考える必要がある｡
またこのような情報作成者のコスト負担の問題は､企業の実態が複雑にな
ればなるほど､企業情報を整理したうえで情報開示しなければならないため
に､より大きなものとなる｡会計基準が高度化､複雑化､国際化すればする
ほど､情報作成者の作成コスト負担は増加する｡くわえて情報利用者の要求
水準も高くなっていくことで､企業の経営活動にかかる情報開示量も増加す
る｡このようなことから､現状は情報作成者のコストがひたすら増加してい
るのである｡このような状況に対処するために､情報利用者と情報作成者双
方の立場から開示情報の整理と統合を行う必要がある｡
一方で情報利用局面における情報利用者の利用コストも問題となりつつあ
る｡利用できる情報が多くなればなるほど､当然のことながら情報利用者は
3) た と え ば 森 川 【1985a 】 ､ 伊 藤 【19861 ､ 浅 羽 【1992 】 等 が あ る｡ た と え ば 伊 藤 【19861
は デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー を 構 成 す る 要 素 と し て､ 情 報 の 質( 要 素q:quality) ､ 情 報
の 対 象 と す る 範 囲( 要 秦C :coverage)､ 開 示 の タ イ ム ミ ン グ( 要 素T:timing) ､ 開
示 の 方 法( 要 素W:way) の4 つ を 考 え､ デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー の 有 効 性 は 各4 要 素
の 掛 け 算､ デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー の 有 効 性- 要 素QX 要 素cx 要 素TX 要 素W に よ っ
て成立すると考えている｡
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多くの情報を意思決定に利用することができる｡一見企業情報が拡大､拡充
することは情報利用者に多大なメリットをもたらすと思われがちであるが､
多すぎる情報はかえって利用者が必要な情報を素早く取得できなくなる可能
性があり､開示量が増えたことによるメリットを相殺しかねない｡結果とし
て､情報利用者は情報利用におけるコストとベネフィットを比較して､情報
利用コストが上回れば当該情報を利用しないことによって､コスト負担を回
避することも考えられる｡このような問題を解決するために､情報開示にお
ける情報内容の整理と統合に向けた試案も提示する｡
最後に情報内容の複雑化にかかる課題である｡情報開示においては､より
よく企業の経営実態を把握するために､多様かつ透明性の高い情報の開示が
要求されることが多い｡このような状況は､当然のことながら､情報を複雑
化させることとなる｡情報の複雑化は､情報同士の関係性が一見矛盾してい
るかに感じてしまうことなどの問題を生じさせる｡複雑な情報は､情報利用
者の開示された情報に関する理解可能性を損なう要因となる｡しかし利用目
的の異なる利害関係者の多くは､それぞれ別の視点から必要とする情報を要
求する｡たとえば対象とする取引の説明､取引のリスクおよび不確実性､ガ
バナンスなどを分析するために､利害関係者はより多くの情報開示を衷める
のである｡現状の情報開示では多くの情報が溢れ､それに呼応するかのよう
に有価証券報告書､事業報告などの開示書類自体も多様となっているため､
当然の結果として各開示情報間の関係性の把握はさらに困難となる｡
このような情報の複雑化の問題は､情報利用者にとどまるものではない｡
情報作成者においても､情報の複雑化の問題は発生する｡取引､実態が複雑
化しているため､情報自体も詳細かつ難解なものとなるため､情報利用者が
利用しやすい情報を作成する際の障害となりうる｡情報自体が複雑化すれば､
当然開示情報も複雑化する｡このような複雑化の問題は､情報作成者だけで
はなく､情報利用者においてもコスト負担増となる｡
このように時代背景や外部環境の変化､資本市場の発展とともに､株主で
ある出資者を含めた利害関係者に対して､経営者が事業のプロセスと結果及
び将来像について報告する機会が増え､情報開示の内容および方法も変化し
ていくことととなった｡強制開示においても､開示すべき内容は多様化し､
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情報量が増加している｡さらに企業に対する任意開示に対する要請にこたえ
ようとすれば､それぞれの目的にあわせた報告書を作成せざるをえず､結果
重複した内容を複数の報告書に掲載しなければならないという重複によるコ
ストも生じている｡一方で､開示された情報を利用する株主､投資家などの
情報利用者も､複雑すぎる開示､開示内容を理解できなくなり､開示内容を
理解するためのコストも増加している｡すなわち現在の状況は､情報作成者
と情報利用者の双方に大きな負担を生じさせ､看過できないものとなってい
るといえる｡
さらに従前から求められていた株主､投資家を始めとするさまざまな情報
利用者に対するアカンタビリティに対する対応も必要である｡経営者が株主
に対して果たすべきアカウンタビリティは､受託した企業経営全般について､
過去､現在の管理保全に対する説明責任と将来にわたる管理運用に関する説
明責任という二つの説明責任を含むものである｡
この責任を果たすような情報を提供することは､結果として情報利用者に
とって有用な情報となり､意思決定に利用される｡情報利用者の理解可能性
の低下を引き起こさないためにも､企業が開示する情報の関係性がわかりや
い開示体系が求められている｡以上のような課題を解決した開示体系を､本
論文では総合的企業情報開示とよび､このような情報開示がさまざまな情報
開示にかかわる課題を解決するものと考えている｡
2　本研究の目的
企業情報開示は企業の多角化､会計の国際化､国際化に伴う会計制度の変
革及び情報内容の変化､情報利用者のニーズの多様化により変容している｡
また情報利用者は企業の会計不正の増加にともない､企業経営の透明かつ信
頼性ある情報開示やガバナンス強化等も要求しはじめている｡情報利用者は､
財務情報と経営情報を用いた企業の経済的実質を示す､透明かつ信頼性の高
い情報の開示を要請しているのである｡
このような要請に対し､情報作成者は各情報利用者の異なる要求に応える
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ために､財務情報､経営情報などをそれぞれ別の報告書として開示している｡
これによって情報利用者からの要求に応じて開示する情報が増え､情報の複
雑化が生じる｡これらの課題を解決するために､総合的企業情報開示が必要
となる｡
総合的企業情報開示は､情報利用者が意思決定を行う際に利用できる有用
な企業情報が入手できるように､情報作成者が企業業績および財政状態に関
する情報ならびに企業経営に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスク情戟を
提供するものである｡企業情報は企業の経済的実態を示すための企業業績や
財政状態に関する情報および企業経営に重要な影響を及ぼす可能性のあるリ
スクを含む将来的な情報からなる財務情報と非財務情報を総合したもので､
かつ情報報利用者の経済的意思決定の実現に有用な情報でなければならない｡
概して情報利用者は自己の責任において経済的意思決定を行うために､開
示された企業情報を利用するしかない｡情報の非対称性による弊害はこのよ
うな状況から生じる｡このような弊害を排除するために情報作成者と情報利
用者の関係を整理すれば､情報作成者は利用者に対して経済的意思決定の実
現に有用な企業情報を提供し､情報利用者は作成者が開示した企業情報を利
用して､合理的な経済的意思決定を行えるようなシステムが必要となる｡
従前の情報開示に関する研究は､企業の開示情報をどのように利用するか
に関するものや､開示情報が利用できない場合には企業に情報内容の改善を
求めるものが非常に多かった｡それらの研究は､財務情報の必要性に焦点を
当てたものということができる｡その後情報作成者が情報利用者の要求に応
え､経営情報を含む企業情報を開示するにしたがい､開示された企業情報の
有用性に関する研究も増えてきた｡
企業情報の有用性に関する研究は､財務情報に関するものと経営情報に関
するものに分類できる｡財務情報の有用性に関する研究の多くは､ファイナ
ンスの手法をもちいて､強制開示された財務情報を利用して､財務情報の有
用性を解明するものである｡具体的な内容としていくつかあげると､財務情
報と株価の関係から利益の実績値､予測値と株価変動の関係を統計的に分析
ll
し､経済的投資意思決定における利益情報の有用性に関する研究4)､将来の
超過利益を予測して企業価値評価を行う研究5)などがある｡
経営情報の有用性に関する研究には､企業情報拡充のための目的や方法を
考察する研究､非財務情報内容を拡充する研究､企業評価のために非財務情
報内容の開示を求める研究6)､競争優位や企業の将来性を情報開示に関する
研究､セグメント情報開示に積極的に取組む研究7)など多岐にわたる｡なか
には定性要因の内容に焦点をあて､情報の読みやすさ､分かりやすい内容な
ど情報理解度に関する研究もある｡たとえば開示情報が投資家の意思決定､
アナリスト行動に与える影響を明らかにしようとしている研究や､投資家の
反応が企業の開示行動にどのような影響を与えるかについて考察している8)
研究などがある｡
しかし財務情報の有用性や財務情報を用いた企業評価に関する研究と比べ､
経営情報に関する研究や財務情報と経営情報の双方を対象とした研究は少な
い｡そのため､今後は経営情報を用いた分析･調査を行なう必要がある｡
また企業情報の有用性に関する先行研究の多くは､財務情報の価値関連性､
情報内容の拡張による財務情報の有用性の喪失を回避しようとする研究であ
る｡そこで取り上げられている企業情報は､強制開示や内容の充実により部
分的に必要な内容を取り入れるものであった｡しかし部分的に必要な企莱情
報を取り上げたとしても､情報作成コストの追加負担､情報過多問題､比較
可能性の低下問題､開示手段の多様化などの問題は解決されず､情報内容を
全体的に必要な情報をまとめるまでは至っていない｡
情報作成者の観点からみれば､部分的に修正した情報の組込みを行うこと
は､財務情報と経営情報が増加するだけになりかねない｡情報作成者の視点
においても､強制開示の枠内で個別事象の問題に対処し､その内容を情報内
4) た と え ばBall&Brown 【1968]､ Beaver 【1968]､ 桜 井 【1993]､ 薄 井 【2002 】､ 薄 井
[20051 等 が あ る0
5) た と え ばOhlsonl1995]､ 岡 部 【2011 】 等 が あ る.
6) た と え ば 広 瀬 【19891､ Lev&Zarowin 【1999 】､ 石 川･ 向 山 【2003], 中 候 【20041､ 石
川･ 小 菅 【20051､ Wyatt 【20081､ Dhaliwaletal. 【2010]､ Simpson 【2010] ､ 中 候
【20121 等 が あ る｡
7) た と え ば 伊 藤 【19861 ､ 加 賀 谷 【2007 】 ､ 円 谷 【2010 】 等 が あ る｡
8) た と え ばMiller 【2010] ､ Lehavy, FengLi, Merkley 【2011 】 ､ 北 川 【20111 ､ Huang,
Teoh & Zhang 【2014 】 等 が あ る｡
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容に組込み､情報利用者からの要求に応じて開示するだけでは､根本的な解
決策とはなりえない｡
情報利用者の観点からみれば､あまりにも多くの企業情報が開示されてい
るため､会計情報､財務情報､経営情報などの企業情報を十分に利用するこ
とが出来ていない可能性がある｡これは開示情報の整理が十分に行われてい
ないため､開示情報がそれぞれ独立的に利用されてしまうことから生じてい
ると考えられる｡そのため情報利用者はそれぞれ情報の関係性を把握するこ
とが困難となっているのではないか｡情報利用者が企業情報を分析する場合､
たんに情報利用者からの要求に応じた情報のみでは､かえって情報利用者は
企業の経営実態を把握することができなくなる可能性も否定できない0
このような状況をふまえ､本論文では総合的企業情報開示を提案し､情報
作成者と情報利用者の観点から情報開示に生じている問題-の対処を目指す｡
具体的には情報作成者と情報利用者の視点から一体化した企業情報を用いて､
企業の経営活動内容を示す会計情報､財務情報と補足情報､経営情報を整理
することによって､企業の経済的実態をわかりやすくする階層的開示体系を
論究する｡
総合的企業情報開示を提案する目的は､財務情報と経営情報の連携関係を
重視した情報開示を行い､情報利用者の情報利用および理解可能性を促進さ
せることである｡その前提段階して､企業情報が情報利用者の経済的意思決
定に有用な情報であるということは､いったいどのようなことを意味するの
かを明らかにする必要がある｡具体的には､以下の三点に関し､検討してい
る｡一点目は､情報内容の概念的整理を行い､情報利用者と情報作成者の視
点から一体化-向けた情報内容を検討し､整理･統合を行うことである｡二
点目は､企業情報の情報内容の分析と企業情報がもたらす効果を検討するこ
とである｡三点目は､総合的な表示と情報内容とするための階層的開示体系
を提示することである｡
これらの検討を行うことによって､企業情報の情報作成者および情報利用
者双方の視点が含まれた総合的企業情報開示体系を示すことができ､その結
果として情報内容の関係性が明らかになり､情報作成者および情報利用者双
方の情報内容に関する理解に役立つと考える｡
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3　研究内容と研究方法
以下では､本論文における研究内容と方法を示す｡
本論文では､先行研究のサーベイと論点整理を行い､従来の研究成果の整
理および理論的な精教化が中心となっている｡一部アンケートによる実証分
析も行っているが､全体を通じて理論研究を中心に行った｡
本論文の論文構成は以下の通りである｡まず情報内容の概念的整理を行い､
情報利用者と情報作成者の視点から開示情報の体系化に向けた情報内容の整
理･統合をおこなう｡具体的には企業内容を示す財務情報と非財務情報を組
合せて示したものを企業情報と捉え､情報作成者および情報利用者の視点を
加味した企業の経済的実質を示す情報とは何かを検討している｡ここでは多
様化した企業情報の統合を考えるうえで､企業情報のもつ特質､意思決定に
影響を及ぼす要因を検討し､企業情報と企業経営の因果関係を明らかにする
ことを目的としている｡
次に､企業情報の情報内容の分析と企業情報がもたらす効果を検討してい
る｡ここでは企業情報の利用方法も含め､検討した｡具体的には企業情報を
分析することで､企業情報開示の機能､企業業績概念､開示情報の効果を考
察しして､企業情報の有用性とは何かを検討している｡
最後に､総合的情報開示体系を提示している｡ここでは経済的主体である
企業の経済的実質を示す情報開示の問題に対する解決策､すなわち企業情報
が情報利用者に有用な企業情報開示の枠組みを示すことを目的としている｡
具体的には企業情報に係る情報開示の手段､目的､主体､開示情報内容と量
を中心に考察している｡
本論文で提案する総合的企業情報開示は､財務情報と非財務情報が複雑な
形で開示されていた従来のものを整理･統合したものである｡統合された企
業情報を開示することで､情報作成者の作成コストが低減するだけでなく､
情報利用者により一層の情報利用を促し､情報利用者の意思決定の判断に有
用な情報を提供することができると考える｡このような開示体系は､従前い
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われていたアカウンタビリティの解除を可能とし､企業は企業の経済的実質
を理解しやすい形で開示できるため､利害関係者に対して企業の経営環境に
適応する能力を伝達することも可能となるはずである｡
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第一章　情報作成者と情報利用者の視点からみる会計
第一章では､情報作成者と情報利用者の視点から会計とその情報内容を論
究する｡具体的には会計機能である利害調整機能と情報提供機能が､情報作
成者と情報利用者双方の視点において情報内容に対してどのような影響を及
ぼすのかを検討している｡企業が開示する情報内容が二つの機能を満たすこ
とによって､利害関係者の利害対立を減少させ､かつ､さまざまな利用者の
要求を満たすものとなる｡
情報作成者と情報利用者双方の視点からアカウンタビリティを果たす情報
内容とは､どのようなものであるのかに関しても考察をくわえている｡従前
は受託責任にもとづくアカウンタビリティの履行が議論の中心であった｡そ
の流れが株主･投資者の投資意思決定を支援するための情報提供に重点が移
行しているといわれているものの､従来のアカウンタビリティの必要性がな
くなったわけではない｡利害関係者の対象が広がり､企業が情報開示要求に
応える形で､企業が多くの利害関係者に対して経営活動に関する情報を提供
するようになっている現状を鑑みれば､従来の受託責任に限定された狭義の
アカウンタビリティの範囲は徐々に拡張されているということができる｡
1･1　会計機能としての利害調整と情報提供
会計機能には利害調整と情報提供がある｡本章では会計における二つの機
能を再整理し､情報開示との関係を明らかにする｡利害調整機能は､分配可
能利益算定機能とも呼ばれることもある｡また情報提供機能をより詳細に分
類すれば､意思決定支援機能と契約支援機能にわけることができる｡
利害調整とは､会計の機能を利害関係者の利害対立を調整するためのもの
で､債権者-の債務の返済と株主に対する配当可能利益との利害調整､さら
には課税当局に対する課税所得にかかる算出計算が主な目的であり､会計の
果たす主たる機能である｡
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安藤は､ ｢利害調整とは､財産･持分をめぐる当事者間での取るか取られる
かの利害の線引き(調整)｣ 9)といい､香村は｢財産受託責任に基づいた会計
報告という伝統的な会計目的観は､処分可能利益の算定局面において見るな
らば､利害調整会計の性格を持ってきた｣ 10)と述べ､万代は利害調整を｢組
織に関わる種々の利害関係者の持分を調整すること｣ ll)と捉えている｡そし
て､岡部は利害調整を｢利害関係者間の潜在的なコンフリクトを防止または
解消すること｣12)と捉えており､｢効率的な経営資源の利用に向けて､経営者
行動を制御･誘導すること｣13)と｢富の分配において公平性を確保すること｣
14)の二つの役割があるといっている｡
先行研究を整理すれば､利害調整は財産･持分に対して､債権者や出資者
の利害を明確にし､保護することと､利害関係者の持分関係におこる利害対
立において利益の配分を公平に行なうように調整することであるとまとめる
ことができる｡それゆえ会計の利害調整は､財産･持分をめぐる当事者間の
利害関係を明確にして､その配分を調節する役割であるということができよ
う｡
1960年代､会計の目的はこれまでの配当可能利益の算出等にみられる利害
調整という会計手続中心の会計であった｡しかし会計の目的が利害調整かか
ら､情報利用者-の意思決定に対する情報を提供することに移り､利用者指
向の会計目的-とその重心を移してきた｡別の言い方をすれば､利害調整か
ら情報提供重視-の転換が生じたといえる｡
一方､情報提供とは企業が情報利用者に対して意思決定にあたり有用な情
9) 安 藤 【1997] p.354, 安 藤 【2002] p.1 安 藤 【2007C] で は､ 利 害 調 整 を 商 法 会 計 の 本 質 と し
ている｡商法会計の系譜に三つあるとしている｡一つ目には､商人が営業上の財産
および損益の状況を把握して破産することがないように､また会計記録により商人
が財産の隠匿や不当処分を防止すること､つまり､債権者を保護することを目的と
している｡二つ目には､利益計算および分配をめぐる出資者相互間の利害調整のた
めに､会社の利益および財産に対する出資者の利害を明確にすることを目的として
いる｡三つ目には､株式会社会計における株主有限責任に対応する債権者保護のた
めのものであり､また会社の財産および損益状況を開示することで潜在的な株主-
の情報提供を目的としている｡したがって､商法会計は｢債権者および出資者の利
害を保護し､あるいはそれらの利害を調整すること｣を主目的とした会計である｡
10) 香 村 【19961 p.110
ll) 万 代 【2004] p.50
12) 岡 部 【2007b 】p.1186
13) 岡 部 【2007b]p.1186
14) 岡 部 【2007b 】p.1186
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報の提供をする働きのことである｡情報提供機能は､アメリカ会計学会が
ASOBAT 　 を 公 表 し て 以 来､ 強 く 主 張 さ れ て い る 会 計 目 的 で あ る0 AAA は｢
会計を､情報の利用者が事情に精通して､判断や意思決定を行うことができ
るように､経済的情報を識別し､測定し､伝達するプロセスである｣ 15)と定
義し､情報利用者の立場にたった情報提供を会計の重要な目的とした0
安藤は情報提供を｢関係者に状況を知らせるため｣ 16)のものと考え､ ｢企業
の状況についての情報を提供することであり､その会計は､情報を提供され
た者が企業に関して正しい判断と意思決定が行えるようにすることが目的｣
17)とした｡情報提供会計では､企業の全体像についての概数による計算およ
び表示のための内容を提供している｡安藤は､簿記書における簿記の第一日
的｢帳簿記録｣を忘れ､第二目的である決算に係る｢取引の記録として財産
上に及ぼされる増減変化を何時にても容易に且つ正確に策定し､而して之を
最も了解し易しき方式にて表示すること｣ 18)に偏重している点に危倶をいだ
き､簿記の空洞化19)を主張している｡利害調整と情報提供の違いは､会計記
録に要求される質(厳密さ)の違いと､当事者間での伝達のあり方と考える
ことができる｡一方で情報提供は､証券取引法会計の目的からくる基本的な
考えであり､証券取引法会計の目的は｢投資者の保護のため､証券市場取引
における投資者の意思決定に有用な会計情報を提供すること｣ 20)である｡
このことに関し､演本は｢投資家などの企業の利害関係者による経済的意
思決定を促進するために有用な会計情報を提供すること｣ 21)を意思決定有用
説と述べ､情報提供と近似した会計目的の考えを述べている｡また万代は｢
経営者による経営上の意思決定及び投資家による投資意思決定を援助するこ
と｣ 22)とし意思決定有用説に近い表現で情報提供を説明している｡桜井は､
会計が有する諸機能のうち､情報提供機能を｢企業の経営者と利害関係者が
15)AAA 【1966 】p.1( 飯 野 訳 【1975 】 p.2)
16) 安 藤 【1997] p.354
17) 安 藤 【2002]p.3
18) 安 藤 【1988]p.44
19)安藤は簿記の空洞化を会計の情報化としている｡
20) 安 藤 【2007b 】 p.742
21) 落 木 【1999 】p.171
22) 万 代 【20041p.50
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行う経済的意思決定に有用な情報を産出し伝達する機能｣ 23)としている｡そ
のもとで､会計が提供する情報には｢企業の経済的資源と債務の現状および
過去の企業業績に関する情報を提供することを通じて､意思決定に期待形威
の基礎を与えること｣ 24)と｢意思決定者が以前にいだいていた期待と比較可
能な実績情報の提供により､意思決定者に期待と実績の差異分析を可能にす
ることを通じて､以後の期待形成を改善せしめること｣ 25)が含まれていると
主張する｡つまり利害関係者は企業が望ましいキャッシュ･フローを生み出
す能力について､共通の関心を有しているという立場である｡会計が提供す
べき情報は｢企業のキャッシュ･フローの予想を行うに際して有用な情報､
企業の経済的資源とそれに対する要求権およびそれらの変化に関する情報で
あ る｣ 26) と 考 え て い る｡
先行研究を整理すれば､情報提供機能は利害関係者のうち､主に株主に対
して企業の状況を知らせるための情報を提供し､企業に関して正しい判断と
意思決定が行えることを支援するものと考えることができる｡このことから
情報提供は企業が情報利用者に対して経済的意思決定にあたり､有用な情報
の提供をする働きのことであると言い換えることができる｡
なぜ情報作成者と情報利用者の視点から､利害調整と情報提供の機能を検
討するのかといえば､利害調整機能は債権者や出資者の利害を明確にし､保
護を行ない､利害関係者の利益配分を公平に行なう内容を示し､一方で情報
提供において､株主に対して企業の状況を知らせるための情報の提供をし､
企業に関して正しい判断と意思決定が行えることを支援するものであるため､
この二つは相反するものというよりも､相互補完的な関係にあると考えてい
るからである｡二つの機能を満たすことで､情報内容は､利害関係者の利害
対立を減少させ､かつ､利用者の要求を満たす情報を提供することができる
ようになる｡
23) 桜 井 【20071p.678
24) 桜 井 【2007]p.678
25) 桜 井 【2007 】p.678
26) 桜 井 【2007]p.678
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1-2.アカウンタビリティとしての情報内容
アカウンタビリティを情報内容になぜ取り入れなければならないのかとい
えば､情報開示において財貨･用役の管理･保全に対する説明義務と管理･
保全の運用結果について状況説明を果たすことで､二つの関係が両輪となり､
責任が解除されると考えているからである｡アカウンタビリティを考慮しな
い情報自体､そもそも有用性がないと考えざるを得ない｡このように考えれ
ば､当然企業情報の検討には､アカウンタビリティを考慮しなければならな
い｡以下では会計責任､受託責任､アカウンタビリティの見方に関する整理
を行う｡
まず受託責任とは､受託者が委託者である外部利害関係者に対して､受託
した財貨･用役の管理･保全･運用に関する状況と運用の結果を説明する義
務のことをいう｡責任という言葉の定義をサーベイしてみれば､Littletonは､
経営受託について､第一義的な責任は､財務的および会計的なものであり､
財産を占有しているが所有していないという代理人の責任を考えている27)0
当然のことながら､経営者は企業の運営者として､企業の運営および運営に
関して報告する責任を有し､所有者の財産を保護するのみならず増加させる
責任があるといえる｡
Kohlerは､ Responsibilityを組織体の活動また決定に参加する個人またはグ
ループが割り当てられた､または帰属せしめられた役割に付随して割当てら
れた､または帰属せしめられた権限を慎重に実行する義務･受託責任のもと
における資本の運用に対する責任について財務報告まで行う責任である28)と
考えている｡
Chen 　 の 研 究 で は､ 第 一 義 の 　Stewardship 　 を 社 会 に 対 し て 行 い､ 第 二 の
Stewardship を 株 主 に 対 し て 行 う と し た｡ 第 一 義 のStewardship を 果 た す た め
に､ ソ ー シ ャ ル･ レ ポ ー テ ィ ン グ(social reports) を 用 い て 示 し､ 第 二 の
Stewardship を 果 た す た め に､ 財 務 報 告(financialreports) を 用 い て 示 す と し
27)Littletonl1953] p.79 ( 大 塚 訳 【1955] p.115)
28)Kohler 【19701
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て い る29)0
会計における説明責任は､財務数値を通じて受託財産の増減内容に対する
保全･管理とその管理･保全の結果を報告･説明することである｡それゆえ､
企業情報開示においても､受託者が受託した財貨･用役の管理･保全に対す
る説明義務の履行と管理･保全の結果に対する状況説明が必要となる0
次に財貨･用役の管理･保全に対する状況説明と管理･保全の結果に対す
る説明義務の二点からアカウンタビリティを整理していく｡図表1-1は､責
任概念の変容について財産の運用と財産の運用･報告の点から整理したもの
である｡責任の見方として､一つは財産の運用に対してもち､財務的および
会計的な責任をもつものであり､もう一つは財産の運用･報告に対して､財
産の運用とその報告責任をもつものである｡
図表lll　黄任概念の変容の整理
責任の見方 俥蜥磯gｲﾈ暮w,x.9D2財産(資本)の運用.報告に対する責任 ĀĀĀĀĀĀĀĀ
責任のあり方 俥k4h-檍ﾇi4,ﾂ権限を慎重に実行する義務.受託 責任 h耳ｶ,ﾅ7FWv&G6/檍,X,B*,*Ii?,ﾅ7FWv&G6/ｩH甁,X,H*,BĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
責任の立場 俥蝌/液ﾈ+X,H*(.ｨtﾈ+X,H*(,(,b資本の運用に対する責任について h耳ｶ,ﾅ7FWv&G6/惠+ﾘ+x+ﾘ-,唏5ﾈｸ5h88ｲﾈ7ﾈｸ6X4(984.ﾇ'薮&'2w*(,H麌+ZIi?,ﾂ7FWv&G6/惠+ﾘ+x+ﾘ-唏ﾞk_Xﾇ'ｗ'G2w*(,H麌+rĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀいう代理人としての責任 俥k_ﾙ-ﾈ,X+x.9D2ĀĀĀĀĀĀ
先 行 研 究 犯 宥FﾆWF 鉄8｢E.C.Kohlerl1970] 腐 逓[2016 】 貪 都X｢ﾄ 肌ﾄVv ⑦ﾅv 誚ﾃ#RĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀLittleton&Zimmerman(1962] 兢,Sabae,Tian[2015 】 周 部 【2016] 
アカウンタビリティとは､受託者である企業が外部利害関係者から委託さ
れた財産(財貨･用役)を適切に管理､保全､運用する義務をいう｡アカウ
ンタビリティの遂行するためには､企業の経営活動を正しく認識･測定し記
録しなければならない｡アカウンタビリティは財貨･用役の管理･保全に対
する説明義務とする考え方と管理･保全の運用結果についての状況説明とす
29)chen 【1975 】
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る考え方にまとめられる30)｡
財貨･用役の管理･保全に対する説明義務は､財産(資本)の管理･保全
について他者に説明すべき義務を果たすことをいう｡ Littletomは､資本利益
計算の考えが基礎であり､経済主体として､利潤を産出するものを資本-企
業として捉え､資本(財)の委託･受託関係として措定し､そこに発生する
報告責任が受託責任としての会計責任(Stewardship)であるとした｡経営受
託 制 は､ 責 任､ 権 限 を 暗 示 し て い る｡ そ の た め 財 務 諸 表 は 経 営 受 託 制
(managerial stewardship) に 関 す る 報 告 書 と し て 説 明 さ れ る こ と と な る｡ 第
一義的責任は､財務的および会計的なものである｡すなわちこの責任は財産
を占有しているが所有していない代理人としての責任である31)｡企業の運営
者は､運営および運営に関して報告する責任､くわえて所有者の財産を保護
するのみならず増加させる責任をもつ｡財産(資本)を経営者自身で所有し
ている場合と同様､あるいは自己の財産以上に良好に維持することが経営者
に対して期待され､また､経営者自身が利害関係をもっている場合と同様に
財産を効果的に運用させることが期待されている32)0
Littleton&Zimmerman は 受 託 責 任 に つ い て､ 16､ 17 世 紀 の イ ギ リ ス の 封 建
領地における組織と運営が始まりと考えている｡封建領地における生産活動
30)安藤【20071は｢他人財産の管理者(受任者､受託者)が本人(委任者､委託者)に対して
負う会計上の責任｣として､具体的な内容には､民法上の規定における委任契約の
受任者の報告義務について受任者のなすべき状況報告と赦未報告の二つの報告があ
ると考えている｡そのうえで､会計責任は狭義と広義があるとしている｡狭義の会
計責任には他人財産の管理者の顛末報告責任であり､ ｢管理者が報告期間の財産の変
動の顛末を報告し､その時点で保管責任を負うべき財産の高について本人を納得さ
せる責任｣ (p.132)のことである｡一方で､広義の会計責任には状況報告責任と顛末
報告責任を合わせた管理者(受任者)の報告責任がある｡状況報告は｢本人が管理者
の事務処理の現状を知って将来適宜の処置がとれるようにするために､管理者が事
務処理の全体的な状況を報告すること｣ (p.132)である｡
31) Littleton 【1953 】 p.79 ( 大 塚 訳 【1955 】 p.115)
32) Littleton 【19531 p.79 ( 大 塚 訳 【1955]pp.115-116) 英 国 に お い て､ 代 理 人 会 計(agency
accounting) が 『 委 任 解 任 』 (charge and discharge) の 記 録 に 基 づ い て 使 用 さ れ て お
り､代理人の受託関係についての経過を明確に示す形式で記載されちる代理人報告
書である｡代理人は一定の測定されうる責任について委任をうけ､同様に､報告書
において一定の責任について解任を行い､解任されたものを-表とし､集計し､控
除する｡最後に代理人がなお管理している責任について､項目別に集計し-表とす
る｡このように受託関係について､明確な報告がされていた｡また､所有権とは関
係 な し に 会 計 責 任(accountability) が 存 す る こ と が 示 さ れ て い た｡ 複 式 記 入 は 所 有
権に焦点をおくものであるから､管財人の正規の報告には適当ではない｡複式記入
は新たに課された責任､および解放された新旧の責任を集計するための勘定分類､
お よ び 通 則 を 直 接 的 に 導 き 出 す も の で は な い(Littletonl19531p.82 ( 大 塚 訳
【19551pp.119-120)) 0
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は作業場ごと組織化され､それ自体の機能と一連の記録を持っていた｡各作
業場からの集計表が､全体としての貴族の財産に対する責任とその履行の報
告 書(chargeanddischargereport) と な り､ こ れ ら を 貴 族 と 会 議( つ ま り､ 経
営者)によって分析されていた｡これらの責任とその履行の報告書における
使用の整理方法は､信託の受託者､破産における管財人およびその他によっ
て引受けられかつ完成された責任についての裁判所-の報告書においても用
いられていた33)｡当時は､すべての人が自分に割当てられた受託責任につい
て他人に説明すべきであるという信念があり､受託責任の概念は国王および
貴族から下の領土内の人びと､イギリス封建社会のあらゆる階級で行われて
い た34) と い う｡
Kohler は､ Accountability に つ い て｢1. 従 業 員､ 代 理 人､ ま た は そ の 他 の 人
が､委ねられた権限に従って行った行為､または行わなかったことについて､
多くの場合定期的に､十分な報告書を提出する義務　2.【官庁会計】支払担
当官が責任を負っている勘定または金額の名称　3.貨幣､財産の単位､その
他あらかじめ定められた基準で表された､他人に対する責任または負債の尺
度　4.会社の経営者､受託者､官吏､その他の組織体の財務方針､または資金
の預入れ､投資または処分を管理する人々に対して､法律､契約または規則
によって課せられた健全な経営､管理､またはその他の業績を立証する義務｡
良い人間関係を維持し､一般の信頼を得るために､責任ある立場の多くの人
びとは､利害関係のある人びとや一般大衆に対して､その業務活動を自主的
に 説 明 し て い る｣ 35) と し て い る｡ ま たAccounting は｢1. 取 引 を 記 録 し 報 告 す
る こ と 　2. 取 引 の 発 生､ 確 認 お よ び 処 理- (h) 投 資 家､ 政 府 機 関､ お よ び 一
般大衆に対する定期的な報告｣ 36)とされ､ Feedbackは｢定期的な営業活動業
績に関する情報の提供､そのような情報の業績標準との比較､その比較に塞
づく修正対策の採用に関連したシステム｣ 37)と示されている｡
33)Littleton & Zimmerman 【1962] p.53 ( 上 田 訳 【1976 】 pp.75-76)
34)Littleton & Zimmerman 【1962 】 p.54 ( 上 田 訳 【19761 p.77)
35)Kohler 【19701 p.6( 染 谷 訳 【1973 】 p.6)
36)Kohler l19701 pp.7-8 ( 染 谷 訳 【1973 】 pp.8-9)
37)Kohler l1970] p.188 ( 染 谷 訳 【1973 】 p.212)
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岩田は会計管理(アカウンティング･コントロール)に関連させて会計記
録の重要性の根拠をアカウンタビリティに求めている｡勘定記入には単に財
産変動の事実を記述することばかりではなく､別の重要な意味がある38)とし､
財産は企業の内部において､形態を変えつつ､転々として移動するように､
企業の財産の受払保管に関する責任の範囲について限定するために､ ｢財産
の受入から払出すまでの間において委託された財産が如何に管理保管されて
いるかの顛末を､要求されれば､説明する責任を負うもの｣ 39)と主張してい
る｡またアカウンタビリティの所在を示す書類は､財産の増減移転があるつ
ど作成される｡その書類において､アカウンタビリティの発生消失を集計し､
つねに現在の所在を明らかにしなければならない｡財産の増減移転の集計を
司るものが会計帳簿であって､元帳の勘定の役割を果たすものである｡つま
り元帳は企業全体に散在するアカウンタビリティの関係を表示するものであ
るといえる｡
片野は簿記に共通する本質的職能として､｢財産の保全と運用について財産
管理者にまかされた権限の執行とそれにともなう責任の履行によって生ずる
会計事実を記録計算し､記録の結果を財産の実際と突き合わせ､これによっ
て 財 産 管 理 上 の 受 託 会 計 責 任(fiduciaryaccountabilities) の 推 移 の い き さ つ を
首尾一貫して解明すること｣ 40)を､簿記がになう会計責任解明職能としてい
る｡ 簿 記 に お け る｢ 勘 定(accounts) こ そ､ 会 計 責 任(accountabilities) 解 明
職能を遂行する手段｣41)と片野は考えた｡また企業会計の目的を､ ｢独立の経
済実体としての最小費用をもって最大利潤を獲得する経営活動をいとなむ｣
42)ということと､ ｢資本主から受け入れられた自由選択制資金の運用の経過
について定期にこれを資本主に報告しその承認も求める責任｣ 43)という二つ
のものがあると考えている｡それゆえ企業会計は､前者の目的に役立っため
に｢資本としての財産の保全と運用の径路を明らかにすること､営利活動日
38) 岩 田 【1953] p,13
39) 岩 田 【1953 】 p.14
40) 片 野 【19681 pp.15-16
41) 片 野 【1968 】 p.18
42) 片 野 【19681p.23
43) 片 野 【1968 】p.23
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的に活用するための資料の提供｣ 44)としての職能を果たし(この会計を経営
管理会計という)､かつ後者の目的に役立つために｢資本主から拠出された自
由選択性資金の運用のいきさつを資本主に報告する資料を提供する｣ 45) (こ
の会計を受託責任会計という)ような二つの職能を果たすものでなければな
らない｡
Littleton､Littleton& Zimmerman､Kohler は､ 企 業 会 計 を 企 業 の 健 全 な 経 営､
管理によって､所有者の財産を保全するのみならず増加させる運用の責任を
もつものと考えている｡岩田､片野は､企業会計を財産の管理､保全を示す
方法として帳簿記録による顛末を示すことで説明すべき義務を果たすための
ものとしている｡それゆえ財貨･用役の管理･保全に対する説明義務は､財
産(資本)の管理･保全､そして財産の運用について会計記録することで他
者に対する説明義務を果たすこととなる｡
次に管理･保全の運用結果についての状況説明は､財産(資本)の管理･
保全の遂行状況､結果について報告を果たすことである｡日本会計研究学会
の｢会計責任に関する研究｣スタディ･グループ(以下｢会計責任に関する
スタディ･グループ｣という)は､企業の社会状況に対する会計の対応のな
かで､企業の社会的責任に対する会計的アプローチの在り方を考え､アカン
タビリティ概念を再検討している｡アカンタビリティ概念はスチュワードシ
ップにおける場合とソーシャルアカンタビリティにおける場合とによってそ
の内容が異なる｡会計責任に関するスタディ･グループの結論としては､ソ
ーシャルアカンタビリティの必要性を強調している｡会計責任に関するスタ
ディ･グループの整理によれば､スチュワードシップの場合におけるアカン
タビリティは､｢特定の出資者､債権者あるいは投資家などの受託者との間に
認められる業務の執行･管理責任とその集約的表現としての財務報告責任で
あって､特定の明白な利害関係者と経営者ないし企業との関係｣46)と定義し､
｢株主(債権者まで拡大することも可)からの資本の委託あり｡従って､受
託資本に対する会計責任を負うこと｣と｢資本の委託を基礎におくので､会
44) 片 野 【1968 】p.23
45) 片 野 【1968]p.23
46)日本会計研究学会【1976】p.9
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計責任の遂行は､貨幣的(および数量的)尺度に依拠すること｣ 47)で果たさ
れるとしている｡
Beaver は､ 財 務 諸 表 の 目 的 に 関 す る 初 期 の 見 解 は 受 託 責 任 観(stewardship
function)にもとづくものが支配的であり､ ｢経営者の受託責任の遂行状況を
容易に評価できる｣ 48)と指摘している｡財務報告の役割は､財務諸表の報告
を も っ て 会 計 責 任(accountability) が 遂 行 さ れ て い る｡
森川における受託責任会計は､資金の受託者である企業経営者が資金の委
託者である資金提供者に対して自己の受託責任解明のための報告を行う会計
と捉えている｡受託責任とは､資本の委託･受託の関係にもとづく受託責任
を基盤として､経営者が資金提供者に対して資本がどのように運用され､ど
れだけ存在しているかについて報告する責任である｡つまり経営者が資金提
供者に資本の管理･運用について報告することで責任が解除される49)｡受託
責任会計の枠組みにおけるディスクロージャーは､財務諸表による経営者の
受託責任遂行の手段としての性格を有しており､出資者や債権者に対し､彼
らから委託された資金を経営者が忠実に管理･運用したか否かを適切に判断
しうるような情報を提供することを目的としている50)｡財務諸表で開示され
る情報は､資本の管理･運用について､取引事実を正確にかつ客観的に描写
すること､そして信頼のおける数値であることを要求されている｡
浅羽は､会計が受託責任会計から意思決定会計-移行する際における問題
として､ ①会計をいかに社会･経済と関連させるかという対象の問題と②会
計を論理的に構成するにはどのような方法をとるべきかの問題について検討
している｡結論として､会計責任とは､ ｢資本(財)の委託･受託関係として
捉えつつ､同時に受託者において資本の運用に対する責任を担うもの｣ 51)と
考えている｡また会計目標は､測定および伝達の機能の展開を媒介として実
現され､測定構造を形成するとしている｡
武田は､財務会計においては企業外部の利害関係者とりわけ直接的利害関
47) 日 本 会 計 研 究 学 会 【1976]p.9
48)Beaver 【19811( 伊 藤 訳 【1986]p.21)
49) 森 川 【1985a]p,8
50) 森 川 【1985a 】p.8
51) 浅 羽 【1986 】p.6
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係のある出資者に対する報告のための会計であるとした｡企業は､出資者か
ら拠出された資本(受託資本)の管理･運用の責任(受託責任)を負うこと
になるが､その受託資本を管理･運用した結果についての事実(財務的事実)
を計算書類として取りまとめ､出資者(株主)に報告することを通じ受託責
任の履行についての信任が問われる｡会計責任は｢受託資本の管理･運用の
過程を財務的側面から跡づけ､それを財務情報として開示することを通じて
果 た さ れ る｣ 52) と し た｡
受託責任は商法(会社法)上の株主の出資資本の管理･運用について､株
主が委託者であり､取締役が受託者であるという関係で､｢取締役は受託責任
の履行結果を財務的側面から計算書類として取りまとめ､これを株主に報告
する責任が付帯する｣ 53)ものと捉えている｡また会計責任は委託あるいは受
託の法的･経済的関係を資産-エクイティ(持分)の関係において認識し､
｢資産の忠実な管理･運用の結果を株主からのエクイティの増減を把握し､
これらの諸関係を財務的側面から説明する責任｣54)をいい､｢会計責任は発生
し(チャージ)､その顛末(資産の運用結果)を報告することにより会計責任
の遂行状況を明らかにし､株主に対し取締役としての信任を問うこと(ディ
ス チ ャ ー ジ)｣ 55) で あ る と し た｡
武田は企業環境の変化およびそれを巡る諸問題において､企業の社会責任
の重要性が増してきたことに着目し､会計の境界領域が外に向かって拡張し
ていくのではないかという問題意識から､企業責任と会計責任とはいかなる
関係か､アカウンタビリティ概念はどのように変化したかについて考察して
いる｡社会報告の観点から会計責任の概念の変化を検討している｡会計責任
とは｢受託資本の管理･運用の過程とその結果を財務的側面からの説明｣ 56)
52) 武 田 【1986]p.11｡ 中 野 【20071 で も 同 様 に､ 企 業 の 経 営 者 は､ 株 主( 資 本 主) か ら 拠
出された資本(受託資本)に対する管理･運用の責任を負うことであり､受託資本
を管理･運用した結果についての事実(財務的事実)を財務諸表を通じて株主に報
告することで受託者としての責任の履行に関して信任をとうことで会計責任を果た
すものである｡つまり､会計責任は｢受託資本の管理･運用の過程を財務的側面か
ら 跡 づ け､ こ れ を 財 務 情 報 と し て 開 示 す る こ と に あ る｣ (p.505) と し て い る｡
53) 武 田 【19861 p.26
54) 武 田 【1986 】 p.26
55) 武 田 【19861 p.26
56) 武 田 【1993] p.10
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であり､またこれをアカウンタビリティ(報告責任or説明責任)とした場合､
これらを取り巻く考え方には､ ｢共生の論理｣がある57)と考えた｡会計責任
(accountingaccountability) に は､ 受 託 資 本 の 管 理 運 用 に 伴 う 事 象 の 説 明 責 任
と受託責任に係る財務報告責任があり､事実報告または一般説明責任(general
accountability)･事実報告責任は｢受託資本の変動に関する事実以外の事実に
係る社会的責任に関する事実を報告する責任｣ 58)と考え､財務非関連的責任
に関わる内容が含まれると考えた｡社会報告(socialreporting)の観点から分類
すれば､①財務非関連的社会責任事実(事実報告責任として扱われる事実群)
と､ ②財務関連的社会責任事実(既存の会計責任として扱われる従来の財務
報告)とに分けているといえる｡
会 計 責 任 に 関 す る ス タ デ ィ･ グ ル ー プ､Beaver､ 森 川 は､ 財 産( 資 本) の 管
理･保全の遂行状況を報告することで､資金の受託者の責任が解除されるこ
とをアカウンタビリティの解除と考えている｡浅羽､武田は､財産の運用結
果を報告することにより責任の遂行状況を明らかにし､運用結果を外-伝達
することで責任の範囲と報告内容が拡張してきたと考えている｡それゆえ財
務諸表は､情報利用者に対して企業におけるアカウンタビリティの関倭を総
括して開示するものとなる｡そして情報作成者(会計責任の履行者)は､情
報利用者(利害関係者｡特に株主(会計責任の受益者))に対して受託責任の
遂行した結果を利益配分の基礎とし､株主は受託者責任遂行の結果もたらす
運用結果である利益に関心をもつものである｡
企業の経営活動を正しく認識･測定し記録した会計記録とその記録を立証
するための証拠書類を保存して財務諸表を作成し､その財務諸表を委託者に
提供することによって報告を行わなければならない｡アカウンタビリティの
解除は､利害関係者に対して､財貨･用役の管理･保全に対する説明義務と
管理･保全の運用結果について状況説明の報告を果たすことで行われる｡
たとえば山桝はディスクロージャーを､所有者(株主)と債権者との双方
の利益の保護のために欠くことができないものであり､財務に関連する見通
しをつけるうえで､必要な視野を出来るだけ広く確保するために行われてい
57) 武 田 【19931 p.8
58) 武 田 【19931 p.10
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るものと考え､そのうえでディスクロージャーの確保を通じて､公共の利益
の保護ないし達成を図る必要があることと所有権と経営権との間のギャップ
に根差す問題を考察している59)｡
浅羽は､ ｢企業資本の管理･運営の受託者-の委託とその結果の委託者-の
報告によって会計責任が解除されるスチュワードシップの面にシフトした構
造｣ 60)を受託責任会計の枠組みと捉えている｡啓本は｢会計報告が受託責任
を解除するために行われる｣ 61)ことを､会計責任説と考えている｡また郡司
は企業環境の複雑化､利害関係者の増大により､ディスクロージャーの範団
の拡張が生じると考え､その例として欧米は年次報告書(財務諸表と注記と
補足情報-財務報告)に環境情報を含む社会関連情報開示の充実(取締役会
の戟告-非財務報告)をあげたうえで､ディスクロージャーの拡張において､
資産-エクイティの観点と会計主体･会計構造の側面からアカウンタビリテ
ィの拡充について考察している62)0
企業の経営活動､経営環境の複雑化が起こり､外部の利害関係者が増加す
ることにより､財貨･用役の管理･保全とその運用結果について状況説明の
報告を果たす範囲の拡張がもたらされるという主張は､多くの先行研究で共
通する見解である｡事実､多くの企業はアカウンタビリティの拡充が求めら
れるようになってきているといえる｡
1-3　情報作成者の視点の整理
59)ァヵウンタビリティの機能は､債権者との関係でも､株主との関係でも重視してい
る｡現在のアカウンタビリティは､債務返済能力の向上により､債権者に対するア
カウンタビリティが低下したD　一方で､株主とのアカウンタビリティの履行が中心
となっている｡企業財務のディスクロージャーは､富の公正な配分の観点からその
必要性を述べている｡ディスクロージャーの機能には､経営者と株主との関係にお
いて､弊害の防止ないし､株主の統制力行使との関連だけではなく､より広範な社
会的効果を要求している｡これを資源の社会的配分という｡
60) 浅 羽 【1994 】p,48
61) 落 木 【1999 】p.171
62) 郡 司 【19951p.64 の 図 表 が ポ イ ン ト に な る｡ ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ の 拡 充 は､ 財 務 報 告
とくに財務諸表(注記を含む)における会計責任の直接的拡充と非財務報告とな
る｡受託責任としての会計責任は､利害関係者の存在を直接的に考慮した会計責任
の直接的拡充と非財務報告に関する事実報告責任を包含する社会的アカウンタビリ
ティ-のシフトと考えているo　企業体の立場から､企業主体の社会的アカウンタビ
リティの展開が必要であると論考している(p.63)0
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情報作成者の立場から､情報内容に必要となる属性と　して､信頼性
(Reliability) の 検 討 を 行 う｡ 信 頼 性 は さ ま ざ ま な 面 で 使 用 さ れ て お り､ そ
の 時 々 で さ ま ざ ま な 意 味 を も つ 用 語 と 考 え ら れ る｡ Reliability､ Credibility､
Trustworthy､ Integrity な ど は す べ て 信 頼 性 と 訳 さ れ る も の で あ る が､ 本 論
文 で は 信 頼 性 を 　Reliability の 意 味 で 使 用 す る こ と と す る｡ FASB､ IASB､
ASBJ　における情報特性､先行研究の比較し､情報作成者の立場から情報開
示における信頼性(Reliability)を以下で検討する｡
信頼性は情報作成者に対して､企業の実態を示すために必要な情報がすべ
て含まれており､利用可能な情報が正確であることを求めるものである｡一
方情報利用者に対して､企業の実態を把握するうえで提供された情報が信頼
できるものであることを求めるものである｡
情報開示における信頼性の議論は､情報作成者の局面では国際的な会計基
準の問題や基準間競争､それらに対応するための開示量の増加と作成負担の
増大などの開示情報の拡張との関係で議論されることが多い｡一方で情報利
用者の側面では開示情報の拡張により､財務情報と株価との関連性の低下､
開示量の増加によって情報利用の低下､開示情報内容の複雑化､それによる
信頼性の低下が議論されることが多い｡情報利用者及び情報作成者の問題を
整理すれば､開示情報の拡張よって開示情報の関連性や信頼性のあり方につ
いての議論が多く見受けられる｡
図 表1-2 で は､ FASB､ IASB､ ASBJ の 概 念 フ レ ー ム ワ ー ク に お け る 信 頼
性 を 比 較 し て い るO FASB SFAC N0.2 　67uall'tatl've C 如Z･actez･jstl'cs of
AccouDtl'DgID.払Z･matl'oDでは､会計情報の意思決定有用性を規定する質的特
性の基本を､先に示した目的適合性と信頼性としている｡基本的特性である
信頼性を支える要件つまり､関連性を構成する要素は､検証可能性､中立性､
表現の忠実性であるとした｡ SFACN0.2では｢ある測定値の信頼性は､それ
が表現しようとするものを忠実に表現することにかかっており､それは情報
利用者に対する保証と結びつき､またその保証は測定値が表現上の特僅をも
っ て い る こ と を 検 証 す る こ と に よ っ て 確 保 さ れ る｣ (para.59) と 規 定 し て い
る｡
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図表1-2　FASB,IASB,ASBJの概念フレームワークにおける信頼性の検討
特 質  播 4 " D 4 " 5 ( ｲ Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
基 準  v R 基 準  v R 基 準  v R
意思決定 に固有の 基本的特 悼 ﾘｲpara.52 儷ﾈﾋｸ+X.h*H,h+x.,ﾈ/(們,儷ﾈﾋｲpara.31 隗ﾈ-ﾈ-ﾈ+ﾚH+ｸ.ｨ*ｩtﾉw,X*.ﾘ-第二章第六項 izyｲ靄)Eﾉｲ餠ﾈﾋｸ,ﾉ(們ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
することにかかっており､それは沸 凾ﾜ､信頼し得るものでなければならな 剞ｫなどに支えられ､会計情報が信 
定値が表現上の特性をもっているこ とを情報利用者に対して保証するこ i. 凾｢.情報は重大な誤謬及び偏向が除去 され､またそれが表示しようとする か､あるいは表示されることが合理的 に期待される事実を忠実に表現したも のとして利用者が信輸する場合に､信 頼性の特性を有する 刳|こ足る情報であること 
会計的記述または滑走がどの程度検 証でき､かつ､表現上どの程度忠実 であるのかにかっている &(表現の忠実性)情報が信頼性を有す るためには､それが表示しようとする かあるいは表示されることが合理的に 期待される取弓ほの他の現象を､忠実 に表示しなければならない ĀĀ
一 方 で､ IASC のFramework Jbr the Pz･epaz･atl'oD and Pz･eseDtatL'oD Of'
Fl'DaDCl'alStatemeDtS ( 財 務 諸 表 の 作 成･ 表 示 の た め の フ レ ー ム ワ ー ク) に
おいて､信頼性は｢情報が有用であるためには､信頼し得るものでなければ
ならない｡情報は重大な誤謬及び偏向が除去され､またそれが表示しようと
するか､あるいは表示されることが合理的に期待される事実を忠実に表現し
たものとして利用者が信頼する場合に､信頼性の特性を有する｣ (para.31)
と規定している｡
国際会計基準審議会(IASB)と米国財務会計基準審議会(FASB)の新しい
概 念 フ レ ー ム ワ ー ク(IASB&FASBFW2010) para.QC5 で は､ 情 報 の 信 頼 性
は､情報の正確性がその根底にあるものとしているが､時価会計や公玉価値
測定の対象領域が拡大するなかで､目的適合性と信頼性を中核とする質的特
性の妥当性に疑義が生じていることも事実である｡そのような議論のなかで
信 頼 性 は｢ 忠 実 な 表 現(faithfulrepresentation)｣ に 換 え ら れ､ 意 思 決 定 有 用 性
を規定する質的特性から除かれ､ ｢忠実な表現｣ -と変化することとなった
(para.QC5)｡ 表 現 の 忠 実 性 は､ 完 全 性､ 中 立 性､ 不 偏 性63) に 支 え ら れ て い
63)忠実に表現するために､完全性は写像に必要なすべての記述及び説明を含め､写像
されている現象を利用者が理解するために必要な情報が全て含まれていること
(para.QC13)､中立性は財務情報の選択あるいは表示において偏向が無いこと
(para.QC14)､不偏性は現像の写像において誤謬あるいは脱漏が無く､また報告さ
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る｡ ｢忠実な表現｣の使用は｢観察不可能な価値の見積が増える傾向にある財
務報告には無難である｣ 64)という考えに基づいたものである｡
また経営者の受託責任について､従来の概念フレームワークでは消極的な
い し 副 次 的 で あ っ た が､ IASB&FASB の 新 し い 概 念 フ レ ー ム ワ ー ク で は｢ 財
務報告の目的に関して経営者の受託責任(会計責任)がこれまでより重さを
増している｣ 65)とし､財務報告の目的として受託責任が再浮上していると考
え て い る. IASB&FASB で は､ 2006 年 公 表 のPreliminaryViews Conceptual
Fz'am e work fbL･ Fl'DaDCl'al Reportl'Dg/ Objectl've orFl'DaDCl'al ReportL'Dg, aD d
6?uall'tat)'ve CAaracten'stl'cs of DecL'sl'oD -Useful Fl'DaDCl'al ZDfoz･matL'oD か
らみれば､検証可能性を根拠する信頼性の概念公正には限界が生じ､会計情
報の透明性を高め､時価評価の本質とする経済的実質優先の思考を推し進め
るために､信頼性は忠実な表現という概念にとってかわったのである
(paras.S7-sll)｡ そ の た め に､ 財 務 報 告 の 目 的 か ら 受 託 責 任 を 除 く こ と が 勧
告 さ れ て い た(paras.S2-S4)｡
日本の企業会計基準委員会(ASBJ)は財務会計の概念フレームワークにお
いて信頼性を｢中立性･検証可能性･表現の忠実性などに支えられ､会計情
報が信頼に足る情報であること｣ (第二章第六項)と捉えている｡大日方は､
ASBJの財務会計の概念フレームワークの質的特性に触れながら､信頼性に
ついて｢会計情報が有用性を発揮するためには､会計情報は投資家が安心し
て利用できるものでなければならない｣ 66)として信頼性の要件を記述したこ
とを指摘している｡安藤はこれまでの情報の有用性には､関連性と信頼性と
いう｢エンジンとブレーキが必要とされてきた｣ 67)と述べている｡また徳賀
は､会計上の認識･測定の局面(会計情報の作成過程)において発生する信頼
性に生ずる問題を議論している｡
FASB､IASB､ASBJ の 概 念 フ レ ー ム ワ ー ク に お け る 信 頼 性 を 比 較 す れ ば､
情報作成者において､企業にかかる情報を誤謬や偏向がなく､忠実に表現す
れる情報を生み出すために使用されるプロセスが誤謬なく選択され､適用されたこ
と(para.QC15) を 示 し て い る｡
64) 安 藤 【2012]p.22
65) 安 藤 【2012 】p,23
66) 大 日 方 【20051p.41
67) 安 藤 【2012 】p.22
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ることで信頼しうる情報を示すことが求められている｡それによって情報利
用者が利用するときの保証となる｡
信頼性は受託責任会計の枠組みで生まれた概念であり､受託責任解除の目
的で作成される会計情報の特性である｡また利害調整を目的とするときには､
最も硬い情報を提供する計算体系として展開されてきたものである｡したが
って信頼性は表現の忠実性と検証可能性から生じ､情報の中立性も相互に作
用して､情報の有用性に影響を及ぼすものであると考えるべきであろう｡
一方で開示情報は開示量の増加と作成負担の増大などによって拡張されて
いる｡そこで情報作成者が情報の信頼性を高めるために､より保守的会計を
行なった場合の役割を検討する｡
Zang　は保守的会計がどのように会計データと企業価値との関係に影響を
及ぼすかを明らかにした｡具体的には保守的会計が帳簿価額､利益､または
資本利益率に関して同等に特徴づけられることができることを示している｡
帳簿価額と資本に組み入れられた利益の加重平均は､ウエイトが増すことで
ある利益と凸状の成長に機能する｡結果､資産価値の漸近的に公平な見積り
を与えることになる68)ことを示した｡
Holthausen & Watts は 契 約 理 論 の 立 場 か ら､ 信 頼 性 の 役 割 を 主 張 し て い
る｡ステークホルダー間の利害調整には､検証可能な情報や裁量の幅が小さ
い会計処理が有効である｡経営者の裁量的な会計処理､将来事象の見積りな
どのため､会計測定値はノイズや誤差を含むことになる｡それゆえ情報優位
な経営者が虚偽記載をおこなう可能性が高まることから､財務諸表を検証す
ることの重要性を主張している69)0
Penman&Zhang は､ 企 業 が 保 守 的 会 計 を 行 う と き､ そ の 投 資 の 変 化 が 利
益の質に影響を及ぼすことを明らかにし､規模の変更を反映した保守主義の
スコア(Q)を提案した70)｡そこでは棚卸資産の評価と研究開発費､広告宣伝
費の処理方法をインプットと位置づけ､投資の増大は報告された利益を減ら
して､蓄えをつくるものと考えた｡総資本にしめる積立金の大きさと過年度
68)zang 【20001
69)Holthausen & Watts 【2001]
70)penman & Zhang 【20021
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ないし産業の水準とを比較してQスコアを計算している｡Qスコアが増加す
れば､積立金を増やすような裁量行動がなされた可能性が高いのである｡
Pope & Wang　は会計ベースの資産評価において三つの問題を議論してい
る｡第一に利益に関連した評価パラメータは持続性と会計保守主義なのか､
第二に評価の構成要素が異常な利益のために意味のある利益の集合を意味す
るのか､第三に無関係な利益構成要素とコアな利益は関連したものになるの
かである｡コアな利益は利益概念と関連性があるものと考えている｡しかし､
コ ア な( 異 常 な) 利 益 は､ ク リ ー ン･ サ ー プ ラ ス 利 益 の 代 わ り と な り､ 利 益
要素が評価に無関係でありえること明らかにしている71)0
Choi, 0'hanlon & Pope は､ 残 余 利 益 評 価 モ デ ル と 線 形 情 報 モ デ ル を 使 用
した先行研究において企業価値の推定値が負にバイアスされていることを発
見した｡しかし会計的保守主義の効果がモデルに反映されているため生じる
可能性があると指摘した72)0
先 行 研 究 を ま と め れ ば､ Holthausen &Watts､ Choi, 0' hanlon & Pope
の研究は､経営者が保守的会計を行なうことで検証可能な情報､裁量の幅が
小 さ く な り､ 信 頼 性 の 役 割 が 高 ま っ た こ と を 主 張 し て い る｡ 一 方 　Zang､
Penman & Zhang､ Pope&Wang の 研 究 で は､ 株 価 に 対 す る 保 守 主 義 の 効 果
が資産価値､企業規模の成長と密接に結びつくことを主張し､情報利用者に
対して信頼性のある情報を表示すべきことを主張している｡このことから信
頼性のある､別の言い方をすれば保守的な会計情報が､情報作成者の視点か
らみれば必要であると考えることができる｡
1-4　情報利用者の情報ニーズと情報開示要求
本節では企業情報の開示における情報利用者の情報ニーズの明確化をおこ
なう｡情報利用者の情報ニーズは､経済的意思決定を行う　うえで､有用な情
報を提供することを意図し､多元的な情報を求めているものといえる｡多元
71)pope & Wang 【2005 】
72)0'hanlon & Pope 【20061
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的な情報は財務情報に限るものではなく､企業の資源､債務､利益等の企業
に直接または間接的に関係する情報､企業の発表するニュース､経営者予測､
経営計画なども含まれたものである｡このことは情報利用者が､情報作成者
に対して企業の多様な事業および環境を理解できる企業の経済的実質を示し
た情報を要求していることを意味する｡また情報利用者は､将来の利益､支
払能力､企業全体の経営効率度を求めているということもできよう｡
以下に情報利用者の情報ニーズに関する先行研究についてまとめる｡図表
1-3 は､ ASOBAT､ ASOBAC ( AStatementofBasicAuditingConcepts 以
下｢ASOBAC｣ と い う)､ ア メ リ カ 公 認 会 計 士 協 会(American Institute of
Certified Public Accountants 　 以 下｢AICPA｣ と い う) のIMPROVING
BUSZNESSREPORTING A Customez･Focus (Jenkins Report : 以 下｢ ジ
ェンキンス報告書｣という)の情報利用者の情報ニーズを比較し､情報ニー
ズの相違点を示したものである｡
ASOBAT　における情報利用者のニーズは､ ｢現在および将来の投資家､債
権者､従業員､株式取引所､政府機関､取引先その他がある｡それらの利用
者を代表する､たとえば証券分析家､業者団体､商業興信所､労働組合役員
なども含めた情報ニーズ｣ 73)として､ある企業と直接関係しているか､ある
いは関係をもとうとしている者のニーズを対象としている｡
図表1･3　情報利用者の情報ニーズ
比 較 4BASOBAC uD55x4x984ﾈ985 雲ﾙĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
情報利用 饑y駅,h+X,Hﾋｸﾝﾘ*h-彧xﾉ8ｨ1.主題が自己の要求に適合しているか否かを 饑y駅*ｩTｹwh,h+x.饑,ﾚH.h.x*ｹ_ｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
家､債権者､従業員､株式卵価､政府機 ﾘ.ﾘ-唔y駅,ﾘ饑>vX,ﾈ煇/ﾗ8.ﾒ法､評価する手段､企業の多様な事業および ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
閑､取引先その他があるoそれらの利用者 ｨ, x*" 環境ならびに利用者の個人的選好に依存する 
を代表する､たとえば証券分析家､業者団 y駅,ﾘ*h,+ﾘ饑,ﾈ/Uﾘ幵ｸ,ﾈ-ﾂもの ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
者の情報 ニーズ ﾊHⅸｼhｻｹﾘI┼:ﾙxﾘyo醜,x.ｭﾈ-+ﾘ饑,ﾈ6ｨｸ5ま受け入れるか､あるいは自分の理解にもと づいて受け入れるか)しなければならい 二種類の判断を踏まえた情報のニーズがある ĀĀĀĀĀĀ
情報ニー ズに関す る相違点 饑y駅,h+ｸ.ｨ,ﾈ饑6ｨｸ5ﾉi_ｸ*｢監査の機能として､利用者が行う後者の判 断､つまり､伝達された情報の質の評価を助 けることにニーズがある 饑y駅,ﾈ饑6ｨｸ5ﾙy駅*ｩw*(.兩ｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
広 い  剿 @ に よ っ て も 影 響  
73)AAA 【1966 】p.20( 飯 野 釈p.31)
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AAA のASOBAC で は､ 情 報 を 受 け 取 る に あ た っ て､ 情 報 利 用 者 は 二 種 類
の判断を必要とするとしている｡二種類の判断とは､ ｢1.主題が自己の要求に
適合しているか否かを知るために､利用者は情報内容の解釈を行わなければ
ならい｡ 2.利用者は受け取った情報の質を評価(そのまま受け入れるか､ある
いは自分の理解にもとづいて受け入れるか)しなければならい｣ 74)している｡
監査の機能として､利用者が行う後者の判断､つまり伝達された情報の質の
評価を助けることにニーズがあるとしている｡
AICPA　ジェンキンス報告書では情報利用者は多様な情報ニーズをもって
いるが､情報利用者が必要とする情報は､ ｢よるべき方法､評価する手段､企
業の多様な事業および環境ならびに利用者の個人的選好に依存するもの｣ 75)
としている｡そして､情報利用者の情報ニーズは利用者が用いる方法によっ
ても影響されうるものであり､短期的な株価変動に関する予測を目的として
いる投資家情報ニーズと企業の株式の長期的価値を測定することを目的とし
て､投資家の情報ニーズは異なるものである｡前者は近い将来の利益を予測
するために役立つ情報ニーズが高いが､企業動向の長期的な影響予測に関す
る情報ニーズは低いとしている｡一方､後者は近い将来に関する情報ニーズ
は低いが､企業動向の長期的な影響予測に関する情報ニーズにかなり高い関
心をもつのである76)0
ASOBAT､ ASOBAC､ AICPA ジ ェ ン キ ン ス 報 告 書 に お け る 情 報 利 用 者 に は
利用者の範囲に差があるものの､情報利用者の情報ニーズは､利用者が受け
取った情報を解釈しうる内容､情報の質を評価できる内容を求めているとい
う点で共通している｡
情報開示に情報利用者の情報ニーズが取り入れられてきた理由は､利用者
指向の情報が求められているからであるといえる｡ ASOBAT以来､情報利用
者の意思決定-の有用性という観点から､会計は情報利用者の意思決定に有
用な情報を提供するための認識･測定および伝達を行なうシステムであるべ
74)AAA 【1973 】p.9( 青 木 監 訳･ 鳥 羽 訳p.18)
75)AICPA 【1994]( 八 田･ 橋 本 共 訳p.59)
76)AICPA 【1994 日 八 田･ 橋 本 共 訳pp.59-60)
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き と さ れ て き た｡ こ の よ う な 会 計 シ ス テ ム は､ 利 用 者 指 向 的 会 計(user-
orientedaccounting) と 呼 ば れ､ 利 用 者 指 向 的 観 点 か ら 会 計 事 象 を 分 析 す る
アプローチは意思決定有用性アプローチとも呼ばれる｡ここでいう利用者指
向的観点とは､情報利用者に対して企業の環境変化を理解させ､趨勢を示し
た情報を示すことである｡この観点のもとでは企業は情報開示により､企業
の取り巻く環境を理解できる情報として重視した内容を提供しなければなら
ないのである｡
原田は､ディスクロージャーのなかで情報要求が多様化した原因をまとめ
ている｡具体的には､第一に単一情報に起因する制約があること､第二に投
資家の株式売買は本質的に投機的動機にもとづく行為であること､第三に企
業規模の拡大により､株式の持分構成の変化により､強大な株主群ができあ
がったことという三点を述べている77)｡ここでは情報利用者の情報ニーズは､
将来の価格変動を予期した行為であって､将来情報を要求する傾向にあると
している｡
武田は､情報会計が異なる目的には異なる方法を用いることによって､目
的適合性ある複数個の情報提供を主題として､情報利用者の意思決定-の有
用性を重視したとしている78)｡そこでは制度会計と対比して情報会計を捉え
ている｡制度会計は単一内容の情報提供を基本課題とし､単一内容の多目的
利用可能性を追求している｡一方で情報会計は多元目的的内容の多元的利用
可能性を前提としている｡このような違いが二つの会計にはある｡
また武田は利用者の意思決定モデルを｢情報の送り手側で提供されるべき
情報内容を決めるのではなく､多元的価値測定を生のまま提供する｣ 79)こと
により､利用できるデータを拡張できるとしている｡つまり､会計課題を情
報利用者に対して､個々の意思決定モデルに対する価値を引き出すことがで
きるような目的適合性ある経済事象について情報提供することであり､事象
の伝達に重点を置くことで､情報利用者が情報を集合し､利用することが有
用である80)と考えた｡また記虎は｢情報利用者に対して､彼らの情報ニーズ
77) 原 田 【1978 】 pp.26･27
78) 武 田 【1971] p.7
79) 武 田 【1973 】p.87
80) 武 田 【1973 】pp.89･90
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に対応した情報を提供すること｣ 81)を利用者指向と解している｡
図表1･4　情報の重点
先 行 研 究 饑,ﾈ5 亊h+x. 儂Hｧ"ĀĀĀĀĀ
武 田 【19711 兀68 都3 記 虎 【2005 】 ĀĀĀĀĀ
利用者指向におけ る情報の重点 冦ｩ4ｸﾘyｸ*.兒Hﾌ(,ﾈ饑/情報の送り手側で提供されるべ き情報内容を決めるのではな く､多元的価値測定をなまのま ま提供する 饑y駅,X,JIMx,ﾈĀĀĀĀĀĀĀĀĀ供 を 主 題 と し て､ 情 報 利 用 者 の 剳j ー ズ に 対 応 し た 情 報 を 提 供 Ā
意 思 決 定- の 役 立 ち を 重 視 し た 凾ｷ る こ と 
情報提供に関する 唸腰,冦ｩ4ﾘ腰,兩ｹd/w*(.,b目的適合性ある経済事象につい て情報提供することであり､事 象の伝達に重点を置くこと 饑6ｨｸ5陌X+ﾘ饑/鹵拪ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
相 違 点 唳ﾘﾋ9mｩ4vX,ﾉﾘﾋ94 凉 駅Eﾉｸ/x+,bĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
図表1-4において情報の重点に関して比較した｡武田や記虎の研究におい
ては､情報利用者の経済的意思決定を行ううえでの情報利用者が求める情報
を提供することについては同じである｡武田は､情報利用者の情報ニーズは
多元的で､その要求は異なるため､多元的で利用可能な情報の提供が必要と
されていると考えている｡
情報利用者の情報要求水準とは､企業の経営活動が社会経済に与える影響
に対する関心度合いである｡つまり情報開示において､情報利用者ごとの要
求水準に応じて､開示内容のレベル分けをおこなうことを目的としているの
である｡
宮川は､情報作成者の視点に､情報利用者の視点を導入した経済的実質の
セグメンテーションをもとに､企業実態を開示する方法を示している｡企業
のディスクロージャーにおけるマネジメント･アプローチを姐上に､情戦利
用者の視点を加味した｢経済的実質セグメント｣というセグメンテーション
を提案した｡本提案の目的は､経済的実質セグメントを利用することで､デ
81) 記 虎 【2005 】p.23
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イスクロージャーにおいて情報利用者に役立つことを明らかにすることであ
る｡ここでの主な内容は､第-に情報利用者が企業の持つリスクや将来の動
向を把握できること､第二に経済的実質セグメントにおける会計情報が､客
観的な業績情報に代替しうることである｡経済的実質セグメントのディスク
ロージャーは､情報利用者に対して企業実態を理解しうるものとする点､経
済的実質セグメントによる情報は単なる分析資料ではなく企業業績を測る指
標となる点について論考している82)0
倍は企業を取り巻く環境の変化が従来の財務情報とそれを補足する情報だ
けでなく､企業の定性的な要因である非財務情報を取り込んだ総合的な情報
活用の時代-と変化したことを指摘している｡ビジネス･モデル概念と非財
務情報との関係をあきらかにし､財務情報との連係､続合をはかることで､
多様なステークホルダーの情報要求に応える業績評価をおこなうことができ
るようになることを主張している83)0
伊藤は管理会計の視点から企業価値の創造プロセスを踏まえた統合報告の
意義を主張している｡これまでの情報利用者(投資家)の関心事は株主価値
で､経済価値であった｡しかし社会問題､環境問題-の対応だけでは十分で
はなくなり､経済価値と社会価値を追求するようになっている｡そのうえで､
社会価値を含めたステークホルダーを重視する企業価値を提案している84)0
これによりステークホルダーに対する経営管理情報の提供を行うのである｡
加賀谷は､企業の経済､社会､環境に対する責任を果たす取り組みを積極的
に行い､それについての説明責任を果たしていくことにより､企業価値の穀
損を防ぐことを明らかにした｡それによって企業経営を総合的に開示する方
法として統合報告に対する期待が高まっている85)0
HRCではステークホルダーの情報ニーズだけではなく､制度開示や任意開
示で求められる最も重要な報告ニーズを整理し､作成者である企業と情報利
用者のコミュニケーションをとる必要性があることを明らかにした86)0
82) 宮 川 【2011]
83)倍【2013】
84)伊藤【2014]
85)加賀谷【2014】
86)HRC 【2012 】
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英 国 ビ ジ ネ ス･ イ ノ ベ ー シ ョ ン 技 能 省(Department for Business,
Innovation&Skills 　 以 下｢BIS｣ と い う) で は､ 金 融 市 場 の 短 期 志 向 環 境 を､
企業の長期的な価値創造を重視する環境に振り向けるために､情報作成者と
情報利用者のコミュニケーション､情報利用者(資産運用の専門家や管理者)
の間での受託者責任に関する理解が､情報利用者(資産運用の専門家や管理
者)においての企業の長期的な価値創造と絶対的リターンを基礎として投餐
戦略を策定し､長期的なパフォーマンスを向上させるための企業と投資者と
の受託責任の継続的な関係の構築に貢献するとしている87)｡長期的な企業価
値創造に向けた対話や情報開示を進めるための方策が模索されているなか､
BIS に お い て は｢Kay Review ( ケ イ 報 告)｣ の 提 言 に 基 づ き､ 機 関 投 資 家 の
スチュワードシップ責任や企業とのエンゲージメントのあり方に関する議論
が進んでいる｡
輿三野は､企業の長期的な価値創造プロセスは投資者をはじめとするステ
ークホルダーに伝達することが中心となると考え､このプロセスを用いて資
金提供者である投資者と資金受託者の企業との関係を考察している88)｡その
ためには企業と投資者との長期的なェンゲージメントの構築を行い､持続可
能な戦略の構築と価値創造プロセスの描写が必要であり､それをおこなうた
めには統合報告の有用であると考えた｡
宮川は企業実態を開示する方法として､情報作成者と情報利用者の視点を
導入した開示､それによりさまざまな情報ニーズを満たすと考えている｡倍､
伊藤､加賀谷は､財務情報と非財務情報を取り込んだ統合的な情報が､多様
なステークホルダーの情報要求に応えるものであると考えている点で共通し
ている｡またⅠIRC､ BISや輿三野は､財務情報と非財務情報を取り込んだ統
合的な情報を企業の長期的な価値創造プロセスに取り入れ､情報作成者と情
報利用者のコミュニケーションを重視することによって継続的な関係の構築
に貢献すると主張している｡
先行研究において誰に対しての情報提供を議論していたかをまとめれば､
明らかに株主中心(株主価値)から利害関係者中心(ステークホルダー価値)
87)BIS 【2012a1
88) 輿 三 野 【2014]
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-の情報開示-と変化していることが理解できる｡これまでは､株主に対し
て､企業の経営活動の儲け報告していたにすぎず､その企業の経営活動を示
す情報は財務情報を利用するだけで､資金提供者である株主に対する受託責
任を果たすことができていた｡しかし株主から利害関係者-と情報提供の対
象が変化している現在においては､企業の持続的な企業価値創造を示すため
に企業単独の開示内容から社会､経済に対しての影響度合いを示すための開
示内容-と変化しなければならない｡
次に株主中心(株主価値)からステークホルダー中心(ステークホルダー
価値) -の情報開示-変化するなかで､情報利用者とのコミュニケーション
がどのように変化したかについて考察する｡
昨今､企業は意思決定の重要な事項について常に情報利用者を意識するよ
うになった｡たとえば取締役会の構成､社外取締役の割合､買収防衛策､コ
ーポレート･ガバナンスに関する考え方等において､長期的視点の個人抹主
や機関投資家などの情報利用者を意識し､情報利用者とのコミュニケーショ
ンを行い､年間を通じて継続的かつ積極的な開示をおこなっている｡これま
での一方向のコミュニケーションから､情報利用者との対話の機会を可能な
限りもち､対話をおこなう双方向のコミュニケーションをおこなう傾向にな
ってきた｡
Ballはこれまでの財務報告の経済的役割として､経営者､監査人､投資家
に注目を集めていたが､企業はさまざまなステークホルダーから構成された
組織体であるので､そのようななかで財務報告は市場､規則などの差によっ
て機能や効果が異なることを主張している89)0
Zeffは財務報告の目的の史的変遷を整理し､暗黙のうちに､会計研究の中
心として､経営者による各ステークホルダ -ーの受託責任の側面が意識され
てきた｡それが情報利用者のなかでも投資家に対して将来情報を提供するよ
うになり､他のステークホルダーにおいても役立つことに変化してきたと主
張している90)｡それを支えているのが､市場による企業の規律付けである｡
89)Ball 【2008 】
90)zefr 【2013]
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それによって､社会､経済の持続的発展を行うものである91)｡
加賀谷は持続的な企業価値創造において企業の報告責任の拡大に伴い､強
制開示では十分でなく､統合報告のように企業と投資家との間に存在するコ
ミュニケーション･ギャップを克服させることの必要性を主張した92)｡その
中で､生物多様性､地球温暖化などの企業が活動する地域社会における責任
をもとめる声が増え､企業の報告責任をもたらす事象が発生しつつあるとし
ている｡そのため､報告責任の拡大がもとめられており､ひとつは責佳範囲
の拡大であり､もうひとつは責任主体の拡大である｡前者は従前から現在も､
企業報告において財務情報を利用して､資金提供者である株主に対する受託
責任を全うすることである｡
しかし､企業が活動する地域社会-の責任を果たすことが求められ､非財
務情報の開示を求める動きがある｡後者の報告主体の拡大はこれまでの自社
の活動が与える影響だけを重視してきたが､現在では企業全体の立場から企
業の影響を捉える必要がある｡
伊藤レポートは､経済産業省において企業と投資家が企業価値向上に向け
た対話や開示の在り方を､検討･調査･提案する場として､ ｢持続的成長-の
競争力とインセンティブ～企業と投資家の望ましい関係構築～｣プロジェク
ト が 発 足 し て､ 2014 年8 月 に 発 表 さ れ た｡ こ の レ ポ ー ト の 目 的 は､ 日 本 に お
ける限りある資本(資源)の効率性を高め､長期的な国富の維持･形成を図
り､企業の｢稼ぐ力｣を高め､持続的な価値創造を実現し､長期的なリター
ンを得られる仕組みを構築すること(伊藤レポートではインベストメント･
チェーンの全体最適化による好循環及び持続的成長の確保と考えている)で
ある｡
また､企業とのエンゲージメントの観点から､現在スチュワードシップ･
コードが検討されている｡スチュワードシップ･コードは､企業の持続的な
成長を促す観点から､企業と機関投資家との建設的な対話を行い､適切に受
託者責任を果たすための方針のことである｡日本経済再生本部における｢日
91)他にも､企業の説明責任報告は､財務報告の選択に､契約がどのように影響する
か､改善を調べるために､所有者である株主の要求の強弱と､モニタリングの強弱
に よ っ て 分 類 し た 研 究 も あ る(Karthink Ramanna 【2013 】)0
92)加賀谷【2013】
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本再興戦略｣における｢企業の持続的な成長を促す観点から､幅広い範囲の
機関投資家が適切に受託者責任を果たすための原則のあり方｣を発端に議論
が活発化し､ 2014年2月に｢『責任ある機関投資家』の諸原則～投資と対話
を通じて企業の持続的成長を促すために～｣(日本版スチュワードシップ･コ
ード)が公表された｡
日 本 版 ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ･ コ ー ド で は､ 次 の 二 点 が 重 視 さ れ て い る｡ 一
つは企業の持続的成長を促すこと､つまりスチュワードシップ活動における
企業の持続的成長を目指すものとなり､最終的に経済全体の成長-つながる
こ と を 示 し て い る｡ も う 一 つ は､ ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ 責 任 と エ ン ゲ ー ジ メ ン
トが強調された｡投資家(特に､機関投資家)との間で､目的を持った建設
的な対話をおこなうことで､投資家の投資先企業､事業環境に関する理解が
深まる｡それによって企業価値の向上や持続的成長を促すことになる｡最終
的には投資リターンの拡大により､経済全体-波及する｡ここでは対話の質
が問われており､経営者が株主-の説明責任を求められるのと同時に､機関
投資家-の説明責任を問われている｡説明責任を果たすことで､双方向のコ
ミュニケーションが果たさせると考えている｡
次に､情報利用者と経営者との関係の観点からコーポレートガバナンス･
コードを検討する｡コーポレートガバナンス･コードに関しては､ ｢日本再興
戦略｣における｢国内の証券取引所に対し､上場基準における社外取締役の
位置付けや､収益性や経営面での評価が高い銘柄のインデックスの設定など､
コーポレート･ガバナンスの強化につながる取組を働きかける｣の動きがあ
る｡コーポレートガバナンス･コードの検討では､対話促進の観点からの｢日
本版スチュワードシップ･コード｣を契機に企業との対話や企業価値評価に
対する機関投資家の意識改革が求められる｡一方企業にとっても､投資家と
の対話の意義を理解し､有意義なものとするためにも､自社の組織体制や運
営方法を見直す契機となることが想定されている｡このため､｢スチュワード
シ ッ プ･ コ ー ド｣ と｢ コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス･ コ ー ド｣ は 両 者 が 適 切 に 機
能することで､ガバナンスの実効性が確保されると期待されている｡
先 の 研 究 を ま と め れ ば､ Ball､ Zeff は､ 財 務 報 告 が 経 営 者､ 監 査 人､ 投 資
家を中心としたコミュニケーションの手段であると考えている｡加賀谷は企
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業の報告責任の拡大に伴い､企業を取り巻くさまざまなステークホルダーに
役立ち､各立場との対話が求められると考えている｡その動きが､ケイ報告
や 伊 藤 レ ポ ー ト､ ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ･ コ ー ド､ コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス･
コードの議論が活発である｡
情報内容の質の向上は､企業の経営実態を明らかにすること､企業価値の
向上に資することで果たされるものである｡そのためには､情報利用者は企
業の経営内容を理解し､受託責任を果たすための情報をみることが必要であ
る｡情報開示は､かつて企業の事業-の投資､企業-のリスクを軽減させる
ために行われ､財務情報を中心としたものであった｡しかし､現在では情報
開示の意味が変化してきて､情報作成者と情報利用者との対話によって､新
たな価値の創造をおこなうための手段となってきている｡それゆえ企業の経
営実態の理解を促し､持続的な成長や企業価値の創造を行っていくものであ
る｡
企業情報開示において､情報利用者の立場の目線で､シンプルかつ分かり
やすさを重視するようになってきている｡たとえば米国では､強制開示と任
意開示の部分を別々に開示していたが､企業ごとに強制開示と任意開示の部
分を一冊の媒体にまとめ､利便性を高めてようとしている｡これは投資家と
の対話(ェンゲージメント)を行う機会が増えたことから生じたものであり､
企業の対応姿勢の変化といえるものである｡
1-5　情報利用者の視点の整理
企業は意思決定の重要な事項について情報利用者(株主･長期的投資家)
のニーズを意識し､また情報利用者との対話を､年間を通じて継続的､積極
的な活動を行っているD　これまでの一方向のコミュニケーションから情報利
用者との対話の機会をもち､対話をおこなう双方向のコミュニケーションを
おこなう傾向に変化してきた｡
ASOBATでは､潜在的な会計情報を評価するにあたって使用すべき規準と
して4つの基本的基準を取り上げている｡そのなかで目的適合性は｢情報は
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促進することが意図されている活動かまたは生ずることが期待される結果と
関連をもつか､またはそれらと有効に結びついていければならない｣ 93)とい
う要請をしている｡関連性は､一般的に､目的適合性､価値関連性などと呼
ばれている｡本論文では､目的適合性､価値関連性を総称して､関連性とい
う｡これらの用語は､説明される変数が異なることにより使用する用語が異
なる｡たとえば､目的適合性は会計情報の特性や経済的意思決定のための情
報を示すことが多い｡また価値関連性は株価や企業価値を説明するために利
用 さ れ る｡ こ こ で の 関 連 性(Relevance) と は､ 情 報 が 期 待 ど お り に 効 果 を 発
すること､つまり有効性があることを意味する｡
つ ぎ に､ FASB､ IASB､ ASBJ に お け る 情 報 特 性､ 先 行 研 究 の 比 較 し､ 情 報
利用者の立場から情報開示における関連性(Relevance)を考察する｡図表1-
5 で は､ FASB､ IASB､ASBJ の 概 念 フ レ ー ム ワ ー ク に お け る 目 的 適 合 性 を 比
較 し て い る｡ FASB､ IASB､ ASBJ 　 の 財 務 会 計 の 概 念 フ レ ー ム ワ ー ク の い ず
れにおいても､投資家を中心とする意思決定有用性アプローチが採択されて
いる｡そして財務報告ないし財務諸表の目的は､情報利用者の経済的な意思
決定に有用な情報を与えることである｡企業の情報開示には､利害関係者そ
れぞれの利用目的に応じた情報提供をすることが求められる｡
FASB SFAC N0.2 で は､ FASB で は｢ 情 報 利 用 者 に 過 去､ 現 在 お よ び 将 来
の事象の成果の予測または事前の期待値の確認もしくは訂正を行わせること
によって情報利用者の意思決定に影響を及ぼしうる｣ (para.46)､ ｢情報利用
者に過去､現在および将来の事象の成果の予測または事前の期待値の確認も
しくは訂正を行わせることによって情報利用者の意思決定に影響を及ぼしう
るものでなければならい｣ (para.47)とし､会計情報の意思決定有用性を規
定する質的特性の基本には､目的適合性と信頼性を示している｡本特性を支
える要件､つまり関連性を構成する要素は､予測価値､フィードバック価値､
適時性である｡これは､会計情報の質的特性が財務報告の目的を達成するた
めの会計的選択を方向づける判断規準であり､その結果として会計情報が備
え る 特 性 で あ る(para.1&para.5)｡
93)AAA 【1966] p.7( 飯 野 訳 【1969]p,ll)
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図表1･6　FASB,IASB,ASBJの概念フレームワークにおける日的適合性の
検討
特 質  播 s 2 D s 2 ﾔ ｢
基 準  v R 基 準  v R 基 準  v R
意思決定 に固有の 基本的特 性 冦ｩ4ｸﾘrｲpara.胡 饑y駅,鶇ﾋｸﾝﾘ*h-彧xpapa.盟 饑*ｪItﾉw,X*.ﾘ-x輊ﾈ第二章第二項 8輊ﾈ盈ｩ4亊i+x.饑,X*ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
の事象の成果の予測または事前の期 剪閧ﾌための利用者の要求に適合するも 凾驍ｱと(意思決定との関連性) 
待値の確認もしくは訂正を行わせる 凾ﾌでなければならない○情報臥利用 凾ﾆ､一定の水準で信頼できる情報 
ことによって情報利用者の意思決定 剋ﾒが過去､現在t)しくぐ摘束の事象を 凾ﾅあること(信頼性)の2つの下 
に影響を及ぼしうる 剳]価し､又刷用者の過去の評価を確 認t)しくは訂正するのに役立つことに よって､利用者の師的意思決定に影 響を及ぼす場合に､目的適合性の特性 を有する 刪ﾊの特性により支えられている 
para47 饑y駅,鶇ﾋｸﾝﾘ*h-彧x阿礼27 饑,ﾉuﾉｩ4冩ｨH,hｦﾙDi4ｨｩｨﾍﾒ第二章第三項 h鞐ﾘﾉ8ｨ,ﾉﾈ惠,"ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
の事象の成果の予謝または事前の期 待値の確認もしく舶●正を行わせる ことによって情報利用者の意思決定 に影響を及ぼしうるものでなければ ならい 凾ﾉ関連を有する 凾｢ての予軌こ関連する内容を含ん でおり､企業鵬の推定を通じた 投資家による意思決定に積鮒な 影響を与えて貢献すること 
FASB　では意思決定における目的適合性を､利用者が過去､現在または将
来の事象の結果を予測すること､あるいは事前の期待を確認するかまたは修
正することに役立ち､結果として意思決定に何らかの差異をもたらすことと
している｡かかる目的適合性の内容は､予測価値とフィードバック価値から
構成されている94)0
IASBの概念フレームワークでは意思決定における目的適合性を､ ｢情報が､
有用であるためには､意思決定のための利用者の要求に適合するものでなけ
ればならない｡情報は､利用者が過去､現在もしくは将来の事象を評価し､
又は利用者の過去の評価を確認もしくは訂正するのに役立つことによって､
利用者の経済的意思決定に影響を及ぼす場合に､目的適合性の特性を有する｣
(para.26)､ ｢ 情 報 の 予 測 的 役 割 と 確 認 的 役 割 は 相 互 に 関 連 を 有 す る｣
94)FASBl19801sFAC No,2 qual)'tat)'ve CLaTaCterl'stL'cs orAccouDt)'Dg IDfbm7atL'oD
para.470,FASB 【20101 Conceptual Framework for Financial Reporting
No.8, Chapterl, The ObjectL've ol GeDeTal Puz･pose F)'DaDCL'al RepoTtL'Dg, and
Chapter 3, Qual)'tatL've CLBraCteT)'st)'cs ol UselzJJ Fl'DaDCJ'al IDrOZ･matL'oD.
paras.QC7･QCIO を 参 照 の こ と｡
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(para.27) こ と と し て い る｡
ASBJ　の概念フレームワークでは意思決定における目的適合性を｢意思決
定目的に関連する情報であること(意思決定との関連性)と､一定の水準で
信頼できる情報であること(信頼性)の2　つの下位の特性により支えられて
いる｣ (第二章第二項)､｢会計情報が将来の投資の成果についての予測に関連
する内容を含んでおり､企業価値の推定を通じた投資家による意思決定に積
極的な影響を与えて貢献すること｣ (第二章第三項)としている｡
FASB､ IASB､ ASBJ 　 の 財 務 会 計 の 概 念 フ レ ー ム ワ ー ク の い ず れ も､ 意 思
決定における目的適合性を情報利用者が過去､現在または将来の事象の紘果
を評価し､予測すること､あるいは事前の期待を確認するかまたは修正する
ことに役立ち､結果として意思決定に何らかの影響をもたらすものと考えて
いる｡目的適合性は情報の意思決定有用性を規定する質的特性をもつもので
なければならない｡
価 値 関 連 性(ValueRelevance) は､ 財 務 情 報 や 経 営 情 報 を 用 い て､ 企 業 評
価のための有用性を高めることをいう｡宮本は､会計情報とりわけ利益数値
に限定されず､その他の財務指標から非会計情報(非財務指標)の多元的情
報 を 用 い て 企 業 評 価 の た め の 有 用 性(valuerelevancy) - と 変 化 し て い る と
され､｢会計情報や非会計情報のデータを用いて､両者の関係を調べたうえで､
その関係の程度を明らかにして､有用か否かという説明を行うこと｣ 95)とし
ている｡吉田は､目的適合性(relevance)を意思決定に対する情報の関連性と
している｡意思決定の内容とのかかわりで､投資家の意思決定と経営看の意
思決定に分かれる｡投資家の意思決定は､ディスクローズされた財務諸表が
意思決定の情報源となる｡経営者の意思決定は､個別的経営上の課題解決の
ため会計情報を利用するものである96)0
もともと財務情報には､企業評価のために有用性(valuerelevancy:価値関
連 性 と 呼 ば れ る) が あ る と の 主 張 が あ っ た｡ し か しJohnson&Kaplan は レ レ
バ ン ス･ ロ ス ト(relevancelost)､ す な わ ち 有 用 性 の 喪 失 を 唱 え た｡ Johnson
& Kaplanは管理会計ないし意思決定会計システムについて､有用性の喪失
95) 宮 本 【2005]pp.232･233
96) 吉 田 【20071p.1283
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97)を述べた｡そこで財務会計の財務情報や外部報告会計システムにおける有
用性や､喪失､減退についての先行研究の関連性の程度を概観する｡
図表1･6　価値関連性の検討
価 値 関 連 性 の 俥k 饑,h,ﾈ 廂&ﾈｭiｸ,ﾉ/i7ĀĀĀĀĀĀĀ
程 度  俘 ( * ) . * " Ā Ā
サ- ベ イ 比 較 Dﾆﾈﾍﾈﾈﾇ 芳WrDrake,Rdstme, 陪Fﾇ7G&UｵﾒFra Ⅸis& 犯 糞#LeV& VF 籠 箸 壇ﾇﾆﾉ'rĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ皿dWdss 【1997 】 彦ﾘVｶﾄReﾒﾆFﾃ 佩ﾒ 沸& 匁ﾃ 佩ﾒĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
調査内容 凉h,i^ｸ廁,ﾈ廂&ﾂ過去の報告書の情報 4h5(ｺIﾙ,ﾈ橙市場収益率を説明す 凉h*ｨｧﾈｿ)Dﾘ+会計デ-タとマ- 亢ｹlﾒﾘ8ｲ佰｢ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
関連性に系麓的な ﾚHｮ仂h廂&ﾊHｩH幵計情報の価値関連 凉iI&ﾈ*h-おける情報開示の状 686x6ｨ8bﾘ,ﾂをモデル化し､スケ- ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
変化を調査 itﾉw,渥hﾅx/+(ﾛ性を調査 宙蝌,ﾂｭiｸ/+(ﾛ祝を調査 冢(,ﾘﾇi4渥i/y駅+ZI¥Hﾙｨ,ﾉﾘy4饑,bNHｧ(+X,I8ｨ徂-b,ﾈﾞk饑,ﾉtﾉwｸ/ﾛル効果に影響されたモ デルとスケール効果な しのモデルとを比較 し､スケールの変化が R2に及ぼす影響や株価 との関係を検証 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
結果 唳yh,iZﾈ廂&ﾂｭiｸ,ﾘ曁ｸ紊D過去の報告書は､投 唸,h檍ﾇiI&ﾈ,ﾈｭB･利益数値および簿価の 関連性はかなりの部分を 失づてい5こと ヰヤツシユウロー,ベー スの収益率や利益の符 号に関しては､同期間に おいてその有用性は低 下していなかつたこと 唸饑*ｨ.+ﾘ.x+x幵報告利益､キャッ シュフロ-､及び 株式価値の有用性 臥過去2昨間悪 化していること示 した 唸ｴｹlﾙwi68,ﾈﾅyH,ﾈ*(/5(986x8ﾘｸ8ｸ+X,*(ﾌ.界#(,ﾈ鳧ﾆNBĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
同 湖 少 し て レ 硬 凾ﾉ 溌 計 的 な 関 連 性 を 刳i へ の 影 響 碓 け る 刳r は 誤 っ た 結 論 を も た 
かつたこと 倬徂,h,,Hwh,示し､要約する財務諸 凾ｽめ､開示絹らせ る 欄示書類を読みに くくさせ､ミスリードを 凾轤ｷo ĀĀĀĀĀ
･利益の増分価値の 関連性が減少してい るが､それは逆に簿 饑/ｭﾈ/+,ﾈ/ﾞﾈ.因zItﾉw,X*.表情報の能力として理 解 欄連性の有効性を支 劔･会計における価値関 連性臥スケールファ クターの変動係数に ĀĀĀĀĀĀĀ
価¢油単関連性を増 加させること 剋揩ｷる証拠を与えた 凾烽ｽらすこと 凾謔ﾁて会計情報と株価 の価値関連性が低下し ていること 
Collins, Maydew & Weiss は 利 益 と 簿 価 の 価 値 関 連 性 に 関 す る 系 統 的 な 変
化を調査し､三つの主要な調査結果を報告した｡一つ目は学術文献の主張に
反して利益と簿価の価値関連性は過去　40年間で減少していなかったことで
ある｡二つ目はボトムライン利益の増分価値の関連性が減少しているが､そ
れは逆に簿価の価値関連性を増加させることであった｡三つ目は利益から簿
価-の価値関連性のシフトの多くは､一時的項目､利益-のネガティブな頻
度の増加､および時間を超えて､平均企業規模と無形資産の変化の頻度増加
や大きさによって説明できる98)ことを主張した｡
また近年では非財務情報の有用性についての研究も盛んになっている｡非
財務情報の有用性に関する先行研究を挙げれば次の通りである｡ Francis　&
97) Johnson & Kaplan 【1988 】
98) collins, Maydew & weiss 【1997 】
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Schipper 　 は1952 年 か ら1994 年 ま で の 期 間 の 財 務 デ ー タ を も と に 行 わ れ た
実証研究で､市場収益率を説明する利益数値および(純資産の)簿価の関連
性 の か な り の 部 分 を 失 わ れ て い る と し た｡ 一 方､ キ ャ ッ シ ュ･ フ ロ ･ー ベ ー
スの収益率や利益の符号に関しては､同期間においてその有用性は低下して
いなかったという結果を示し､各変数と株価の価値関連性が高まっているこ
とを主張している99)0
Brown,Lo&Lysの会計研究では､株価の回帰から会計利益と価値関連性
の 妥 当 性 を 測 定 す る た め に､ 決 定 係 数R2 を 使 用 し 調 査 し て い る｡ Brown,Lo
&Lys は､ 規 模( ス ケ ー ル) 効 果 を モ デ ル 化 し､ ス ケ ー ル 効 果 に 影 響 さ れ た
モデルとスケール効果なしのモデルとを比較し､スケールの変化が　R2に及
ぼす影響や株価との関係を検証している｡規模要因の係数の違いをコントロ
ールしない限り､R2の時系列比較は誤った結論をもたらすことを指摘してい
る｡会計における価値関連性の増加は規模要因をコントロールし､R2　で測定
したスケールファクターの変動係数が会計情報と株価の価値関連性が低下し
ていることを主張した100)0
Lev&Zarowinは､米国市場の総合的情報と比較して投資家-の財務情報
の有用性を調査している｡この論文では､報告利益､キャッシュ･フロー及
び株式価値の有用性は､会計データとマーケットバリューの間に統計的な関
連を利用し､過去　20年間悪化していることを断言している｡また増加率と
ビジネスの変化のインパクト､不適切な会計処理を含む有用性の低下の理由
も確認している101)0
Hellstrom は､ 1994 年 か ら2001 年 に チ ェ コ 共 和 国 の 会 計 情 報 の 価 値 関 連
性を調査している｡価値関連性は､時価と会計数値の間に統計的な関連性を
示し､要約する財務諸表情報の能力として理解されている102)｡研究結果は､
関連性の有効性を支持する証拠を与えている｡
Liは､利益が低い企業における情報開示の状況を調査した｡その結果､情
報がもたらす価格-の影響を避けるため､開示を遅らせることと､開示書類
99)Francis & Schipper 【1999 】
100)Brown, Lo & Lys 【1999 】
101)Lev & Zarowin 【1999]
102)Hellstrom 【2006]
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を読みにくくさせ､ミスリードをもたらすことを明らかにした103)｡
Drake, Roulstone & Thornock は 過 去 の 報 告 書 の 情 報 は､ 企 業 価 値､ 株 価
と有用な関係があること､過去の報告書は投資家によって重要な情報を含ん
だものを作り出すことを明らかにした104)0
Collins, Maydew & Weiss､ Drake, Roulstone & Thornock､ Francis &
Schipper ､ Hellstrom は､ 財 務 情 報 と 株 価 の 価 値 関 連 性 を 示 し､ 関 連 性 の 有
効 性 が あ る こ と の 見 解 を 示 し た｡ 一 方Brown,Lo&Lys､Lev&Zarowin は､
投資家-の財務情報の有用性を調査したが､会計情報と株価の価値関連性に
ついて低下しているとの見解を示している｡ Liは､財務情報である利益の低
い企業の開示状況を調べ､財務情報が投資家にもたらす影響による開示書類
の読みにくさ､ミスリードがあることを示した｡このことから情報利用者の
視点からみた財務情報が株価や投資家にもたらす影響には､価値関連性とい
う点で差異があることが明らかになった｡
次に情報作成者の視点と情報利用者の視点の一体化をおこない､総合的な
情報内容を作ること検討する｡情報作成者の視点と情報利用者の視点の一体
化を行うために､関連性と信頼性とのトレード･オフ関係を検討する0
ト レ ー ド･ オ フ(Tradeoff) と は､ 一 方 を 追 求 す る と､ 他 方 が 犠 牲 に な る
ような両立しえない関係のことである｡ある選択をすることで､別の何かを
犠牲にするという相反する関係のことである｡ディスクロージャー情報にお
ける関連性と信頼性の関係を探り､一方を追求すると他方を犠牲にしてしま
う関係なのか否かを検討する｡企業情報における関連性と信頼性のトレード･
オフ関係は､多くの研究において議論されている105)0
AAAでは､目的適合性､検証可能性､不偏性､数量化可能性という　4つの
会計情報基準を提示している106)｡目的適合性と検証可能性のトレード･オフ
関係のもとで､原価情報と時価情報の比較優位が論じられている107)0
FASBのSFAC N0.2では､会計情報が意思決定に有用であるために備える
103)Li【2008】
104)Drake, Roulstone & Thornockt20161
105) た と え ばAAA 【1966 】､ Johnson 【2005 】､ 薄 井 【20081､ 徳 賀 【20081､ 藤 井 【2010]
Bandyopadhyay, Chen, Huang & Ranjini 【20101 な ど が あ る｡
106)AAA 【1966]p,8
107)AAA 【19661pp.28･30
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べき質的特性として目的適合性と信頼性を二つの柱としている｡検証可能性
を一つの構成要素とする信頼性の作用が目的適合性とのトレード･オフ関係
のもとで議論され､目的適合性と信頼性はトレード･オフ関係であると理解
さ れ て い る108)0
財務情報が有用であるためには､｢情報に目的適合性があり､かつ信頼性が
あるものでなければならないが､情報は両者の特徴を程度の異にしてもつこ
とがある｡目的適合性と信頼性は､一方を完全になくすわけにはいかないが､
相互に入れ替えることはできる｡また､情報は､他にも程度の差こそあれ会
計的特性の階層構造図に示されている他の特徴をもち､特徴間でトレード･
オフを行う　ことが必要な場合もあり､またそれが有効な場合もある｣
(para.42)とし､ ｢財務諸表で伝達される情報に関していえば､信頼性は目
的適合性を犠牲にしても､最も優先されるべき特性であり､他方､財務諸表
以外の手段で伝達される情報に関していえば､目的適合性のほうが信頼性よ
り　も優先されるべきであるとする見方はかなり一般的支持を得ている｣
(para.44) と さ れ る｡ ま た 特 性 間 に お け る ト レ ー ド･ オ フ 関 係 で は｢ 情 報 利
用者が異なれば､意思決定に固有の他の会計情報の特性(例えば､信頼性)
の重要性との関連で目的適合性に伴う重要性も異なるであろうし､また､一
方 の 特 性 と 他 方 の 特 性 と 交 換 し た い｣ (para.45) と い う こ と も 生 じ る｡
信頼性と目的適合性におけるトレード･オフ関係では｢信頼性と目的適合
性は､しばしば相互に対立することがある｡目的適合性を増大させるために
会計方法が変更される場合､信頼性が損なわれることがあり､その逆もあり
うる｡しばしば､目的適合性または信頼性のいずれかが減少し､また､いず
れ が 増 大 す る の か は っ き り し な い こ と が あ る｣ (para.90) こ と が 指 摘 さ れ､
目的適合性と信頼性に関する相対的重要性の問題と考えている｡
またIASCでも､ ｢目的適合性を有しているが､性質または表現において信
頼性を有しない情報を認識することは､判断を誤らせる可能性がある｣
(para.32) と し て､ ド レ- ド･ オ フ の 関 係 に な る 可 能 性 を 示 唆 し て い る｡IASB
の概念フレームワークでは､ ｢有用な財務情報の質的特性は､現在の及び潜在
108)FASB SFAC No･2 　paras･15-90
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的な投資者､融資者及び他の債権者が､報告企業の財務報告書(財務情報)
に基づいて意思決定を行う際に有用となる可能性の高い情報の種類を識別す
る も の で あ る｣ (para.qCl) と し て い る｡ 財 務 情 報 が 有 用 で あ る た め に は｢ 目
的適合的で､かつ､表現しようとしているものを忠実に表現しなければなら
ない｡財務情報の有用性は､それが比較可能で､検証可能で､適時で､理解
可能であれば､補強される｣ (para.qc4)とし､目的適合性と忠実な表現を基
本的な質的特性と位置づけである｡
2006 年 公 表 の デ ィ ス カ ッ シ ョ ン･ ペ ー パ Dーiscussion Paper Qualt'tative
Characteristics ofDecisLlon-Useful Financial ReportL'ng で は､ 目 的 適 合 性 の 適 用
を受けて忠実な表現が適用されるという論理的序列を提示している｡ディス
カッション･ペーパーにおける目的適合性は｢経済現象と財務報告の利用者
の意思決定との関係にあるのであり､その適用は､どの経済現象が財務報告
おいて写像されるべきかを識別するものであるので､論理的に､他の質的特
性 に 先 行 し て 考 慮 さ れ な け れ ば な ら な い｣ (para.qC43) と し､ 目 的 適 合 性 の
適用を受け､｢忠実な表現により､どのような写像が目的適合な現象とその表
現として最も良い一致を提供するかが決定される｣ (para.qc44)とされてい
る｡つまりディスカッション･ペーパーでは目的適合性と忠実な表現がトレ
ード･オフの関係ではなく､目的適合性により経済現象が決定され､それを
忠実に表現する論理的序列が示されているのである｡
2008 年 公 表 の 公 開 草 案(ExposureDraft) に お い て は､ デ ィ ス カ ッ シ ョ ン･
ペーパーにおける論理的序列を質的特性の相互関係として捉え､議論をすす
めている｡｢目的適合性の質的特性を適用することによって､経済的現象に関
する意思決定有用な情報を提供するにはどの経済的現象を財務報告に描写す
べきかが識別される｡ (…中略…)したがって､他の質的特性に先立って考慮
さ れ る こ と に な る｣(para.qc12) と さ れ､｢ 目 的 適 合 性 を 欠 く 項 目 に つ い て､
忠実な表現､比較可能性､検証可能性､適時性または理解可能性を考慮する
の は､ 意 味 の な い こ と で あ ろ う｣ (para.BC2.56) と し て い る｡
さらに｢両審議会はまた､目的適合性が第一に考慮されるべき特性である
と結論づけた｡もし現実世界のある経済的現象に関する情報が投資者や与信
者の意思決定に関連していないのであれば､他のどの質的特性も意味を持ち
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えない｡ (…中略…)両審議会はさらに､忠実な表現が第二に考慮されるべき
特性であると結論づけた｡目的適合的な現象に関する情報の描写が､それが
表現しようとするものを忠実に表現しているのであれば､当該情報は意思決
定 に 有 用 で あ ろ う｣ (para.BC2.56) と し て い る｡ ま た｢ 補 強 的 な 質 的 特 性 は
財務情報の有用性を改善するものであり､(その作用は)可能な限り最大化さ
れなくてはならない｡しかし､情報が目的適合的でないか､表現の忠実され
ていない場合には(…中略…)､補強的な質的特性によって当該情報を意思決
定 に 有 す る も の に す る こ と が で き な い｣(para.QC25)､ さ ら に｢ 補 強 的 な 質 的
特性の適用は､所定の序列に従わない反復的なプロセスをなす｡他の質的特
性を最大化するために､ 1つまたはそれ以上の補強的な質的特性を､さまざ
ま な 程 度 に お い て 犠 牲 す る こ と が あ る か も し れ な い｣ (para.qC26) と し､ 質
的特性の相互関係についての議論がなされている｡目的適合性と信頼性のト
レード･オフ関係を変化させるために､目的適合性とのトレード･オフ関係
を生じさせにくい忠実な表現を採用している｡
AAAでは､目的適合性と検証可能性のトレード･オフ関係を示している｡
FASB のSFAC N0.2 で も､ 目 的 適 合 性 と 信 頼 性 は ト レ ー ド･ オ フ 関 係 で あ る
と理解されている｡この2者はいずれも目的適合性と信頼性はトレード･オ
フ関係であると捉えている｡
IASCでも､目的適合性と信頼性の関係がドレ-ド･オフの関係になる可能
性 を 示 し た が､ 2006 年 公 表 の デ ィ ス カ ッ シ ョ ン･ ペ ー パ ー で は､ 目 的 適 合 性
と忠実な表現がトレード･オフの関係ではなく､目的適合性により経済現象
が決定され､それを忠実に表現する論理的序列が示されている｡ 2008年公表
の 公 開 草 案(ExposureDraft) で は 目 的 適 合 性 と 信 頼 性 の ト レ ー ド･ オ フ 関 係
を変化させるために､目的適合性とのトレード･オフ関係を生じさせにくい
忠実な表現を採用した｡ここでは目的適合性と信頼性のトレード･オフ関係
を生じさせないための論理的順序を導いている｡
Johnson は､ 目 的 適 合 性 と 信 頼 性 の ト レ ー ド･ オ フ 関 係 を め ぐ るFASB 関
係者の解釈について､ ｢歴史的原価よりも公正価値を反映した財務諸表測定
値を要求するさいに審議会が検討してきたトレード･オフの適切性を､とり
わけ彼らは問題にしてきた｡彼らの主張の基本的前提は､歴史的原価は公正
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価値ほど目的適合的ではないにしても､信頼性がより高いのは明らかである
ということのようである｡そのために､彼らは目的適合性と信頼性のトレー
ド･オフにおいては､公正価値よりも歴史的原価を重視すべきである｣ 109)と
主張している｡また表現の忠実性について｢表現の忠実性を備えるためには､
会計上の測定値または記述は､たんなる会計上の概念ではなく､経済的現象
すなわち経済的資源および義務ならびそれらの変動をもたらす取引を反映し
たものでなくてはならないのであれば､それらの描写は表現の忠実性を備え
ていない｡かかる理由から､それらの描写は信頼性を欠き､したがって有用
ではない｣110)とし､表現の忠実性に重点をおく情報評価を行っていくべきで
あることが主張されており､この主張はトレード･オフ関係を検討する際の
重要な要素となる｡
薄井は関連性と信頼性がトレード･オフ関係にあることを前提に考えた場
合､関連性を犠牲にして信頼性を向上する経路を通じて会計情報の有用性を
確保することが可能である一方､信頼性を犠牲して関連性を向上する経路を
通じて会計情報の有用性を確保することも可能であると主張した｡しかし関
連性と信頼性がトレード･オフの関係ではなく､いずれも向上することが可
能な経路になるか否かの検証については十分にされておらず､理論と実証の
観点からの検証が必要であると指摘している111)0
徳賀は､会計上の認識･測定の局面において財務情報の特性が信頼性から
忠 実 な 表 現- 変 化 し た こ と に つ い て､IASB とFASB の 概 念 フ レ ー ム ワ ー ク に
よる合同プロジェクトにおける議論の経緯を紹介し､論点整理している｡合
同プロジェクトは､忠実な表現概念を､関連性概念と並ぶ質的特性として位
置づけることで､会計上の認識および測定に重点をおき､公正価値の取得原
価-の優位性をもたらす意図があると主張し､これまでの関連性と信頼性と
のトレード･オフ関係が公正価値測定の拡大を抑える歯止めになっていたこ
と を 主 張 し て い る112)0
Bandyopadhyay, Chen, Huang&Ranjini は､ 保 守 主 義､ 関 連 性､ 信 頼 性､
109)Johnson 【2005]p.1
110)Johnson 【20051p.2
111) 薄 井 【2008]
112) 徳 賀 【2008 】pp.27･28
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有用性の関係について調査した結果､関連性と信頼性の間のトレード･オフ
関係を示唆し､保守的な会計基準の採用が増加することによって､利益の有
用性に追加的に悪影響を与えていることを示している113)0
藤井は､ IASB　と　FASB　の概念フレームワークにおける忠実な表現につい
て､予備的見解､公開草案の変遷を追いながら整理検討をくわえている｡そ
の な か で､ FASB のSFAC N0.2 に お い て 定 式 化 さ れ た 目 的 適 合 性 と 信 頼 性 の
トレード･オフ関係が解消され､それに代わって目的適合性と忠実な表現の
論理的序列関係(相互関係)が措定されていることを指摘している114)｡また
公開草案において示された目的適合性､忠実な表現を基本的特性とし､有用
性を補強する4つの補強的特性という2区分が提案され､質的特性の論理的
序列の精教化が図られ､有用性の向上が図られたことを指摘している115)0
Johnsonは､目的適合性と信頼性､表現の忠実性のトレード･オフ関係に基
づき､歴史的原価を重視した情報評価に重点をおいている｡ Bandyopadhyay,
Chen,Huang&Ranjini は 関 連 性 と 信 頼 性 の 間 の ト レ ー ド･ オ フ 関 係 を 示 唆 し､
保守的な会計によって､利益の有用性に悪影響をもたらすと主張したO徳賓
は､関連性と信頼性とのトレード･オフ関係が公正価値の情報評価の抑止に
有効であるとした｡薄井は関連性と信頼性がトレード･オフ関係にあること
を前提で､どちらかを犠牲にした経路によって有用性が高まることを主張し
ている｡藤井は目的適合性､忠実な表現を基本的特性とし､有用性を補強さ
れ､有用性の向上が示されるとした｡したがって､関連性と信頼性がトレー
ド･オフ関係であることは情報評価に有効である｡
企業実態の把握において重要なことは､企業情報の関連性と信頼性である｡
関連性の程度は､その情報を利用するために必要なものである｡一方で信頼
性の特性は､得られた情報を信頼するために必要なものである｡しかし関連
性が高く信頼性の高い情報は存在せず､その両者にはトレード･オフの関係
113)Bandyopadhyay, Chen, Huang & Ranjini 【20101
114) 藤 井[20101p.80
115) 藤 井 【2010]p.80 　 質 的 特 性 の 相 互 関 係 は､ 目 的 適 合 性- 忠 実 な 表 現-< 比 較 可 能
性､ 検 証 可 能 性､ 適 時 性､ 理 解 可 能 性>) → ( 重 要 性 の コ ス ト) → 有 用 性 で あ る｡
目的適合性は描写すべき現象の識別を指し､忠実な表現は描写方法の判断をおこな
う｡この二つを基本的特性としている｡次に有用性の補強のために､ 4つの項目を
補強的特性としている｡最後に有用性は財務報告での表示により達成され､質的特
性の相互関係を図式化している｡
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がある｡すなわち関連性のある情報ほど複雑で大量な情報が出て､信頼性の
程度が落ちるものとなる｡または信頼性の高い情報ほど関連性の程度が落ち､
利用しにくいものとなる｡それらの判断は､情報利用者において行うべきも
のである｡さらに､現在において企業実態を把握するには､財務情報と大量
な定性的な情報の利活用が必要になる｡ビックデータ時代といわれる現在に
おいては､大量の情報を整理し､データからの知識獲得が必要になるのであ
る｡
1･6　小括
第-章では､情報作成者と情報利用者の視点から､会計とその情報内容を
検討した｡会計機能である利害調整と情報提供は､情報作成者と情報利用者
の視点からみることで､利害対立を減少させ､かつ､さまざまな利用者の要
求を満たす情報になる｡
くわえてアカウンタビリティ概念の拡充に関する整理を行った｡企業の経
営活動､経営環境の複雑化が起こり､外の利害関係者が増大することにより､
財貨･用役の管理･保全とその運用結果について状況説明の報告を果たす範
囲の拡張がもたらされている｡
用途は､企業がある目的のために情報内容を開示する場合､当初設定され
た目的である｡ある用途をもって開示された情報内容は､アカウンタビリテ
ィの拡張､ディスクローズする情報内容の範囲拡張の影響により､当初の用
途とは異なる役割を果たすことがある｡情報利用者が開示された情報を当初
設定した目的とは別の目的のために利用するのである｡このときの情報開示
の役割を｢機能｣とよぶ｡別の言い方をすれば､ ｢機能｣は情報利用者の行動
を変化させるような影響力ということもできる｡
情報作成者､情報利用者の立場からの情報内容として､財貨･用役の管理･
保全に対する状況説明と管理･保全の結果に対する説明義務の二点をもつ開
示内容のアカウンタビリティを再認することで､単なる意思決定に有用な情
報を提供することだけでなく､情報作成者が株主に対するアカウンタビリテ
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イを果たすための情報となること､そして企業実態を把握するための企莱情
報となることを考察した｡
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第二章　情報作成者と情報利用者の観点を導入した企業情報
本章では企業情報開示において､情報作成者の視点と情報利用者の視点と
の統合を行い､総合的企業情報のための情報作成者と情報利用者の視点の一
体化を論考する｡具体的には企業情報が情報利用者の観点から情報利用者の
情報ニーズを探るものとなることと､一方で情報作成者の観点からの情報ニ
ーズに対応した情報内容となることを考察する｡
また情報利用者が､企業情報に求める情報ニーズと情報開示に対する要求
も整理する｡情報利用者の情報ニーズを取り入れることで､企業情報は情報
利用者の意思決定に有用なものとなる｡
情報作成者は､情報利用者の情報ニーズが多様化したことにより､情報利
用者の情報要求に応えるかたちで､量的質的な情報内容を拡大させてきた｡
このことが､企業情報が一方的に増加している要因である｡そこで情報作成
者と情報利用者の観点を統合した企業情報を検討することで､従前までの企
業情報に関する先行研究の内容を整理する｡
2･1情報作成者の視点と情報利用者の視点の一体化
ASOBAT以来､情報提供会計(意思決定会計)を中心に会計が考えられて
きた｡しかし現在では､目的適合的情報だけでなく､客観性や検証可能性と
いった点で､改めて会計責任会計(受託責任会計)の役割が見直しされつつ
あり､会計責任会計(受託責任会計)の重要性が増しつつある｡それゆえ会
計責任会計(受託責任会計)と情報提供会計(意思決定会計)の関係につい
て､二つの会計が存在することで､目的適合的情報だけではなく､客観性や
検証可能性の特性をもちえる情報を開示する傾向にある116)｡図表2-1は､こ
の二つの会計の特徴をまとめたものである｡
116)たとえば中候【20051,安藤【2012】などの研究がある｡
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図表2･1　会計責任会計(受託責任会計)と情報提供会計(意思決定会計)
会計責任会計(受託責任会計) 饑 / ｹ b 8輊ﾈ b
開 示 目 的 俥 蝎]ｹ99D8,ﾉｸﾗ2 経 済 的 意 思 決 定 に 役 立 つ 情 報 の 提 供 ĀĀĀĀĀ
開示される情報 倬gｸ,ﾈｬyyﾒ阨駢,(*(,JH竧処饕各種の外部情報利用者:現在､将来 ĀĀĀĀ実を正確にかつ客観的に描写するこ ﾉ8ｨ徊Hﾜ(ﾊHｼh住IﾙWｸｴĀĀĀĀĀĀ
と､そして､信頼のおける数値 亊jH竧初h,rĀĀĀ
情 報 の 特 性 亶ｬｺHﾉ)Eﾉｲ 目 的 適 合 性 ĀĀĀĀĀĀ
情報内容 偃i;靈H廂I&ﾈ,h,8*ﾘ曁ｸ饑多元的情報:財務情報､非財務情報 を含み､また歴史的原価数値にもと づく過去指向情報､時価数値にもと づく将来指向的情報 ĀĀĀ
中候は､財務報告の役割が時代の変遷とともに､その重心を移動させつつ
あるなかで､利害調整機能はどのような形で機能しているのかということ､
情報提供機能と利害調整機能を包含する形で､財務報告制度を再構築するこ
とを考察している117)｡利害調整機能を観察するときに､過去指向･将来指向
の時間軸と取得原価･公正価値の評価軸でそのタイプ分けしている｡財務報
告において将来指向が強まるにしたがって､利害調整に関しても将来指向的
なタイプが表れると予想している｡また利害調整機能と情報提供機能は相互
に影響を及ぼし合い､進化し､共進するものである｡それゆえ財務報告は､
基本的に利害調整機能と情報提供機能という二つの機能を果たすものである｡
安藤は財務会計と財務報告ではその内容ないし守備範囲に違いがあるので
はないかという問題意識から､会計において受託責任(会計責任)が再浮上
するという結論を導いている｡IASCの概念フレームワークでは､経営者の受
117) 中 候 【20051
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託責任の取扱いは消極的ないし副次的なものである｡また　ASBJの概念フレ
ー ム ワ ー ク も 同 様 で あ る｡ し か し 　FASB･IASB 　 の 新 概 念 フ レ ー ム ワ ー ク は､
受託責任という文言は出てこなくても､財務報告の目的は利用者が資源配分
の決定のみならず､経営者が資源を効率的かつ効果的に使用したかどうかの
決定を行うことを念頭にしている点から経営者の受託責任を再評価している
と考察している｡したがって資源配分の決定と並んで､経営者の受託責任の
評価が大きく浮上していると結論付けている118)0
2-2　企業情報内容の量的質的拡大と変容
情報利用者の情報ニーズが多様化したことにより､情報作成者は情報の要
求に応えるかたちで､量的質的な情報内容を拡大させてきた｡企業情報では
財務情報だけでなく､経営情報を開示する傾向にある｡財務情報と経営情報
を開示する枠組みを提示し､本節では財務情報と経営情報の整理を行う｡
情報内容の量的質的拡大は､財務情報を補う情報の拡充と経営情報の拡充
がある｡情報開示の変遷からもわかるように､情報内容は利用者の意思決定
に影響するため､企業の特質､企業経営にかかる活動状況の情報を開示する
傾向にあり､情報内容の量的質的に増えているからである｡財務情報を補う
情報は注記や補足的説明を含む量的･質的な情報であり､経営情報は企業経
営の諸側面についての情報である｡
財務情報を補う情報の拡充は､財務情報の理解を促すための､量的･質的
な情報について提供することである｡たとえば､平松､広瀬では､財務情報
を補う情報は企業の活動および事象を財務諸表だけでなく､注記や補足的説
明を含む量的･質的な情報により構成される119)｡森川は､情報開示手段とし
ての補足情報の意義､範囲､特性などを考察している｡補足情報は､単一視
点からの企業の写像を描写する財務諸表と注記の情報とは異なる視点からな
がめる情報であると定義し､補足情報は｢分析的､解釈的､将来志向的ない
118) 安 藤 【2012] p.24
119)平松【1986】､広瀬【1998】
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し主観的な性格を有する｣ 120)ものであり､ ｢財務諸表情報を補足して一般投
資家等の情報利用者に有用な情報を提供しうるもの｣ 121)としている｡平松､
広瀬は注記や補足的説明を含む量的･質的な情報と主張し､森川は財務諸表
と注記の情報とは異なり､企業を分析､評価するための将来志向的な性格の
情報であると主張している｡それゆえに財務情報を補う情報の拡充には､財
務情報の理解を促すための量的･質的な情報が必要となる｡
経営情報の拡充は､情報利用者が企業の経営活動に関する情報を意思決定
に利用するために､財務情報の背景にあたる企業経営上のリスクや経営者の
経営評価に関する説明することである｡経営情報には､ ｢事業等のリスク｣､
｢ 財 政 状 態･ 経 営 成 績 の 分 析(MD&A)｣ 及 び｢ コ ー ポ レ ー ト･ ガ バ ナ ン ス の
状況｣､環境やCSR情報､知的資産(知的資本)情報が該当する｡たとえば
先行研究における経営情報の内容は､将来予測に役立てるための情報122)､財
務諸表が網羅できない企業の諸側面について補完的な経営情報を提供するも
の123)､企業の持続的発展に向けるための環境やCSR情報の開示と知的資産
(知的資本)情報124)の主張がある｡
以上をまとめれば､情報内容の量的質的拡大の議論では､情報開示の変遷
からみてもわかるように､財務情報中心の開示から財務情報に補足情報を加
えた開示､財務情報と記述情報などの定性情報といわれる経営情報をセット
にした開示-拡大する傾向にある｡企業のディスクロージャーにおいては､
強制開示の観点から､財務情報における企業の写像とは異なる視点で企業の
写像を示すために､量的質的な情報内容が経営情報として拡大している｡
情報提供対象者の拡大では情報利用者の拡大および情報利用者のニーズ拡
大が開示する情報の変化をもたらしている｡しかし情報利用者の経済的意思
決定を有用にするために､情報内容の拡大や情報開示対象者の拡大を行なう
だけでは､開示内容の一方的増加､情報過多におけるコスト負担､複雑化問
題が生じることになる｡情報作成者は､主に経営情報を拡充することによっ
120) 森 川 【19891p.99
121) 森 川 【1989]p.106
122)石津【2000】
123) 古 庄 【20071
124)園部,坂上,古賀,小西,九持,挑,島田【2011】､古賀,桃,島田【2011】
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て情報利用者の意思決定に影響を及ぼす情報を補ってきた｡情報内容の量的
質的拡大は､作成者が利用者の要請に応えるから起こる｡それは企業が多様
な情報内容を作成し､負担が増すことでもある｡
これらの問題を解消するためには､情報利用者が必要とする企業情報を考
える必要がある｡利用できる企業情報が拡大すれば､情報利用者は企葉情報
を用いて企業を総合的に分析することができる｡くわえて企業情報が企業の
持つリスクを加味した情報内容を示すことで､情報利用者は企業の経営環境
で異なるリスクを把握することができる｡企業情報は総合的に企業の経営活
動の状況を示し､情報利用者が企業の経済的実質を推測できることに意義が
ある｡
図表2･2　企業情報のまとめ
サ ー ベ イ i>ﾈ 塔eﾒ 宮 本 【2005] 侘8 氿ｳ#ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
企莱情報 x+485ﾘｸ5x88ｸ,ﾈｦy*8/mｩ4h+X,JHﾞ 会計情報と非会書情報 俥kUﾂﾘｴﾂ餮I饑萎kUﾈ､颯6yﾈ,bĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
務諸表における情報と管理会計における情報を包 凾ﾈって財務報告の目的を果たす際に､財務情報のみ 
括 的 に 開 示 す る 枠 組 み 凾ﾈ ら ず､ 非 財 務 情 報 を も 含 め て 体 系 化 さ れ た 情 報 
企莱情報 の意義 8饑,ﾙ8ｨ輊,ﾈﾈvX更,x.ﾘ-ﾈ会計情報が満たすべき規準として､信頼可離 ,ﾘ7(5x6ﾈ5り8(6h8ｸ,侈俘x,+ﾘ檍ﾇhyﾘ."ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
料を提供することを目的とし､かつ情報の目的に 霧ﾆ&枚G丁INHｧ(z2ﾗ&&譌G鋳飫ｹ<r会計方針を規定し､その説明責任を果たすために､ ĀĀĀĀĀĀĀĀ
適合した適切な情報が提供されること )EﾉuｦVF'V宥著,h*(,+ﾘ饑ｴｸ,ﾈｸ*ｩTｲwh,X*.蟹O檍ﾇi4饑,:ﾈ,斡ｸ/ｸ+r.儺ｹwh*ｨ*.追加的な証拠の提供や分析の蓄積が求められている こと､②ビジネス.モデルの開示はナラティプな報 告を通じて､会計方針の設定.変更に係る基礎自体 を説明することに繋がり､非財務情報が不可欠 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
企莱情報 の特徴 俥k顆ｸ,hｬyyﾘ檍ﾇh饑/^y4俾h+r会計情報と非会吾情報は情報基準を満たすこと 倬hｼh,+ﾙ>vX/y駅,kx.,bĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
情報は意思決定に有用であり､目的に適合してい 舒仂iUﾘ廁,ﾈ+ﾘ-ﾉﾙZｩ4饑xﾏｨ*ｩ;x.ｨ.財務諸表.注記府属情#(財務諸表外情痴が一体性 ĀĀĀĀĀĀĀĀ
る こ と ﾘ- ⅸｮ 仂iUﾘ 廁-h,ﾉtﾉwｸ*ｨ*.ĀĀĀĀĀ
図表2-2では､企業情報の定義､意義や意味､特徴をまとめ､比較したも
のである｡以下において先行研究を概観する｡
宇南山は､会計ディスクロージャーの拡張を目的として､財務諸表におけ
る情報と管理会計における情報を包括的に開示する枠組みやその問題点につ
いて考察している｡会計情報は投資意思決定を容易にするための資料を提供
することを目的とし､情報の目的に適合した適切な情報を提供する｡森川は
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会計情報の有用性を高めることを主張している125)0
宮本は､会計情報とりわけ利益数値に限定されず､その他の財務指標から
非会計情報(非財務指標)の多元的情報を用いて企業評価のための有用性
(valuerelevancy) - と 変 化 し て い る と 主 張 し て お り､ 会 計 情 報 や 非 会 計 情
報のデータを用いて､両者の関係を調べたうえで､その関係の程度を明らか
にして､有用か否かという説明を行うことで企業評価のための増分的情報提
供効果が得られ､企業評価-の有用性を示した126)｡
古庄は､日本の『討議資料　財務会計の概念フレームワーク』とIASBに
おける財務報告の体系における認識の相違を比較検討し､財務報告の休系の
編成をめぐる国際的動向をふまえて､財務諸表の補足機能および補完機能の
観点からMC観を整理し､財務報告の範囲､財務報告の目的を検討している｡
検討の結果､財務諸表外情報としてのMCを機能の観点から三つに分類し
ている｡第一に､ MC　を財務諸表に係る説明とみなす財務諸表の補足情報と
しての位置づけ､第二に､財務諸表が網羅できない企業の諸側面について補
完的に情報を提供するもの､第三に､開示要求の増大による財務諸表と　MC
とが自律的に相互に補完し合うような関係とに分けた｡現在は､第二の　MC
観からさらに補完機能の意味合いが変容して第三の　MC　観-展開している｡
財 務 諸 表 外 情 報 と し て のMC は 英 国 のOperatingandFinancialReview: 以
下｢OFR｣ と い う) で あ る と 指 摘 し て い る127)0
古庄は､第三のMC観を採用した場合､財務諸表に係る概念フレームワー
クとは独立したMC独自の概念フレームワークを策定する必要性を述べてい
る128)0 IFRSの第9号『金融商品』における新たな会計概念としてのビジネ
ス･モデルに着目し､ビジネス･モデルの開示が組込まれた英国の企業情報
開 示 の 動 向 に 注 目 し て い る｡ ビ ジ ネ ス･ モ デ ル の 開 示 で は､ ① ビ ジ ネ ス･ モ
デルに係る説明責任の明確化とコーポレート･ガバナスの規範の改訂を通じ
て制度化されたことの意義と経緯を概観し､ ②英国の財務報告制度において
ビジネス･モデルの開示がどう位置づけられているか､ ③ビジネス･モデル
125) 宇 南 山 【1986]pp.317
126) 宮 本 【2005 】 pp.232･233
127) 古 庄 【2007b 】 pp.74･75
128) 古 庄 【2007b 】 p.75
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概念の意味内容の明確化について三点を中心に議論している｡ビジネス･モ
デルの包括的説明をおこなう統合的財務報告制度についての議論の結果､ ①
経営者はビジネス･モデルに見合った会計処理や会計方針を規定し､その説
明責任を果たすために､追加的な証拠の提供や分析の蓄積が求められている
こと､ ②ビジネス･モデルの開示はナラティプな報告を通じて､会計方針の
設定･変更に係る基礎自体を説明することに繋がり､非財務情報が不可欠に
なるという二点を指摘している129)0
統合的財務報告制度は財務諸表-注記一付属情報(財務諸表外情報)が一体と
なって財務報告の目的を果たす際に財務情報のみならず､その目的に照らし
て統合されうるコーポレート･ガバナンスや経営者報酬に係る情報､社会･
環境･倫理情報等の非財務情報をも含めて体系化された制度の構想に基づく
も の で あ る130)0
図表2･3　企業情報の範囲
強 制 開 示  劔 任 意 開 示  
財務諸表本体の情報 ﾘｴﾈ饑財務諸表以外の 情報 偃h処ｴｹX,h.丶ｨ鹵記述情報 ĀĀĀĀĀĀĀĀ
貸借対照表
損益計算書
キャッシュ･フロー計算書
株主資本変動算書
MD&A 　 　 　( 決 算 短 信) 　 　 　IR 活 動 に 基 づ く 開 示
(業績予想の修正)　(CSR報告書)
(アニュアル･リポート)
(フアクトブック)
(決算説明会)
& ダG#
財 務 情 報 非 財 務 情 報  
財 務 情 報  儖 ﾞ k 饑
財 務 情 報 非 財 務 情 報  
< 出 典: FASB SFACNo.5, 広 瀬 【2011 】p.30 を 参 考 に 筆 者 加 筆 修 正>
図 表2-3 は､ 企 業 情 報 の 範 囲 に つ い て､ FASBSFACNo.5RecogDJ't)'oDaDd
Measurement )'D F)'DaDCl'al Statements Of'Bus)'DeSS Entez･pn'ses､ 広 瀬 の 研
129)古庄【2010】
130)古庄【2010】
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究をもとに､強制開示と任意開示に属する情報を整理したものである｡それ
をもとに､財務諸表本体の情報と注記情報を財務情報とし､ MD&A､決算短
信､ 業 績 予 想 の 修 正､IR 活 動 に 基 づ く 　CSR 報 告 書､ ア ニ ュ ア ル･ リ ポ ー ト､
決算説明会などの情報は経営情報として区分した｡
情報利用者の情報ニーズが多様化したことで､情報作成者は情報の要求に
応えるかたちで､量的質的な情報内容を拡大させてきた｡企業情報では財務
情報だけでなく､経営情報(非財務情報)を開示する傾向になった｡財務情
報は企業業績や財政状態を示すための情報であり､経営情報は企業業績や財
政状態に係る追加的情報や経営上の重要項目およびリスク等の定量､定性的
な情報を示すものである｡
2･3　情報作成者と情報利用者の観点を融合した企業情報に関する先
行研究
ここでいう企業情報は､情報利用者に対して企業の経営活動に関する全社
的な事柄を伝えるものである｡企業情報は､経営基盤の観点から企業の経営
活動から得た結果と企業の特質､経営活動の状況を提供するものである｡情
報作成者である企業の立場では､企業の経営活動の全社的内容をディスクロ
ーズすることで､情報利用者が企業の経営実態を理解するのに有効であり､
経済的意思決定に有効に働くからである｡
企業情報は､財務情報と経営情報とからなる｡財務情報は､企業の経営活
動から得た結果を写像した情報である｡一方経営情報は､企業の特質､経営
活動の状況など企業の継続的活動基盤を示す情報である｡この情報は企業の
経営基盤､各企業の特有の内容を示すものであり､企業の経営資源や将来の
財務情報に影響を与える経営リスクなどにかかる情報である｡
図表2-4は､ディスクロージャーにおける開示目的､会計機能､開示客体､
有用性基準､情報内容の中核情報を整理し､ディスクロージャーの変化を示
したものである｡会計ディスクロージャーを中心としたとき､中核情報は財
務情報を中核とし､受託責任の遂行を果たすことを目的としていた｡それが
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拡張され､意思決定有用性をもとに､情報提供を中心に変化した｡その後企
業情報ディスクロージャーとして､会計責任を果たし､株主､債権者などの
利害関係者に対して､関連性や信頼性のある情報を示すことに変化し､その
情報内容として財務情報と経営情報を中核とする情報を開示するように変化
している｡
図表2･4　ディスクロージャーにおける概念整理
ディスクロー ジャー の変化 h6h4(5ﾘｸ5x88ｲ会計ディスクロー ジャー の拡張 舒仂h饑6h4(5ﾘｸ5x88ｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
開 示 目 的 假9Y9D8,ﾉｸﾗ2 意 思 決 定 有 用 性 i9D2ĀĀĀĀĀĀĀĀ
会 計 機 能 凉 挨 +) 情 報 提 供 凉 挨 +) h 饑 / ｹ
開示客体 乘H甁ﾈﾜ(ﾊ株主,潜在株主 乘H益xﾝﾘｩH益xﾊ,x,ﾉy挨ｭhﾅrĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
情報の有用性基準 亶 ｬ ｲﾈﾉ )Eﾉ ｲ 目的適合性 亊i ｲ VﾆWf R痛 ﾙxｩ ｲ Vﾆ 宥鋳
吉 報 内 容 中 核 情 報 俥 k 饑 財 務 情 報 俥 k 饑 ,hﾆ 8 饑
情報作成者と情報利用者の観点を融合した企業情報に関する先行研究に関
して､まず企業の活動および事象を会計測定システムにおける認識および測
定された企業情報に関する研究がある｡この研究は､情報利用者の経済的意
思決定のために､企業の活動および事象を会計測定システムにおける認識お
よび測定された情報を財務情報とし､会計測定システムによって認識および
測定の対象とされない情報を非財務情報とする研究131)である｡この研究は､
情報利用者に対して､意思決定に有用な情報を提供に関するものといえる｡
平松は､企業の情報開示制度を取り巻く環境が国際化､多様化､情報化な
どの変化によって開示制度に及ぼす影響と変革の方向性を検討している｡投
資者保護の観点から､会計情報の拡大は､財務諸表以外の情報をどのように
131)平松【1991】､柴【2002】 ､北村【2008】､八田【2008】､吉見【2008】 ､経済産業省知的
財産政策室【20071､広瀬【20111等
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取 り 入 れ る か の 問 題 と 指 摘 し て い る132)｡ SPAS N0.5 を 手 掛 か り に､ 財 務 諸
表以外の補足情報やその他の財務報告の手段を包括するものを財務報普(
FinancialReporting) と し て い る133)｡ つ ま り 財 務 数 値 を 理 解 し や す く す る た め
の記述的説明を含めて財務情報である｡
柴は伝統的な会計の計算枠組みに入らないような情報開示が求められてい
る状況において､計算と情報の関係のなかで帝離を認識する余地がある｡財
務会計システムにおいて､伝達される情報は､計算結果としての計算情報と
計算外情報からなる134)｡財務会計システム内において､会計制度が要求す
る計算結果は､ ｢一応の目安であって絶対的なものでない｣ 135)とし､開示情
報は利用目的によってその有用性が影響を受け､ 2つの情報の開示の意義に
差異はなく､情報利用者が計算結果の情報で満足できるか否かで有用性が決
まり､計算結果以外の情報が情報利用者の要求に合致して付加されれば利用
者の利便性が増す136)ものであると考えている｡
経済産業省知的財産政策室では､開示する情報が貨幣情報か非貨幣情報
(記述情報)かという点に主眼が置かれた分類である｡貨幣情報か非貨幣情
戟(記述情報)の分類のなかでは､評価者の視点として企業の将来性を加味
した情報の開示をベースとして､知的資産の開示を進めている137)0
北村は財務諸表の目的が､財務報告の目的となり､財務諸表を含んだ形の
ビジネス･レポーティングの必要性が提唱されているという認識のもと､財
務諸表による情報を明確に区分しておく必要性を主張している｡その根本に
あるものは､会計測定システムと結びつくか否かというものである｡財務諸
表における開示を前提とした場合に､財務諸表に計上される情報は､｢会計事
象を認識､測定し､それを記録した会計システムから導き出された情報｣ 138)
である｡財務情報は会計測定システムから誘導的に導きだされ､貨幣的測定
による情報である｡非財務情報は｢物量による定量的測定､さらには注記情
132)平松【19911p.12.情報化について､投資者等の情報利用者に対して､重要な情報を
適時開示することは投資者保護の観点から必要である｡
133) 平 松[19911 pp.12･13
134) 柴 【2002 】pp.67･70
135) 柴 【2002]p.73
136) 柴 【2002 】p.73
137)経済産業省知的財産政策室【2007]
138) 北 村 【20081 p.26
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報のような定量的な定性的情報が含まれる｣139)ものであり､将来情報も含め
られる点で特徴がある｡
八田は､会計の枠組みで認識および測定された過去情報および数字情報を
財務情報としたものである｡非財務情報は会計の枠組みで認識および測定の
対象とされない情報としている140)｡吉見は会計上の取引があり､簿記という
計算過程を通じて作成される特徴をもつものを会計情報としている｡これが
財務諸表上に計上される情報となる｡一方で仕訳が困難な事象､簿記上での
認識が難しい場合には､財務諸表-の注記という形で開示される情報も財務
情報とした｡昨今の会計が意思決定有用性アプローチに依拠し､情報利用者
の要求を満たすために必要とされる情報を作成している｡非財務情報は利用
者の意思決定に有用な情報を作成､提供する枠組みで行われる情報である141)0
広瀬の研究において､ディスクロージャー情報を画定するために､まず制
度開示か非制度開示かにおける情報軸と貨幣額による測定か否かによる情報
軸によって分けている142)｡広瀬の研究では､財務情報は財務諸表から得ら
れる情報､つまり貨幣額により測定される情報で制度上開示される情報をさ
している｡
財務情報は､財務諸表の構成要素に係る基本的情報であり､経済活動およ
び経済事象を貨幣額で表現した財務諸表本体そのものを成立させるために不
可欠な情報である｡注記および附属明細表は財務諸表に､経済活動および経
済事象を表示するために生じる差を埋めるための補足情報としており､財務
諸表本体に影響を及ぼさない情報としている｡非財務情報は､現行制度では
開示されていない貨幣額による情報や定性要因を含む数量情報および定性情
報に該当するものである｡現在および将来の情報利用者が合理的な意思決定
を行うのに有用な情報を提供するものであり､提供される情報は企業価値の
創造･向上プロセスを正しく理解できるものとするためのものである0
これらの研究をまとめれば､企業情報は財務情報と経営情報とからなるこ
とが理解できる｡財務情報は企業の経営活動から得た結果を写像した情報で
139) 北 村 【2008] p,25
140)八田【2008】
141) 吉 見 【2008]
142) 広 瀬 【2011]
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あり､結果情報である｡結果情報は企業の経営活動を写す静的な内容であ
り､一貫した内容が開示される｡
一方経営情報は､企業の特質､経営活動の状況など企業の継続的活動基盤
を示す情報である｡継続情報は企業の経営活動が将来的にどのように継続さ
れかの内容を示した動的な内容であり､企業の構成､状況に応じて変化や状
況に合わせて選択され開示される｡この軸は､意思決定に必要な情報要秦で
あり､情報を効率的に識別する手段である｡
次に､企業価値と持続的発展可能性を示すための企業情報に関する研究が
ある｡それらの研究には､企業の短期的業績-の影響と､長期的成長-の影
響との時間軸を基軸とした企業の評価がある143)0
AICPAのジェンキンス報告書では､財務データおよび非財務データにつ
いて開示することで､企業の事業の動向を分析するための情報を表示し､経
営者の分析､将来指向的情報､経営管理に関する情報の積極的な開示を行っ
ている｡岡田は非財務情報を｢いまだ財務業績を伴っていないが近い将来財
務的業績として発現することを予期させる情報｣ 144)としている｡尾畑は非
財務情報を将来の財務的業績を予測するのに役立つ予測支援情報という役割
をもつものとしている｡非財務情報は｢将来的な財務業績につながり　うる潜
在的収益力の蓄積｣ 145)である｡このように､非財務情報が将来的な企業業
績を予測するための役割があるのである｡
IIRC のDISCUSSJON PAPER TO WARDS INTEGRATED REPORTING -
COMMUNICATING TIALUE IN THE 21ST CENTURY で は､ 企 業 が 事 業 を
行う営業上､社会上及び環境上の背景を反映できるように､統合報告が企業
の戦略､ガバナンス､業績及び見通しについての重要な情報を開示するもの
である146)｡統合報告の開示情報は､企業の価値創造する過程を示したもので
143)AICPA 【19941､ 岡 田 【2004]､ 尾 畑 【2008]､ ⅠIRC 【2011 】､ 古 賀 【2012]､ 輿 三 野
【2012】､小西【20121
144) 岡 田 【2004] p.38
145) 尾 畑 【2008 】 p.38
146)HRC の デ ィ ス カ ッ シ ョ ン･ ペ ー パ ー で は､ 統 合 レ ポ ー テ ィ ン グ の 基 礎 的 要 素 を
Strategic focus ( 戦 略 的 焦 点) ､ Connectivity of information ( 情 報 の 結 合 力) ､
Responsiveness and stakeholder inclusiveness ( 反 応 性 と ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 包
含 性) ､ Conciseness, reliability, andmateriality ( 簡 潔 性､ 信 頼 性 と 重 要 性) と
い う 五 つ を 示 し て い る(pp.12･13) 0
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ある｡
古賀は伝統的企業会計に基づく財務情報は短期的､過去指向のものであり､
長期的視点から企業価値と持続的発展可能性を評価する情報を非財務情報と
するものである｡非財務情報は二類型あり､企業の競争優位性の源泉として
の知的資源のストックとフローによる企業価値創出プロセスを示すものと､
社会的共生の視点にたち貨幣額での困難なものを示すものである147)0
輿三野は企業を取り巻く社会･経済的環境の変容に対し､企業が持続的成
長をするために､環境や社会と共生するために､リスクを予防的対応しなが
ら企業価値を創造することが必要になる148)0
企業の持続的成長を示すために､企業の経営資源を財務資本および製造資
本の財務的な経営資源と､組織内に蓄積された無形的資源とに分けている｡
小西は企業の財務諸表の数値に影響を与えるものは財務情報とし､財務的な
影響を及ぼすかの判断が困難なものは非財務情報としている149)｡これらの
研究をまとめれば､企業の評価として､短期的な見方と長期的な見方で評価
している｡短期的業績として､利益計算にかかるもので業績-の直接的影響
のあるものである｡長期的成長として､成長性､将来的な利益の源泉となる
間接的影響のあるものである｡
企業価値と持続的発展可能性を示すための企業情報に関する先行研究の整
理を行ない､図表2-5の先行研究のプロット図を作成した｡まず経営活動の
軸では､企業の経営活動から得た結果を写像した財務情報として一貫した内
容を結果情報とし､企業の特質､経営活動の状況など企業の継続的活動基盤
を示す経営情報は継続情報としまとめた｡次に企業の評価の軸では企業の短
期的業績-の影響と､長期的成長-の影響との時間軸として整理した｡
第一象限は財務情報の開示を中心とし､企業の経営活動に関する計算結果
であり､利益計算のもとになる情報という特長を有している｡第二象限は閉
示の中心に､財務情報を据えて､経営情報は財務情報を補う情報としての開
示する特長がある｡第三象限は経営情報を中心としながら､情報の不足する
147) 古 賀 【20121
148) 輿 三 野 【2012]
149) 小 西[20121
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ものを財務情報で捕捉する特長がある｡第四象限は財務情報と経営情報を中
心にした開示であり､将来性のある情報をも加味している｡
図表2･6　先行研究のプロット図
企業の評価
短期的業績
皐畑は0081 吉見一望00  兌ﾘ鉙ｳ涛｢ ĀĀĀĀĀĀ
小 西 【2012  ー 八 田 2ー00 劔Jﾙ%3" 謦ĀĀĀ
.一 剪Ā
▼  
A】CPA【 1994】
輿三野【2012】
古賀【201tl]
IIRC 【201 ll
岡匹【200･11
北村【2008】
広瀬【2011I
経済産業省知的財産政
策菱は007】
長期的成長
経営活動
結果情報
財務情報の価値関連性の低下､財務情報の拡大､複雑化､経営情報の一方
的拡大における企業情報の問題点を図示すれば､図表216の従来までの企業
情報に関する問題点ようになる｡
縦軸は開示するうえでの情報の適用性とし､横軸は開示する情報量として､
拡張していく企業情報を示しそうとしたものである｡縦軸の情報の適用性は､
企業情報が企業の実態を示す情報として当てはめて用いることである｡会計
情報ほど客観性が高く､情報の硬さがあり､経営情報ほど開示される情報は
経営者の判断や見積りといった裁量の余地があり､柔軟な情報となるもので
ある｡一方横軸は情報開示における情報量である｡会計情報では､強制開示
のもとで最低限の情報量で開示がなされる｡経営情報では､任意開示のもと
で情報利用者の要求に応じて､情報作成者が定性的な情報を開示し､情報量
が一方的に多くなるものである｡
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図表2･6　従来までの企業情報に関する閉居点
図示してみると､企業情報は企業の実態を明らかにするために､会計情報
では欠けているところや不十分なところを補い､付けくわえていったために､
部分的に情報内容､情報量の拡充が行われてきたことが理解できる｡企莱情
報開示では､会計情報を財務情報､補足情報､経営情報で補うことで､情報
利用者の要求に応じて､情報作成者が情報要求に応じて情報内容や情報量の
拡充を行うのである｡
このような考えのもと､情報が拡充され続ければ､情報作成者は情報の作
成コストが増す一方である｡また情報利用者は､情報量が多すぎるために情
報の利用や企業の実態を把握することが難しくなる｡これまで簿記会計では､
簿記の記帳技術をベースとして､会計における数値情報､企業の経営活動を
非数値情報として捉えてきた｡
久持の研究では､企業が開示する情報は財務諸表本体および注記に掲載さ
れている情報を財務情報とし､非財務情報は財務諸表外情報で､財務諸表本
体および注記に掲載されない情報である｡非財務情報の1つとしてCSR･環
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境情報を扱っている｡財務諸表の構成要素に合致すれば財務情報として財務
諸表本体に掲載され､財務諸表本体の追加情報として財務諸表本体の明瞭性
を高めるために注記になる｡それゆえ､財務情報にも　CSR･環境情報が含ま
れ､非財務情報にもCSR･環境情報が含まれると考えられ､開示する情報の
外延が拡大される150)0
図表2･7　従来までの企業情報の見方
< 出 典: 久 持 【2011 】p.134, 円 谷 【2012b 】p.109, 上 野 【20151, 小 西 【2015b 】p.146
を参考に筆者加筆修正して作成>
従来までの企業情報の見方を整理すれば､図表217のように示すことがで
きる｡企業情報の問題として､財務情報を補う性質で､財務情報の延長線上
で捉えられる補足情報と経営情報は一方的に増えていくものになる｡それに
より､財務情報に収まりきれない情報が補足情報と経営情報-収められ､ゴ
ミ箱化されてしまうことに問題がある｡また補足情報と経営情報が同質化す
ることにより同じような情報がそれぞれに含まれるため､補足情報と経営情
報の境界が明らかにならない問題が生じる｡
これまで､財務情報に収まりきれない情報はすべて経営情報-収められ､
ごみ箱化してきたのである｡しかし何でも経営情報としてしまうと､情報要
150) 久 持 【20111p.134
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求に応じた情報内容を拡充していくことになり､情報内容の作成と利用が不
明確になり､ひたすら経営情報が増大するものとなる可能性が否定できない｡
情報内容は企業実態を明らかにするために､それぞれの情報の位置づけを明
確にし､不必要な情報を排除したうえで､企業の経営活動を多様化､複雑化
に対応した描写し､情報の目的に適合した情報提供がなされるべきである｡
補足情報は､会計情報､財務情報と一体となって､効果的･効率的に会計情
報や財務情報の理解を促す情報を提供するものである｡経営情報は､企業の
事業の状況を説明する定性･記述かつ定量･数値な情報である｡
情報内容が情報利用者の情報要求により､質的､量的な変化をもたらし､
情報作成者の情報作成範囲が拡大化し､それに応じて情報作成者の受託責任
が拡大された｡補足情報は､利害調整を基本としながらも､情報提供の拡張
により､情報内容の範囲が広がり､内容と量の拡大がなされてきた｡それに
伴い､情報作成者である企業は､自らの経営行動に対して説明する責任を負
うようになった｡
情報利用者の情報要求は経済社会の変化にともない多様化し､複雑化して
いる｡企業情報開示のあり方が変化して､財務報告から包括的なビジネスレ
ポーティング､統合レポーティング-と開示方法が変化している｡
この動向が生まれたのは､ AICPAのジェンキンス報告書である｡ジェン
キンス報告書では､伝統的な財務報告を見直す三つの視点を提供している｡
一つ目は未来化の視点であり､経営計画､リスク情報という将来志向的情報
の開示の重要性を主張している｡二つ目は非財務情報重視の視点であり､企
業の重要な事業遂行プロセスなど､長期的価値形成に焦点をあてた情報提供
をすることを目的としている｡三つ目は内部管理情報を外部化する視点であ
り､企業の管理目的情報を外部報告情報と同等に扱い､内部情報を外部情報
として開示することである｡
河崎は会計ディスクロージャーの変化を四つの視点から捉えている｡一つ
目は環境変化の視点であり､経済社会の変化と企業活動-の影響を示してい
る｡ 二 つ 目 は コ ー ポ レ ー ト･ ガ バ ナ ン ス で あ る｡ 企 業 責 任 に つ い て､ 株 主 の
視点を重視したステークホルダー視点である社会責任にその重点があること
を示している｡三つ目はアカウンタビリティの視点である｡従来の伝統的な
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受託責任から､拡大された受託責任が強調されている｡四つ目はディスクロ
ージャーの視点である｡開示内容が質的､量的な変化により開示情報の拡大
化をもたらし､伝統的な財務報告から包括的ビジネスレポーティング-の拡
張が示されている151)｡
図表2･8　会計ディスクロージャーの変化
ドメステj :､fダな経済基盤-プロ-パfLな窺済基盤
芝ア:コダタ喜t塾葦壌運済-Jプアrf+ンス隻だ湯量済-ナ乙プジ覧素養蓮終
1 1､:i: ∫-/1･ ケ し1- ジ ャ ー
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二二圭亮
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!
< 出 典: 河 崎 【20021p.82>
古庄は､財務報告の範囲(spectrum)および財務報告の境界(boundary)を問
題点とし､日本の概念フレームワークと英米の概念フレームワークにおける
財務報告の範囲の問題を取り上げ､経営者による説明や営業･財務概況の開
示が財務諸表の補足ないし補完を含めることの意義について考え､財務報告
151)河崎【2002】
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の外延的拡大について検討している｡古庄の研究では､財務報告は財務諸表
を報告するにとどまらず､独自の意味内容をもち､財務諸表の解説および会
計方針等の説明を中心とする財務諸表の補足機能から､先行業績指標として
の非財務情報による財務諸表の補完機能-の重点移動があったとの結論であ
る152)0
図表2･9　開示プロセスの構造
削草間--i:
1●::言問手
公約情報チャネルを利
用した開示
私的情報チャネルを利
用した開示
< 出 典: 古 庄 【2007C1, 古 庄 【20121>
図表2-9開示プロセスの構造のように財務諸表本体一注記一財務報告手段
としての記述情報が相互に連携した体系的な開示構造が提起されている｡古
庄は財務諸表を中心とする財務報告の枠組みが､企業報告の枠組み-と広が
りをもって展開している｡そのなかで､財務報告の枠組みにおける財務諸表
と財務諸表外情報はどのような相互関係を形成､捉え方と､両者の関係が変
化するのかを問題点として検討している｡
とくに財務報告の枠組みを再編する契機として､財務報告の範囲をどこま
で考えるか､または財務報告の範囲をどのような論拠に基づいて線引きする
のかといった財務報告の範囲の画定問題を中心に議論している｡
古庄の目的は､財務諸表と財務諸表外情報がどのような相互関係にあるか
を､財務諸表外情報の補足機能および補完機能の観点から､四つの分類を用
152) 古 庄 【2007C]p.10. 監 査 論 の 監 査 な い し 保 証 概 念 の 検 討 の な か で､ 日 本 で は｢ 内 部
統制報告および監査を通じてその信頼性が確保される財務報告は､どのようにしてそ
の境界を定めるかの検討も行っている｡
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いて整理し､説明している153)｡財務諸表外情報との関係性について､山崎の
研究では財務情報外情報は､ ｢財務諸表と一体となって開示され､財務諸表を
補足･補完することによって､その機能を果たすもの｣ 154)であり､財務諸表
を補足､追加､あるいは補完する情報である｡財務諸表外情報には会計情報
以外の非会計(非財務)情報､定量的情報を含んだ記述情報と定性的情報､
財務諸表では開示されない財務諸表外情報を含んでいる｡
財務諸表外情報は､財務諸表に示されない情報を提供し､財務諸表やその
注記を理解するうえで､企業の過去の業績に係る背景､説明および将来の見
通しなどを示すことで企業業績の分析を支援する｡それによって､財務諸表
本体を補完するものである｡
図表2･10　企業情報の考え方
153) 古 庄 【2008b1
154) 山 崎 【2012]p.4
77
そこで､企業情報概念の改善点を示していく｡これまでの企業情報は､開
示内容の欠けているところや不十分なところ補うために情報内容､情報開示
量を増やしていった｡それゆえに情報作成者には情報の作成コストが増す一
方である｡また情報利用者は､情報の利用が情報過多や情報の複雑化によ
り､情報の理解が困難なものになる｡複雑化した情報を受け取り､情報内容
を読み､情報内容を理解することが難しいものになる｡開示される情報は､
定量情報として､会計情報と会計情報を補う財務情報と､定性情報として企
業の実態を示すための経営情報を示すのである｡その両者の足りない所を補
い､不十分な点を付け加えるために補足情報を示すのである｡
従来の企業情報をベースに､情報利用者の視点と情報作成者の視点の軸を
導入し､また過去､現在､将来の時間軸を導入することで､企業情報を立体
的に捉える｡企業情報概念の改善点を示したものが図表2110企業情報の考
え方である｡
情報利用者の視点と情報作成者の視点の軸では､財務情報と非財務情報の
関係は､非財務情報は財務情報を補完する役割があった｡しかし補完する関
係の場合､一方的に情報量が増えて､定性的な情報が多くなっていく｡これ
らの拡張する情報を整理するために､情報利用者の視点と情報作成者の視点
の軸を導入することで､それらを双方から見ることができるようになる｡
過去､現在､将来の時間軸は､企業情報において立体的な見方をする役割
を果たす.財務情報は､過去の結果であり､それまでの経営活動の一部分を
示すことに過ぎないのである｡財務情報と非財務情報を中和(織り交ぜる)
する要素として､時間軸を取り入れ､財務情報と非財務情報の関係をバラン
スする役割と情報の奥行･背景をみることにより､企業実態を示すものと考
えられる｡企業実態を示すために､財務情報と非財務情報は､立体的にみた
場合､定量的な会計情報､財務情報をみて､その背景となる非定量的な補足
情報､経営情報を関連づけてみることもできる｡
そして､これらの視点を結びつける役割を果たすものは､外部性である｡
外部性とは､ある経済的主体の行為､経済活動の意思決定が他の経済主体の
意思決定に影響を及ぼすことである｡つまり､外部性は､他の立場の満足度
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や利益に直接的に影響を及ぼすことであり､他の立場のつながりや､やりと
りを通じて価値を生み出すものである｡
Marshallは､ある企業は経済活動を通じて､規模拡大するにつれて､費
用が逓減する効果がみられるかを考え､企業の自助努力によって逓減するも
のは内部経済といい､産業全体の規模の拡大がその産業全体の環境を改善す
ることを外部経済としている｡外部経済について考えてみれば､市場を通じ
て影響を与えることを金銭的と呼び､市場を通さずに影響を与えるものを技
術的と呼んでいる155)｡
ま たSamuelson はPigou の 立 場 を も と に､ 各 個 人 の 行 動 が 他 者 に 影 響 を
与えてしまうが､各個人は意思決定を行なう際にはそれを考慮にいれないの
で､技術的な要因の場合に当てはまると､他者に影響を与える唯一の違いを
｢外部経済ないし不経済｣という用語で説明した156)0
Coaseは､ある人の意思決定がその意思決定にかかわってはいない誰かに
影 響 を 与 え る こ と と し て い る｡ た と え ば､ A とB と の 取 引 が､ 取 引 の 当 事
者ではない､ C､ D､ Eに別の形で影響を与える結果となったときにおいて
､その影響を外部性と呼んでいる157)0
会計情報､財務情報は経営活動の結果を外部に示すものである｡補足情報､
経営情報は内部管理に利用し将来的な内容を示すものである｡企業の経営活
動に関しての外部と内部のそれぞれの要素を織り交ぜることで､企業情報の
奥行と背景をみることができる｡
企業情報の用途は､片方の見方では単一の情報を見ることができる｡もう
一方の見方では､情報を全体としてみるとき､企業の実態を示す総合的な情
報としてみることができる｡たとえば会計情報､財務情報として売上高､営
業利益等を単独の情報として見ることができる｡また､ビジネス･モデル､ビ
ジネスリスク､事業戦略､投資家との関係など情報とを併せてみることもで
きる｡
つぎにそれぞれ軸の関係性をみていく｡はじめに情報利用者の視点と時間
155)Marshall 【1920 】 ( 大 塚 訳 【1928 】)
156)samuelsonl1947] ( 佐 藤 訳 【19671)､ Samuelsonl19581
157)coase 【1988 】 ( 宮 沢, 藤 垣, 後 藤 翻 訳 【1992])
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軸の関係について､情報利用者はそれぞれの利用目的にあわせて､過去､現
在､将来といった時間軸に即した情報を､自己の情報利用目的に応じて情報
を取得することが可能となる｡それによって､情報利用者はあふれた情報の
なかから､情報の取捨選択を行うのである｡
会計情報､財務情報､補足情報､経営情報を組み合わせすることで､情報
利用者はさまざまな角度から分析を行うことができ､情報利用を促進する｡
情報作成者は､情報利用者の情報利用目的に応じて､必要な情報を提供する
ことができる｡情報内容の拡張が起こっているなかで､会計責任を果たすの
である｡
情報作成者の視点と外部性の関係は､ある情報作成者は他の利用者の意思
決定に影響を与えるのである｡情報作成者は利用者の情報要求に応えるかた
ちで開示内容を増やし､開示量を増やしていく｡情報作成者は情報利用者に
対して株式購入や企業との取引などある何らかの経済的意思決定に利用され
たり､企業実態を明らかにするための分析手段として利用されたりすること
で､情報利用者に影響をあたえ､情報利用を生み出すと考えられる｡
情報利用者と外部性の関係については以下のように考えることができる｡
情報利用者である株式投資者などの利害関係者は､その意思決定にあたり､
それぞれの利用目的に合致したものを提供された情報のなかから取捨選択し､
それぞれの視点から満足や意思決定-影響を及ぼす情報のみが利用される｡
財務情報と非財務情報を作成者と利用者の視点からみれば､財務情報は個別
の企業が開示制度を通じて直接把握できる情報であって強制開示される情報
内容である一方､非財務情報は開示制度を通じても直接把握できない情報で
あって､企業が自ら任意開示することによって経済主体の意思決定に影響を
与えているものとなっている｡この点からいって､非財務情報は外部性を有
していると考えることができる｡
経営情報は会計情報､財務情報と補完的役割であるが､任意開示による情
報内容をある情報利用者が把握することで､その意思決定に影響を及ぼすも
のとなる｡他方で情報利用者の目的によっては､経営情報のみを企業の実態
を分析するために用いることも可能となる｡
会計情報､財務情報､補足情報､経営情報をそれぞれ異なる用途の情報と
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して利用することができるため､これら4つの情報がなければ､企業情報と
となりえないわけではない｡なぜなら単独の情報を用いて企業の実態を分析
することが可能であるからである｡ただ企業全体を僻轍する際には､企業の
実態を示す総合的な情報としての企業情報に意味を見出すことができる｡企
業情報としてまとめられた4つの情報に関連性をもたせ､情報開示すること
によって､さまざまな目的からの企業の実態の把握､実態の分析が可能にな
る｡また各情報の階層化によって､相互補完的な観点での検討も行なえるも
のになる｡
214　企業実態を示すための企業情報
企業は事業成長を通じて拡大するか､または買収や合併を通して企業規模
との拡大し､複数の事業領域を横断的または縦断的にまたがる経営を行う｡
情報開示対象が法的実体から､企業の本質を示した企業の経済的実体-変化
している｡
まず企業の経営活動の多角化の観点から､企業の経済的を把握するための
検討をおこなう｡本検討は企業の経営活動の多角化が進むなかで､事業領域
の拡大､複雑化､またはリスク分散､企業成長要因などを明らかにし､企業
の経済的実体を把握するために有効である｡
経営活動の多角化は企業内の未利用資源の活用､複数事業の経営によるリ
スク分散､成長機会の確保､経営活動の共通部分におけるシナジー効果など
がメリットとしてあげられる｡一方で経営者の利益追求､企業内部資金を利
用した非効率な投資などのデメリットもある｡
多角化は大きく関連型多角化と非関連型多角化にわけることができる｡関
連型多角化とは､企業自身の内部的な発展や拡大-の努力によるものである
といえる｡事業拡大-の努力には､同種または関連事業を営む企業との合同
つまり水平的企業合同と､企業の仕入先または販売先を統合するものつまり
垂直的合同がある｡非関連型多角化は､相互に関係がないか､もしくは極め
てわずかな関係しかない事業を営む企業間の統合､つまり買収､合併による
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異事業との合同である158)0
田中は｢一企業内に収益性､危険度や成長性の異なるいくつかの事業部門
が存在し､それぞれがかなり自主的に経営活動を行っているもの｣159)とした｡
吉原･佐久間･伊丹･加護野は｢企業が事業活動を行って外部に販売する製
品分野の全体の多様性が増すこと｣160)と多角化を定義している｡石井･奥村･
加護野･野中は｢企業の製品･市場スコープを広げることである｡あるいは､
企業の持つ経営資源を新たな製品･市場-と展開し､さらにはそのようして
既存の経営資源の拡充･発展を図ること｣ 161)と多角化を定義した｡これらを
整 理 す れ ば､ 多 角 化 を｢ 関 連 型 多 角 化(relateddiversification)｣ 162) と｢ 非 関
連 型 多 角 化(unrelated diversification)｣ 163) の 二 つ に 分 類 さ れ て い る｡ 図 表
2-11では､関連型と非関連型の多角化の特徴をまとめた｡
図表2･11　多角化のまとめ
多 角 化 の 種 類  亊 i ﾅ 非 関 連 型  Ā Ā
多角化の特徴 倬hｼhｭH,ﾈ5h6xｸﾏｨ*ｩ;(+x*"事業別の業績格差や収益性の差が明らかに なる ĀĀĀĀĀリスク分散による業績-の影響を低減 .倬hｼh,Y<i+ﾙyh/Iﾈ馼ｼb,ﾉ俯.(,ﾙ.揺馼ｼbﾘ,ﾉ^(,H/,凉w,X*ｸ.ĀĀĀ ĀĀĀ
規模の経済を可能とする 佝94h/,xｭhﾅx,ﾈ,(甑Zｩnﾈ,ﾈｮ仂b/ﾘy[ﾈ+ﾘ,ﾙH8/+x.ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
多角経営企業は､同一企業が､産業分野を異にする複数の事業を経営して
いるかいないかによって､関連型多角経営企業と非関連型多角経営企業に分
158)ICPA 【19671para.4,5( 新 井 監 訳･ 磯 部 訳p.132)
159) 田 中 【1976]p.32
160) 吉 原, 佐 久 間, 伊 丹, 加 護 野 【19811 p.9
161) 石 井, 奥 村, 加 護 野, 野 中 【1996 】 p.110
162)関連型多角化は｢企業を構成する各SBUが､開発技術､製品の用途､流通チャネ
ル､生産技術､管理ノウ-クなどを共有している多角化｣ (石井,奥村,加護野,野中
【19961p.110) で あ る｡ そ れ に は 知 識 や ス キ ル と い っ た も の を 共 有 し､ 利 用 す る こ と
で拡大をめざすものであるとしている｡163)非関連多角化とは｢企業を構成する各SBU間に､きわめて一般性の高い経営管理
スキルと財務的資源以外の関連性が稀薄｣ (石井,奥村,加護野,野中【1996】p.112)な
多角化である｡
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類することができる｡関連型多角経営企業とは､同一企業内に収益性の度合
い､成長の可能性､リスクの内容や度合いがそれぞれ異なる事業活動をして､
それぞれの技術､生産､ノウハウを共有し､利用することで拡大する企業を
いう｡これに対して経営的にほとんど関係のない異分野の企業を合併または
買収をすることにより､企業規模の拡大をしているだけの企業は､非関連型
多角経営企業と呼ばれる｡非関連型多角経営企業では､ある事業で独占的に
あげた利益を用いて､他の損失あるいは非常に低い利益をあげることしかで
きない事業-の補填に利用することが可能になる｡
次に企業の会計主体の観点から､多角化経営企業に関する開示情報を検討
する｡会計主体は会計上の判断を行い､会計処理を行う主体である｡かかる
会計方針決定の中心が何であるかを追求するのが会計主体論である｡会計主
体論では､どのような立場から会計方針の決定を行い､会計理論のよってた
つ観点を何に求めるかを検討し､そして情報開示の範囲について検討する｡
会計主体には､ (D法的実体､ ②経済的実体があり､この2つによって会計の
範囲が定められる｡連結範囲が定められており､連結財務諸表における情報
開示において示される｡
連結財務諸表では､グループ会社の情報が統合されて､開示範囲が狭くな
る｡利用可能な情報は減少していくのである｡情報利用者は､企業全体の収
益性､成長性､危険度などを評価することが困難になり､情報利用者に有用
な意思決定情報の開示がなされていないのである｡したがって､企業経営の
実態を示した開示情報が必要になる｡
経済的実質を示した情報は､従来の財政情報､業績､財政状態の変動とい
った財務諸表で開示される情報だけでなく､企業の多様な事業および環境を
理解できる企業の経済的実質を示した情報である｡経済的実質を示した情報
は､情報の作成者と利用者における情報の非対称性を解消する情報である｡
図表　2-12　は経済的実質に関する比較を行ったものである｡経済的実質に
関しては､部分的な捉え方と､全体的な捉え方に分類することができる｡企
業の経済的実質を示す情報として､見積りや予測の情報を部分的に示すもの
と､企業全体の情報として一貫した情報を示すものとに捉え方が異なってい
る｡
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図表2･12　経済的実質に関する比較
経 済 的 実 質 の 見 方 兀IZｩ4i_ｲ 全 体 的 な 捉 え 方 ĀĀĀĀ
経済的実質に おける情報 唸Z鞍xｾuｨﾆ,hgｸｨ,ﾉ¥ｸ,(.｢･連結情報の見方について､連結情報を株主(潜在株主 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
て､企業の経済実態の把握を指向する会計-と進展 ｭﾈ-笘,ﾈ+ﾘ-丶ｨ麌+x.h+X,JIﾈｸ饑*ｩX檍,ﾂĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
-経営者の企業の社会的責任(CSR)遂行における誠 乘H皦/雕+x.唏檍,ﾈ晳HｩH皦-ﾈ,Xﾘx.ﾘ+ﾙﾈｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
実性を反映する会計が､形式より実質(substance 舒仂h&8,ﾈｩH益9YH,ﾈ*唏,h*(*Iﾈｸ益X*ｩn(.ﾘ.｢ĀĀĀĀĀĀ
oVerfom)-と経済的実態把握を指向する H*(.ĀĀ
-しかし､収益費用アプローチ(収益費用観)､資 唸蜥餽俐(,h*(*H5x6(4駢ih,jH傭餒+R ĀĀĀĀĀ
産負債アプローチ(資産負債観)の会計観の混在によ ﾘ,ﾙybh*(*H7H8ﾘｹwih,h,ﾈｭhﾅx*ｨ,x,ﾈ.h*H,兔ｲĀĀĀĀĀĀĀ
り見積り.予測要素の増大と､会計の複雑化がお X,H*ｸ+ﾘ*jH.*H-,h,(,ﾙｸ,h,倬hｸ,ﾉｩ.8.｢ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
き､財務情報の意義が問題 x*ｸｺI,ｩｸ,h+ｸ,ﾉｩ.ﾈ,h,ﾈｭhﾅx/:X-ﾈ*h,JH+,ﾂﾖﾈ*i_ｸ*ｩ¥ｸ+X+ﾘ+,bĀĀĀĀĀĀ
相違点 唸ﾊ(彧x疫ﾉｨ,ﾉwih*ｩﾘXﾞk饑,ﾉﾙ7ﾈｩn(.ﾘ.ｨ.･従来の見方から､企業全体をみる見方-変化した ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
サ ー ベ イ  冲 i 糞 # 斎 藤 [ 2 0 0 9 ]  Ā Ā Ā Ā Ā
従来までのように､部分的な修正を繰り返し行い､情報内容と情報量が増
えてきている｡しかし部分的な修正による情報内容と情報量の拡張では､経
済的実質を十分に理解することができないのである｡そこで全体的な捉え方
をすることで､一貫した情報を示し､経済的実質を十分に理解可能にする｡
友杉は､会計は実物経済から金融経済-と資本市場の変化につれて､企業
の経済実態の把握を指向する会計-と進展し､収益費用アプローチ(収益費
用観)､資産負債アプローチ(資産負債観)の会計観の混在により見積り･予
測要素の増大と､会計の複雑化がおき､財務情報の意義を説いている164)｡経
営者の企業の社会的責任(CSR)遂行における誠実性を反映する会計が､形式
よ り 実 質(substanceoverform)- と 経 済 的 実 態 把 握 を 指 向 す る こ と に よ っ て､
見積りや将来予測の要素が増加し､財務情報の信頼性が問われる｡
斎藤は連結情報の見方について､連結情報を株主(潜在株主を含む)のた
めに開示するとして､連結情報が親会社の株主を重視するか､子会社の少数
株主まで合わせた連結企業集団の株主全部なのか､という連結主体観が問わ
れ て い る と し て い る165)｡ そ し て､ 資 産･ 負 債 と い う ス ト ッ ク 要 素 と､ 収 益･
費用(もしくは利益)というフロー要素との関係がどのように変化したかと､
164) 友 杉 【2008]p.13
165) 斎 藤[2009 】p.322
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もうひとつは対象となる事象の測定されるべき共通属性とその測定値との関
係を踏まえて､この考え方が従来の見方から､企業全体をみる見方-変化し
た と 論 じ て い る166)｡
経済的実質を明らかにするためには､会計単位である企業集団全体をみる
観点からすると､たんに財務情報だけにとどまらず､企業の多様な事業およ
び環境を理解できる総合的な企業情報が必要であるといえる｡
2-5　小括
第二章では､情報利用者の観点から情報利用者の情報ニーズを探り､一方
で､情報作成者の観点からの情報ニーズを満たした情報内容を考察した｡情
報利用者の情報ニーズに対する情報開示要求に応えるかたちで､情報作成者
は情報内容と情報量の拡張により対応を行なった｡従前までの企業情報は､
情報利用者の情報ニーズが多様化したことで､量的質的な情報内容を拡大し
てきた｡
これらの問題を解決するために､情報作成者と情報利用者の観点､時間軸
とを組み合わせ､くわえて外部性の導入によって総合的な企業情報を検討し
た｡企業情報は従来の企業情報をベースに､情報利用者と情報作成者の軸を
導入し､過去､現在､将来の時間軸を導入することで､企業情報を立体的に
捉え､企業情報概念の改善点を示した｡さらにこれらの視点を結びつける方
法には､外部性の概念を導入した｡
企業情報は､会計情報､財務情報､補足情報､経営情報をそれぞれの用途
の情報として検証することができ､各内容が把握できる｡その情報を用いて
企業の実態を分析することになる｡また情報を全体としてみるときには､企
業の実態を示す総合的な情報として､企業全体としての実態の把握､実態の
分析が可能である｡
166) 斎 藤 【20091p.342
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第三章　企業情報-の統合整理
情報内容は情報利用者の情報ニーズが多様化することで､情報内容の量的
質的拡大が求められている｡情報作成者は情報利用者の要求に応えるかたち
で､量的質的拡大と変容を行ってきた｡このような量的質的拡大によって企
業情報は､会計情報､財務情報､補足情報､経営情報が一方的に拡張するも
のになる｡会計情報､財務情報で収まりきれない情報はすべて､補足情報や
経営情報に含まれるため､近年の情報内容の拡大は､補足情報や経営情報の
拡大ということができる｡
しかし企業情報の量的質的拡大は､情報作成者が情報利用者の要求に応え
ることから生じるものであるため､情報作成者の視点は無視されている感が
否めない｡事実､情報作成者からみれば多様な情報内容を作成する負担が増
しているということができる｡
本章では企業情報の問題を解消するために､情報利用者が必要とする企業
情報を整理し､また情報作成者から企業経営の実態を示した開示情報を整理
することで､企業情報の統合整理を行う｡
3-1情報開示項目の分析
図表3-1および付録4は､強制的開示における情報開示項目の分析を行い､
情報開示項目ごとでまとめ､その内容を示したものである｡情報開示内容の
分析では､強制的開示である有価証券報告書､事業報告､決算短信の開示内
容を横断的に比較し､共通項目や内容について纏めている｡共通的情報は､
それぞれの強制的開示書類で共通した項目を情報開示項目と考え､企業実態
を示すうえでの重要な情報である｡
有価証券報告書､事業報告､決算短信の開示内容を横断的に整理した結果､
｢業績･財務に関する情報｣は業績ハイライト､財務情報､注記情報の項目
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について共通的情報として開示されている｡これらの開示内容は､企業業績
や財政状態を示すための情報であり､企業の実態を示している｡
｢企業経営に関する情報｣には､経営方針及び事業内容等､注記情報があ
る｡企業経営に関する情報の内容は事業の内容､経営方針と経営戦略､経営
上の重要事項と事業のもつリスクを説明するものである｡
以上のように､有価証券報告書､事業報告､決算短信における共通的情報
は､企業業績や財政状態に関する財務情報と企業の経営活動に関する経営情
報である｡企業経営に関する情報は意思決定に利用するための情報であり､
企業実態や企業の状況を示すための情報内容である｡
図表3･1　強制的開示における情報開示項目の分析
業績.財務に関する情報 
(業績ハイライト) 舒仂h,ﾈ･HｻX,(*(,JHﾆ9ﾉ.(ﾞﾘ9H/麌+x饑ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
(財務情報) 刋ﾈｹﾘ妺顰iUﾊIhﾇh螽運yyhﾇh螽唏ｩH皦gｹ9兔霽h螽,ﾈﾞk饑ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
財務諸表である貸借対照表､損益計算書､株主資本等変動計算書 
(注記情報) 刋ﾈｹﾘ妺顰iUﾈｭhﾅzHｩH皦gｹ9兔霽h螽ｭhﾅzCiY9h+ﾘ.饑H5ｨ4986x饑ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
企業経営に関する情報 
(経営方針及び事業内容等) 倬hｼh,ﾉ>vZHﾆ9_ｹ｢鞍9ﾙz｢唏ﾆ88,ﾈwh馼ﾘ,(*(,H,ﾈｴﾈĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
事業の経営成績に関する情報､生産､受注及び販売の状況､事業上の対処すべき課題､ 
リスク 
経営者視点からの財政状態､経営成績及びキャッシュ.フローの状況の分析 
配当政策 
コーポレート.ガバナンスの状況､会社の経営の基本方針 
(注記情報) 刋ﾈｸ,hﾌ)¥ｨ,ﾊ(ﾇｮ仂h,ﾉ,亊h+x.ﾘｴﾊ2ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ連結の｢財務諸表作成のための基本となる重要な事項｣に関する注記 
連結の重要な後発事象 
企業情報は､共通的情報として企業業績や財政状態に関する財務情報と企
業の経営活動に関する経営情報が示されることで､企業実態や企業の状況を
知ることが可能になる｡それによって情報利用者である株主や投資家にとっ
て企業の将来の方向性を理解するための情報内容として企業情報は有益であ
る｡
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情報作成者である企業は､経営情報(非財務情報)のなかでも強制開示の
事 業 リ ス ク 情 報､ MD&A 情 報､ 任 意 開 示 のMC 情 報､ ESG 情 報 等 を 開 示 し
ており､情報利用者にとって企業経営の実態を把握しやすくするための情報
を提供する｡筆者が経営情報の開示実態について､実際の開示状況を調査し
た も の が 図 表3-2 で 示 し て い る｡
図表3･2　企業ウェブサイト上の非財務情報の開示状況
調 査 項 目 Dﾈ8ｻR 剴#iDﾈ8ｻRRĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ育 乖Hﾘr 無 乖Hﾘr 育 乖Hﾘr 無 乖HﾘrĀĀĀĀ
m サ イ ト( 株 主. 投 資 家 の み な さ ま-) 有 無 #R100.0% 0.0% #R100.0% 0.0% ĀĀĀĀĀĀĀĀ
経 営 方 針 有 無  8 1 . 3 %  鼎 " 1 8 . 7 %  s 2 7 6 . 9 %  鉄 " 2 3 . 1 %  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
経 営 計 画 有 無  8 1 . 3 %  鼎 " 1 8 . 7 %  C r 6 5 . 3 %  都 3 4 . 7 %  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
中 期 的 な 会 社 の 経 営 戦 略 有 無 80.4% 鼎B19.6% 涛241.3% 3"58.7% ĀĀĀĀĀĀĀ
事 業 等 の リ ス ク 有 無 3r60.9% 塔39.1% #254.7% "45.3% ĀĀĀĀĀĀĀĀ
デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー ポ リ シ ー 有 無 3R60.0% 涛40.0% 3B59.6% 涛40.4% ĀĀĀĀĀĀĀĀ
事 業 概 況 有 無  8 0 . 0 %  鼎 R 2 0 . 0 %  b 4 7 . 1 %  5 2 . 9 %  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス( 体 制) に つ い て の 記 述 有 無 ヲ84.0% b16.0% r92.0% 8.0% ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス 報 告 書 有 無 3259.1% 涛"40.9% ビ83.1% 16.9% ĀĀĀĀĀĀĀ
内 部 統 制( 体 制) に つ い て の 記 述 有 無 80.0% 鼎R20.0% 48.0% r52.0% ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
内 部 統 制 報 告 書 有 無 r7,6% 92.4% 唐3.6% r96.4% ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
C S R 報 告 書 有 無  R 9 1 . 1 %  8 , 9 %  ィ 8 1 . 8 %  鼎 1 8 . 2 %  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
知 的 財 産 報 告 書 有 無 "5.3% 294.7% 迭2.2% #97.8% ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
グ ル ー プ 報 告 書 有 無 唐3.6% r96.4% "9.8% 290.2% ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
統 合 報 告/ 統 合 レ ポ ー ト 有 無   R15.6% 84.4% ĀĀĀĀĀĀĀ
< 出 典: 日 経 平 均225 採 用 企 業 の 各 社 ホ ー ム ペ ー ジ か ら 　2011 年12 月 時 点 と 　2016 年9
月時点で掲載されていた内容から筆者作成>
この調査は経営情報の開示状況について､有価証券報告書､コーポレート･
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ガバナンス報告書､企業のIR情報などから現在の非財務情報の開示状況を
把握するために行った｡この調査によって情報作成者が､どのような情報を
重視して開示しているかが明らかになる｡別の言い方をすればこの結果は情
報作成者が情報利用者の情報ニーズに対応するためにどのような情報開示が
必要となると考えているのかが現れたものであり､情報利用者のニーズをど
こまで把握できているかを推測することができる｡
本調査対象は日経平均225採用企業のウェブサイトであり､対象企業のウ
ェブサイトの内容を確認し､情報開示状況を調査した｡図表3-2では､企業
ウェブサイト上で非財務情報の開示をおこなっている上場会社の状況を示し
ている｡
経営方針や事業内容に関する開示状況をみれば､経営方針に関する情報は
2011 年 調 査 で は183 社､ 2016 年 調 査 で は173 社 で 開 示 さ れ て い た｡ 経 営 計
画 に 関 す る 情 報 は､ 2011 年 調 査 で は183 社､ 2016 年 調 査 で は173 社 と な っ
て い た｡ 経 営 戦 略 に 関 す る 情 報 は､ 2011 年 調 査 で は181 社､ 2016 年 調 査 で
は　93社と開示している企業が大きく減少していた｡また事業等のリスクに
関 し て の 情 報 は2011 年 調 査 で は137 社 で､2016 年 調 査 で は123 社 の 開 示 状
況であった｡
ガバナンスに関するウェブサイト上の開示状況をみれば､コーポレート･
ガバナンスに関する体制の記載は2011年調査では189社､2016年調査では
207社と開示している企業が増加している｡内部統制体制の記載は　2011年
調 査 で は180 社､ 2016 年 調 査 で は108 社 と 減 少 し て い た｡ ま た 東 証 規 則 の
コーポレート･ガバナンス報告書の開示は､東京証券取引所のウェブサイト
上 で 開 示 さ れ て い る 要 因 で2011 年 調 査 で は133 社､2016 年 調 査 で は187 社
となり､企業のウェブサイトでも同じく開示されている｡内部統制報告書の
開 示 は､ 2011 年 調 査 で は17 社､ 2016 年 調 査 で は8 社 で あ り､ 内 部 統 制 に 関
する経営者自らが評価した結果を報告することから積極的な開示がなされて
いない状況である｡
コーポレート･ガバナンス報告書､内部統制報告書について､本来は強制
的開示書類であるため､企業ウェブサイト上で､すべての企業において開示
が進んでもよいものである｡調査結果からみれば､コーポレート･ガバナン
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ス報告書の開示結果は2011年調査で全体の約40%が開示されていなかった
が､2016年調査で大半の企業が開示するようになっている｡しかし内部統制
報告書の開示は　2011年調査で全体の約　92%が開示されておらず､ 2016年
調査においても同じく開示状況が改善されていないことが明らかになった｡
このように強制的開示書類であっても､企業ウェブサイトでの開示が異なっ
ていることが理解できる｡
企業ウェブサイト上の非財務情報について特徴的な企業をあげる｡たとえ
ば宇部興産(秩)では､ビジョン･経営方針､株主還元に関する基本方針､
ガバナンス､内部統制などの情報が充実している｡またリスク情報として､
投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項を開示している｡川崎
重 工 業( 樵) で は､ 中 期 経 営 計 画､ 経 営 戦 略､ コ ー ポ レ ー ト･ ガ バ ナ ン ス､
事業等のリスク､ CSRなどに関する経営情報を充実しおてり､それに合わ
せて業績､財務に関する定量的な情報も充実している｡ (樵)日立製作所で
は経営情報､事業情報､業績財務情報､株式債券情報､ IR資料をわかりや
すく分類し開示しており､利用者視点で構成されている点が優れている｡パ
ナソニック(樵)では事業戦略､事業方針など経営情報に関する記載をわか
りやすく情報を提供している｡ ｢一目でわかるパナソニック｣という資料は
財務も非財務も含めて開示されている｡ TDK (秩)はIRサイトを通じて事
業内容､財務内容､経営戦略､その他の重要な経営情報を公平に分かりやす
く伝えることを目指しており､オンラインアニュルレポートが特徴的であっ
た｡また経営方針､経営戦略に関する記述では経営指標との関連で示されて
いた｡三菱自動車工業(樵)では経営計画や業績目標など経営情報で､企業
経営に関する定性的な情報が充実している｡その他適時開示の体制も整って
いる｡
統合報告･統合レポートを採用している企業を追加調査したところ､すで
に35社も取り入れていたことがわかった｡また､ CSR報告を発展させたサ
ステイナビリティ報告の開示を行なっている企業も存在している｡また情報
作成者は情報利用者に合わせて､開示する内容を変化させ､自社と情報利用
者との関係性を高めるために､開示内容や開示方法の工夫を図っていること
が明らかになった｡
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企業の非財務情報についてまとめてみれば､以下の三点が特徴としてあげ
られる｡一点目は株主･投資家との関係などを明記する企業や､社会貢献･
環境活動報告､経営計画および経営戦略の設定と結果報告､事業環境に係る
リスクについて詳細な内容を掲載する企業が多くあることがわかったことで
ある｡二点目は経営計画や経営戦略と､企業業績との関係を示した情報が多
く 伺 え る こ と で あ る｡ こ の こ と か ら コ ー ポ レ ー ト･ ガ バ ナ ン ス､ CSR- の 意
識の高さが伺える｡三点目に非財務情報は企業経営に及ぼす影響の大きさ､
リスク等の情報が開示されており､企業の属する業種によっては､市場動向
の指標を自主的に開示されていることである｡多くの企業は､自社の特徴や
経営戦略について分かりやすくまとめた専用ページを用意していることが多
かった｡その専用ページは投資者の投資判断に必要な情報を整理して提供し
て､投資者のさまざまなニーズに対応しようとする姿勢の現れであるといえ
る｡
312　必要で十分な情報開示
情報開示が情報作成者の視点から情報の過多や複雑化を軽減するために必
要で十分な情報を提供し､必要で十分な情報が理解可能な情報になることを
検討する｡
はじめに企業の情報開示の分類を行う｡その結果が図表3-3である｡強制
開示部分の整合性を調べてみると､強制開示における情報項目の共通性があ
ることがわかる｡それぞれの制度や規則があり､その制度や規則において開
示項目や情報内容の重視する視点が異なっているとしても､開示項目や情報
内容には共通的な情報が用いられている｡開示項目や情報内容が共通的な情
報として示されることで､情報利用者のさまざまなニーズに対応した投資者
の投資判断に必要な情報となり､企業経営の実態を把握するための必要で十
分な情報となる｡
そこで企業経営の実態を把握するために､制度や規則により共通した部分
を最低限の開示項目と考え､必要で十分な情報内容の開示を検討する｡本論
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国表3･3　情報開示の分類
(,
桝 示 頼 度 俑ｨｹ)d} 日 的 偃X, 麌}vRĀĀĀĀĀĀĀĀ
斜度開示 仞uｨⅹV亶ｨ処投資者保 暮 價ﾘﾗ28鹵有飾証券届出書 目論見書 等 價ﾘﾗ8+x.冲ﾈ伊H,ﾉ>vXｷ+ｸ,ﾉtﾈ伊H/Jﾘﾗ8+x.舒撕>vX.)TH8ｻY98ｵbｸ鳧,俥X鹵ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
投資家に有新証券の売買に必要な判断を行う機会を与え るもの 
簾繊 開示 冲ﾈｬｨ伊I_ﾙ賈Kﾈｯｩ_ﾙ饕ﾇ(}X鳬v(>ｬﾈｮ9肘♯辞表(貸借対照表､損益計算書､株主資本等変動計 算書､キャッシュ.フロー計算書)､-,など有飾証 券の発行企業の企業内容､財務状況等を定期的又は臨時 的に{示 ĀĀĀĀĀ
有価証券の公正.円滑な流通の凍保と凍清市番における 投資者保養に資すること 
有飾証券繊青書等の開示書類の記載内容が､金融面品聴 引法令に基づき菖正であることを確落した旨を記したも のこと
会社の重要事項が決定または発生した争合に作成する企 業内盤の外轟への什示瞥卦 
金券の内轟鍵積が有効に機能しているかを鼻音者自らが 欝仕l報告するh示書養 
会社法 况(ﾊ]ｲwｲ事乗報告 書欝計算書類､計井手 剿雛]金の紀当に罪する分配可能額の範Pを潮限し､資産 の戎tIを防ぐ一方で､鼻音者の行動を監視するため､受 託責任の善行状況を株主に繊昔すること ĀĀ計算書類(貸借対席表､損益計算書､株主資本等変動計 
* 臨時計算書章 等 剋Z事､個別注記表) 
i時決算日を設けて貸借対照表､損益計算書の計算書類 のこと
適時開示 ヽ 伊Hｫ引ｩ(蛯投資者保 義 決算短信 四半期決算短信 業績予想の沓正 配当予憩の偉正 等 仞uｨⅹV亅育8ｸﾘ,佰i8,ﾈｦ佝ﾈ/ｦﾙ]ｸ+x.ﾒ-ⅸﾜYh,ﾉ9z8,饂ｮ8*ｺH(鳬ｸ/雕+X+ﾙ_ｹd,h.芥檍,ﾈwh,饑/ﾏi{x+x.ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ投資者の意思決定に必要不可欠なものであり､タイム T)-性が古事租 
会社に発生した重要事実 
任意{示 俾偃Y4唏ｦX*d}xｾﾉ8+(,h,陌情義提供 E(7ｨｸ87ｸ5rｩH益,ｩﾒ46ｨ8X48ｲﾈ7ﾈｸ6r5)]ｩ飲&ﾙ4俥蝎_ﾙ4ｸ7i_ﾙ9舒仂h*ｩ8ｨ徂,ZI8ｨKｹ&h,儺ｹwh,旭仂h饑/I<R鳰Hﾏi[ﾒﾈﾊ+X,I/ｹx.乖ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
企業債糠を自発的かつ適時に提供することより､投資 家のMlでお声い理簾を辞め､債頼関係の構築を図る こと
企業や事業内容に対する養鰻促進､鳶正な株飾形成､長 井保有の株主作り､企業傭儀向上による資金雷連環境の 改薯をはかること 
事兼者が事業者轟に騨わる褒美､csR情義により､自ら の事業活勤に伴う改組状況 
企業が将来収益の叢泉たる知的財産を有効活用している 態様を効率的､かつ､効果的にステークホルダーに示す 
会社やグループ会社の状況に関する重要な事項､乗務の 着正を棲保するための内容 
文では最低限の必要で十分な情報開示を､ミニマム･ディスクロージャーと
呼ぶこととする｡これによって情報開示項目は､ミニマム･ディスクロ-ジ
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ヤーの部分と補完ディスクロージャーの部分に分けることが可能になる｡以
下で企業情報開示に関し､ミニマムと補完の部分で示したディスクロージャ
ーを検討する｡
ミニマム･ディスクロージャーは､情報作成者の情報作成と情報提供の視
点から必要な情報項目の集約かつ簡略化した企業情報の枠組みである｡ミニ
マム･ディスクロージャーにおける財務的内容は経営成績や財政状態を示す
ための要約的情報を意味し､非財務的内容は企業の経営成績や財政状態に係
る追加的情報や経営上の重要項目およびリスク情報等の経営情報を意味する｡
補完ディスクロージャーは､利用者の必要に応じてミニマム･ディスクロー
ジャーで不足している部分を補い､利用者の必要性を満たすための詳細な情
報を提供するような情報開示をいう｡図表3-4において､必要で十分な情報
開示に関する試案を示した｡
図表3･4　必要で十分な情報開示
企業 情報 開示 ｨ7ﾘ8X6h4(5ﾒ財務的 佝9ﾉ.(ﾞﾘ9H/麌+x+ﾒ-ﾉwio4饑ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
非財務的 舒仂h,ﾈﾆ9ﾉ.(ﾞﾘ9H,ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
-ジャー 剏Wる追加的情報や経営上の重 要項目およびリスク情報等の 情報 
補完 ディスクロ- 俥k4経営成績や財政状態を示すた めの詳細な情報 ĀĀĀ
非財務的 舒仂h,ﾈﾆ9ﾉ.(ﾞﾘ9H,ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
ジャー 剏Wる追加的情報や経営上の重 要項目およびリスク情報等の 詳細情報 
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ミニマム･ディスクロージャーは､情報利用者の立場からみた情報過多に
よる情報利用の低下､情報作成者の立場からみた大量な情報の作成負担が軽
減 さ れ る｡ ミ ニ マ ム･ デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー の 目 的 は､ 開 示 情 報 を 簡 潔 で､ 最
も重要な情報だけを集約して､最低限開示することである｡詳細な情報は分
離して､補完的に開示することで利用する｡
たとえばミニマムな部分では､財務的内容として､売上高､営業損益､経
常 損 益､ 当 期 純 損 益､ 資 本 金､ 純 資 産 額､ 総 資 産 額､ 負 債 額､ キ ャ ッ シ ュ･
フローの状況(資本の財源および資金の流動性)を示すことになる｡また非
財務的な内容として､発行済株式数､一株当たり純資産､一株当たり配当額､
一 株 当 た り 当 期 純 損 益 額､ 自 己 資 本 比 率､ 自 己 資 本 利 益 率ROE､ ROA､ 株 価
収 益 率､ 配 当 性 向､ 従 業 員 数､ ビ ジ ネ ス･ モ デ ル､ 事 業 の 継 続 性､ 販 売､ 生
産､開発等経営活動上の重要な資源とリスク､内部管理上のリスク､成果と
その見通しを示すことになる｡
ミニマム･ディスクロージャーの情報は概括して企業実態の要点を表現す
ものである｡ミニマム部分は､開示項目の統一化を可能にし､表示の適正性
を 確 保 す る こ と に な る｡ そ れ に よ っ て ミ ニ マ ム･ デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー は､ 企
業情報の企業間比較の可能性を高めるものである｡
ま た ミ ニ マ ム･ デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー は､ 表 示 項 目 の 統 一 化 を し､ 集 約 す る
ことで主要な情報になる｡詳細な情報は補完的な位置付けで､ミニマム部分
で不足する情報を示すものである｡補完ディスクロージャーは､企業の経営
成績や財政状態にかかる財務的､非財務的な情報でかけている情報を付け加
えるものである｡
3･3　必要で十分な情報内容と情報量
企業情報開示においては､情報利用者-の情報提供と利用者の理解向上の
ために情報内容と情報量が増やされ､開示が行われる傾向にある｡しかし企
業情報が豊富に開示されることで､情報利用者の立場からいえば情報の概観
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性が困難となる｡そこで情報利用者の観点から､情報の概観性が確保される
ような情報開示項目の統合化を検討する｡
財務諸表の構成要素を統合する上で､構成要素の統合化､表示科目の続合､
財務諸表の簡素化の議論を参考に検討する｡秋葉は企業会計原則では総額表
示の原則を掲げているものの､個別の会計基準では特定の資産と負債を純額
で相殺表示することが認められている場合があることを指摘している｡また
企業が特定の資産と負債について法的に相殺する権利を有している場合等に
は､相殺表示することの方が企業の晒されているリスクと将来のキャッシュ･
フローをより的確に反映するとの考え方もある｡会計上相殺表示を行うこと
ができれば､企業にとって関心の高い財務比率の向上､とりわけ自己資本比
率の向上に関連するため､資産と負債の相殺表示の可否を考察した167)0
川村は､財務諸表の構成要素として定義される項目をどのようにグループ
化して財務諸表に記載するかという財務諸表項目のグループ化の問題を取り
上げて検討している｡財務諸表項目のグループ化の問題には､財務諸表によ
って伝達される内容に大きな影響を及ぼすと考え､会計基準や会計理論にお
ける個々の構成要素についてグループ化を説明している｡つまりグループ化
問題の多くは､総額主義と純額主義の問題と捉えているのである｡
総額主義と純額主義の適用問題は､資産と負債もしくは収益と費用という
ように､プラスとマイナスの関係が存在するときに生じる｡日本の企業会計
原則においては､総額主義の原則が掲げられ､資産と負債の相殺､収益と費
用の相殺が原則として禁止されている｡しかし退職給付債務と年金資産の相
殺をはじめとする総額主義の例外が存在する｡この場合､総額主義と純額主
義がどのように使い分けられているかに関する整合的なルールは存在してい
ない｡
負債と資本の区分問題についても､その区分を行う目的に応じて､｢企業に
対する請求権の優先劣後関係を表示｣することと｢損益計算から隔離する資
本取引を画定｣することという2つの観点から分けられている｡たとえば複
合金融商品の問題では､払込資本を増加せる可能性のある部分を含む複合金
167)秋葉【2000】
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融商品に対しては､将来の権利行使に伴って損益計算から隔離しておくため
に､原則として負債と資本の区分処理が要求され､一方で払込資本を増加さ
せる可能性がなければ､ 1個の契約に含まれる複数の財務構成要素を一体と
みて会計処理を行うことになる168)0
財務諸表の構成要素を統合する上で､財務諸表項目のグループ化によって
構成要素ごとに伝達される内容の情報価値を高めることが可能であり､財務
諸表の認識･測定･表示全体に影響するのである｡
次に表示科目の統合の観点で検討する｡会田は､連結財務諸表が主たる財
務諸表として開示される方向に向かうことを踏まえて､ディスクロージャー
の効率化を目的として､作成者サイドの開示情報の作成負担を軽減しうるか､
また作成者サイドのコスト追加負担を抑えながら､情報価値を高めることが
可能かについて､ディスクロージャーの方策を議論している｡表示科目の規
制は､各企業の設定した勘定科目体系に煩わされることなく､財務諸表の企
業間比較を可能にするために必要である｡また比較を容易にするためには､
表示科目に集計されたデータの集約化が必要になる169)｡集約された情報の補
足説明として附属明細表が存在する｡たとえば連結財務諸表でいえば社債明
細表､借入金等明細表､資産除去債務明細表､個別財務諸表でいえば有価証
券明細表､有形固定資産等明細表､引当金明細表の附属明細表が挙げられる｡
山桝･島村は附属明細書の特徴に､｢損益計算書や貸借対照表の重要項目に
ついて､その構成内容が細目にわたって表示されるばかりか､その期中にお
ける変動内容もまた合わせて表示される｣ 170)としている｡会田は､附属明細
表が財務諸表(貸借対照表と損益計算書)の概観性を具備させたことで､表
示科目の集約度が高いため附属明細表の必要性を強調している171)｡特定の科
目の増減内容を中心に､必要に応じてその内訳を開示することによって､財
務情報を補足する役割を担っている｡
財務諸表の構成要素を統合する上で､表示科目の統合は表示科目に集計さ
れたデータの集約化をすることで､情報作成者のコスト負担を抑えながら､
168) 川 村 【2005]p.47
169) 会 田 【19971p.25
170) 山 桝･ 島 村 【1975 】p.128
171) 会 田 【1997 】p.25
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ディスクロージャーの効率化を図るものである｡また附属明細書は集約され
た科目の詳細な情報を提供し､財務情報を補足するものである｡
IAS 第34 号/Dter)'m fl'DaDCl'alrepoz･t ( 中 間 財 務 報 告) に お け る 最 低 限 の
開示を検討する｡ IAS第　34号では､中間財務報告にて最低限含めるべき計
算書と注記として､以下の内容を挙げている｡
中間財務報告書の最低限の構成要素は､要約財政状態計算書､要約包括利
益計算書(1計算書方式または2計算書方式)､要約持分変動計算書､要約キ
ャ ッ シ ュ･ フ ロ ー 計 算 書 の 四 つ で あ り､ IAS 第 　34 号 で 要 求 さ れ て い る 説 明
的注記については少なくとも直近の年度財務諸表の見出しと小計を含めて表
示させることが要請される｡そのほか上記以外に要約財務諸表に関して誤解
を招く恐れがある項目･注記があれば､追加的に記載する｡この結果企業の
財政状態と経営成績をその利用者が理解するために必要な情報がすべて含ま
れることととなる｡
中間財務報告は､投資家やその他の関係者が企業の収益力､キャッシュ･
フロ ､ー財政状態及び流動性について理解するために､有用で信頼性のある
情報を適時に提供することである｡そのため中間財務報告の作成者は､直近
の年次財務報告書を入手できる前提で､すでに直近年度で開示済みの事項に
ついて重複した記載を行うか､あるいは利用者にあまり重要ではない詳細な
点まで更新する必要はないとしている｡中間財務報告の最低限要求される開
示では､企業は直近の年次報告期間の末日後のその企業の財政状態の変動お
よび経営成績を理解するうえで重要な事象と取引についての説明を含めてい
る｡
四半期財務諸表の簡素化についても議論がある｡企業会計基準第12号｢四
半期財務諸表に関する会計基準｣の改正及び企業会計基準適用指針第14号
｢四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針｣の改正が､2011年(平成23
年)3月に公表された｡この改正の目的は四半期報告の大幅な簡素化である｡
この簡素化は金融市場の一層の活性化を促進する観点から､財務諸表作成者
である企業の負担を軽減する側面からのものである｡
この改正は｢新成長戦略｣に取り入れられた｢四半期報告の簡素化｣を根
拠 と し て い る｡ ｢ 新 成 長 戦 略｣ (2010 年( 平 成22 　 年) 6 　 月18 　 日 に 閣 議 決 定)
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において､財務諸表作成者等から欧州等と比較して開示書類の作成負担が過
重であるため､四半期報告書の大幅な簡素化を求める要望があり､日本企業
及び産業を支える金融等の観点から､｢四半期報告の大幅な簡素化｣が要請さ
れ､金融庁における四半期報告改正の検討が行われた｡
旧基準では四半期特有の会計処理や簡便な会計処理が認められていたが､
四半期報告の作成上における会計方針は､四半期特有の会計処理を除き､原
則として年度の連結財務諸表の作成にあたって採用する会計方針に準拠しな
ければならない｡ただし企業集団の財政状態､経営成績及びキャッシュ･フ
ローの状況に関する財務諸表利用者の判断を誤らせない限り､簡便的な会計
処理によることができる｡連結財務諸表上の個々の表示科目は､企業集団の
財政状態､経営成績及びキャッシュ･フローの状況に関する情報利用者の判
断を誤らせない限り､簡素化することができる｡
以上をまとめると､財務諸表の構成要素の統合化は､年度の連結財務諸表
と同じ会計方針を適用して作成することで､情報利用者の判断を誤らせない
ための企業集団の財政状態､経営成績及びキャッシュ･フローの状況に関す
る情報を提供する｡企業ごとに会計方針が大きく異なれば､企業間比較が困
難になり､情報利用者-誤った判断に導く可能性もある｡
財務諸表の構成要素の統合や表示科目の統合の観点から情報開示項目の統
合をした場合､財政状態と経営成績などの企業実態について､情報利用者が
情報を理解するために､作成者はコスト負担を抑えながら､ディスクロージ
ャーの効率化を図り､最低限要求される項目についてディスクローズをする
ことになり､財務諸表の構成要素ごとに伝達される内容の情報価値を高める
ことになる｡
3-4.企業情報の中身
情報開示は､財務情報以外の非財務情報の開示が進んでいる｡非財轟情報
の開示が進んだ理由は､株主､債権者などの情報利用者からの要求に応じて､
情報作成者である経営者が自発的に追加的な情報を提供することである｡経
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営者が追加的な情報を提供することで､情報利用者の評価をうけるのである｡
情報利用者は非財務情報-の関心が高まり､非財務情報-の要求を増やして
い る｡
情報作成者は､情報利用者が企業の経済的実態を把握するために必要な情
報の充実や効果的な開示を行う｡企業の経済的実態を把握するために必要な
情報とは､企業の財産及び損益の状況､企業のビジョン､経営方針､戦略の
方向性､ガバナンスに関する情報､それらと関連した資本効率や企業業績や
財政状態に対する経営者の考え方等の内容である｡
これまで議論されてきた財務情報と非財務情報はどのようなものか､財務
情報と非財務情報の区分､財務情報と非財務情報を統合した統合報告を検討
する｡
従来のIASBの概念フレームワークでは､財務諸表のみを取り扱ってきた｡
その後､ IASB　は　2010　年　9　月に｢財務報告に関する概念フレームワーク
(Conceptual Framewoz･h roz･ Fl'DaDCl'al Reportl'Dg 2010 : 以 下｢ IASB20 10｣
と い う)｣ を 公 表 し た｡ IASB2010 で は､ 財 務 諸 表 か ら､ 財 務 報 告- そ の 対 象
範囲を広げた｡財務報告は､基本財務諸表と注記からなる財務諸表と､その
他の財務報告書から構成されている｡IASBは2013年7月にディスカッショ
ン･ ペ ー パ ｢ー 財 務 報 告 に 関 す る 概 念 フ レ ー ム ワ ー ク の 見 直 し｣ (Dl'scussl'oD
Papez･ A Revl'ew of'the Conceptual Fz･amewoL･h foz･ Fl'DaDCl'al Reportl'Dg :
以 下｢IASB2013｣ と い う) を 公 表 し た｡ 図 表3-5 はIASB の 財 務 報 告 の 範 囲
をまとめたものである｡
図 表3-5 IAS13 の 財 務 報 告 の 範 囲
財務報告 
財 務 諸 表 凾ｻ の 他 の 財 務 報 告 書 
基 本 財 務 諸 表 ﾘｴﾂĀĀ
< 出 典: IASBl20101 Conceptual Framework for Financial Reporting
2010 よ り 作 成>
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IASB2013では､財務諸表は｢全体として､企業の財政状態及び財務業績
の概観を描写する｣ (7.14)とし､基本財務諸表には､ (a)財政状態計算書､
(b)純損益及びその他の包括利益計算書(又は純損益計算書及び包括利益計
算 書)､ (C) 持 分 変 動 計 算 書､ (d) キ ャ ッ シ ュ･ フ ロ ー 計 算 書 で あ る(7.14)0
また､財務諸表注記は､ ｢基本財務諸表を補足するものである｡ ･･･ (中略) ･･･
財務諸表注記の目的は､以下に関する追加的で有用な情報を提供することに
よ っ て､ 基 本 財 務 諸 表 を 補 完 す る こ と で あ る｣ (7.33) と し て い る｡
秋葉はIASBの財務報告に関する概念フレームワークに関して､財務報告
の範囲は､基本財務諸表と注記からなる財務諸表､その他の財務報告書であ
り､それ以外の報告書という範囲としている172)｡基本財務諸表では複式簿記
に 基 づ き 体 系 性 を も っ て､ 企 業 の 財 産( ス ト ッ ク) と そ の 成 果( フ ロ )ー が
開示されている｡一方で､基本財務諸表以外の情報は､基本財務諸表に示さ
れていない情報を補足したり補完したりするものの､どのように企業価値の
評価に役立つ情報を提供するかについて､体系性は必ずしも明確でないと指
摘 し て い る173)0
日本会計研究学会スタディ･グループの『リスク情報の開示と保証のあり
方一統合報告書の公表に向けて-』では､財務諸表情報と財務諸表外情報に
区分することはできても､財務情報か非財務情報かを明確に区分できるわけ
ではないとの指摘がある174)0 AICPA　における提案であるジェンキンス報告
書における包括的事業報告や　EBR　による拡張事業報告を契機に､企業戦略
や研究開発に関わる内部管理情報､非財務情報､将来情報まで外部報告の対
象が拡張している｡リスク情報､ MD&A情報などの非財務情報の重要性が増
しているのが明らかである｡
IASBはMCが財務報告の透明性を改善することを通じて､財務諸表外の
情報に係る開示領域の質を改善する検討をおこなった｡ MC　の開示は､経営
者の視点から情報利用者に対して財務諸表に関連する状況や背景を提供して､
172) 秋 葉 【2012]p.137
173) 秋 葉 【20121p.138
174)日本会計研究学会スタディ･グループ【2013】
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情報利用者の理解を支援することを意図している｡それゆえ財務報告の枠組
みについて､経営者による説明を中心に､それに財務諸表(主要財務諸表と
注 記) を 併 せ て､ 財 務 報 告 と 捉 え て い る｡ 図 表3-6 はMC に お け る 内 容 を 整
理したものである｡
図表3-6　経営者による説明
財務報告書
財 務 諸 表  i : ヽ ヽ  
経 営 者 に よ る 説 明 謡tﾘ w X 耳 蒔B(ｺ ｨ 耳 耳 耳 ｺ ｨﾟ ｵh ｲ(uｳ主 要 財 務 諸 表 書 注 記 
< 出 典: IASBl20051 Discussion paper: MaDagemeDt CommeDtaZ･Ypara. 169
p.53>
以上の議論をまとめると非財務情報について､財務情報の追加的な情報と
取り扱う考え方と独立的な情報として取り扱う考え方という二つの考え方が
あることがわかる｡この考え方の違いによって､非財務情報-の対応は当然
異なることとなる｡
次に財務情報と非財務情報の区分や分類を検討する｡現状の強制開示､任
意開示175)において､財務情報と非財務情報の両方が組み込まれた形で開示が
行われている｡財務情報と非財務情報の区分や分類に関する先行研究では､
さまざま見解が示されている｡また企業の情報をどの範囲まで取り扱うか､
非財務情報と一般情報との境界も問題になる｡一般的な情報について､企業
外部から出された情報までも非財務情報とすれば､その対象は広範囲になり
すぎてしまう｡ここでは企業の経営活動に係る情報を対象とし､企業が自ら
作成開示する情報までを情報の範囲とした｡
経済産業省知的財産政策室『知的資産経営報告の視点と開示実証分析調査
報告書～ ｢強み｣の開示とステークホルダーとの対話～』は法定開示､適時
175) 任 意 開 示(Discretionary Disclosure) は､ 自 発 的 開 示(Voluntary disclosures)
といういい方もされる｡任意開示にはインベスタ ･ー リ　レーションズ活動その他の
広 報 活 動 を 通 じ て､ ア ニ ュ ア ル リ ポ ー ト､ 決 算 説 明 会 資 料､ 環 境 報 告 書､ CSR 報
告書､サステナビリティリポート､知的財産報告書､中期経営計画などを提供する
ことがおこなわれている｡
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開示､任意開示の現状から､財務情報と非財務情報を整理している｡財務情
報･非財務情報の軸と実績情報(ハード情報)と予想情報(ソフト情報)の
軸をもとに､企業における情報開示を分類している｡
財務情報は､有価証券報告書の連結財務諸表､報告会社の親会社財務諸表
であり､決算短信､業績予想についても含まれる｡一方非財務情報には有価
証券報告書の経営者､従業員､事業環境､事業等のリスク､財政状態又は経
営成績の分析と､業績予想の根拠､任意開示の環境報告書､社会責任報告書､
知的財産報告書､経営理念と経営ビジョン､注記の経営目標とリスク､技術
力説明が含まれる176)0
日本会計研究学会･特別委員会『財務報告の変革に関する研究』では財務
情報と非財務情報との概念整理が行われ､制度上開示される情報(制度開示
情報または財務諸表情報)と制度上は開示されてない情報(非制度開示情報
または非財務諸表情報)である｢制度･非制度｣と､貨幣額による情報か非
貨幣額による情報かの｢貨幣･非貨幣額｣のマトリ　ックスとして整理されて
いる177)｡ここでは非財務情報を｢制度上開示されている非貨幣額情報､制度
上開示されていない貨幣額情報および制度上開示されていない非貨幣額情報｣
178) と 捉 え て い る｡
企業会計審議会の『財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに
財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の改訂について
(意見書)』では､財務情報と非財務情報の分類をし､財務諸表及び財務諸表
の信頼性に重要な影響を及ぼす開示事項等を財務報告の対象としている179)0
財務諸表の信頼性に重要な影響を及ぼす開示事項等の項目は､有価証券報
告書等における財務諸表以外の開示事項等であり､財務諸表に記載された金
額､数値､注記を要約､抜粋､分解又は利用して記載すべき開示事項と､関
係会社の判定､連結の範囲の決定､持分法の適用の要否､関連当事者の判定
その他財務諸表の作成における判断に密接に関わる事項にわけることができ
176)経済産業省知的財産政策室【2007】p.81の資料3
177) 日 本 会 計 研 究 学 会 特 別 委 員 会 【2009] ､ 広 瀬 【2011 】pp,27･28. さ ら に､ 円 谷 【2012] は
広 瀬 の 概 念 整 理 を も と に 詳 細 な 検 討 を く わ え て い る(pp.110･112) 0
178) 広 瀬 【20111pp.28･29
179) 企 業 会 計 審 議 会[2011] p.ll
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る180)｡前者に該当するものとして､有価証券報告書の記載事項中､ ｢企業の
概況｣の｢主要な経営指標等の推移｣の項目､ ｢事業の状況｣の｢業績等の概
要｣､ ｢ 生 産､ 受 注 及 び 販 売 の 状 況｣､ ｢ 事 業 等 の リ ス ク｣､ ｢ 研 究 開 発 活 動｣ 及
び｢ 財 政 状 態､ 経 営 成 績 及 び キ ャ ッ シ ュ･ フ ロ ー の 状 況 の 分 析｣ の 項 目､ ｢ 設
備の状況｣の項目､ ｢提出会社の状況｣の｢株式等の状況｣､ ｢自己株式の取得
等 の 状 況｣､｢ 配 当 政 策｣ 及 び｢ コ ー ポ レ ー ト･ ガ バ ナ ン ス の 状 況 等｣ の 項 目､
｢経理の状況｣の｢主要な資産及び負債の内容｣及び｢その他｣の項目､ ｢保
証会社情報｣の｢保証の対象となっている社債｣の項目並びに｢指数等の情
報｣の項目のうち､財務諸表の表示等を用いた記載があげられており､これ
らはすべて非財務情報にあたる｡後者に該当するものとして､有価証券報告
書の記載事項中､ ｢企業の概況｣の｢事業の内容｣及び｢関係会社の状況｣の
項目､ ｢提出会社の状況｣の｢大株主の状況｣の項目における関係会社､関逮
当事者､大株主等の記載事項を挙げ､関係会社の判定､連結の範囲の決定､
持分法の適用の可否､関連当事者の判定その他財務諸表の作成における判断
に密接に関わる事項があげられている181)0
古賀･挑･島田は､企業の持続的発展可能性と説明責任の観点から財務情
報と非財務情報の分類をした｡財務情報を｢企業の受託資本の変動事象に係
る財務報告上の情報(注記･補足情報を含む)を包含する｣ 182)とした｡つま
り財務情報は貨幣資本の投下･回収計算から求めることを意味するものであ
ることがわかる｡一方で非財務情報を｢受託資本の変動に関係しない社会責
任事象を内容｣183)とした｡つまり非財務情報は企業の持続的成長の活動にか
かる情報を提供することを意味するものであることがわかる｡さらに非財務
情報は､知的資産情報と　CSR･環境情報とに分類されるとしている184)｡
小西は､財務情報は｢財務諸表(注記を含む)および決算短信における決
算情報と業績予測などが該当｣185)､一方で非財務情報は｢｢事業等のリスク｣､
｢ 財 政 状 態､ 経 営 成 績 及 び キ ャ ッ シ ュ･ フ ロ ー の 状 況 の 分 析｣､ ｢ コ ー ポ レ-
180) 企 業 会 計 審 議 会 【20111 p.ll
181) 企 業 会 計 審 議 会[2011] pp.30･31
182) 古 賀･ 挑･ 島 田 【2011 】p.154
183) 古 賀･ 挑･ 島 田 【20111p.155
184) 古 賀･ 桃･ 島 田[2011 】pp.154･157
185) 小 西 【20151p.140
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ト･ガバナンスの状況等｣の法定開示情報にくわえて､ CSR報告書や知的財
産報告書などの任意開示情報などが該当する｣ 186)として､定量情報と定性情
報あるいは､実績情報と予測情報が混在していると指摘している187)0
倍は､企業が提供すべき情報の範囲を｢財務諸表と決算情報､業績予想な
どの定量的な会計情報含む『財務情報』､財務諸表では提供できない企業業績
に関わる情報を補足･補完する『法定開示非財務情報』､そして上記以外の『任
意開示非財務情報』に区分｣ 188)している｡法定開示非財務情報は｢財務報告
における財務情報以外の経営情報｣ 189)として､ ｢事業等のリスク｣や｢コー
ポレート･ガバナンスの状況｣を想定している｡一方で､任意開示非財務情
報 は｢ 知 的 資 産 情 報 やCSR 情 報(ESG 情 報 を 含 む)｣ 190) を 想 定 し て い る｡
日 本 監 査 研 究 学 会 の｢ 財 務 諸 表 外 情 報 の 開 示(NarrativeReporting) と 保
証｣では､企業情報を財務諸表と財務諸表外情報とに分類した｡財務諸表に
は財務諸表本体と注記情報が含まれ､財務諸表外情報は､財務諸表本体との
連携性の度合いによって開示され､財務諸表を補足･補完するものであると
している191)｡財務諸表外情報はナラティプ情報といわれ｢財務諸表と一体と
なって開示され､財務諸表を補足･補完することによって､その機能を果た
すもの｣192)とされ､非財務情報､定量的情報を含んだ記述情報､定性的情報､
あるいは財務諸表で開示されない財務諸表外情報とされている｡たとえば米
国等の財政状態及び経営成績に関する経営者による討議及び分析と英国等の
OFR財務諸表の補足ないし補完する情報としている193)0
財務情報は､制度上開示される財務諸表と注記である貨幣額や定量的に示
されるものである｡非財務情報は財務諸表において提供できない企業業績や
財政状態にかかる内容を説明するものである｡しかし現在議論されている統
186) 小 西 【20151p.140
187) 小 西 【20151p.140
188) 倍[20141p.45
189) 倍 【20141p,45
190) 倍 【20141p.45
191) 詳 し く は 山 崎 編 著 【20101 を 参 照 の こ と｡ と く に 第1 章､ 第2 章､ 第3 章､ 第6 章 が
参考となる｡
192) 山 崎 【2010 】p.4
193) 古 庄[20101p.1｡ 財 務 諸 表 外 情 報( ナ ラ テ イ ブ 情 報) の 収 容 す る 場 と し てIASB が
2010 年 に 公 表 し た 実 務 意 見 書｢ 経 営 者 に よ る 説 明(Management Commentary:
MC)｣ と し て い る｡
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合報告､ワンレポートは､財務情報と非財務情報という情報の境界線を画定
することなく､財務情報と非財務情報との統合を図るために考えられている
ものである｡
次に､統合報告における財務情報と非財務情報の統合に関する研究を概観
する｡企業の開示する財務情報と非財務情報は､その役割によって会計情報､
財務情報､経営情報､補足情報に区分される｡財務情報と非財務情報を､ 4
つに分類するのかといえば､たんに財務情報と非財務情報と区別するだけで
は､情報利用者が企業経営を理解するために本当に重要な情報の判別が不十
分となるからである｡非財務情報の役割は､従来の財務情報の足りないとこ
ろを補うものである｡非財務情報の役割が補完することであるとすれば､そ
れぞれの情報を区分して､足りないところを補い合うことで､情報利用者の
情報理解を促すものになることができる｡
会計情報､財務情報､経営情報､補足情報は､相互に影響をもたらす機能
をもつ情報になる｡会計情報は､情報利用者にとって有用な企業の資産､負
債､資本､収益､費用の情報である｡財務情報は､会計情報を補う情報であ
る｡また経営情報は､財務諸表を的確に理解するための必要な情報である｡
最後の補足情報は､会計情報および財務情報と経営情報の足りない部分を埋
め合わせる情報である｡経営情報､補足情報は会計情報及び財務情報に係る
理解をおぎない助けになるものといえる｡したがってこれら四つの情報が揃
うことで､情報利用者が効率的に経済的意思決定を行うことを可能にする｡
別の見方をすれば､これらの四つの情報は企業の成果や財産が企業の全体的
な経営理念､経営戦略などの経営活動にどの程度合致しているのかの説明を
提供するものでもある｡
具体的に会計情報､財務情報､経営情報､補足情報の情報内容を検討する｡
会計情報は､情報利用者にとって有用な企業の資産､負債､資本､収益､費
用の情報である｡会計情報は､企業の財政状態と経営成績を体系的に示す財
務諸表である｡また経営者(情報作成者)が株主(情報利用者)に対して企
業の経営資源を利用する責任をいかに効率的に果たしたかに関する情報であ
る｡財務諸表は､経営者に委託された資源に対する経営者の受託責任の成果
を果たすものである｡
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具体的にいえば､それは貸借対照表､損益計算書及び包括利益計算書､株
主資本等変動計算書､キャッシュ･フロー計算書になる｡また会社法による
各事業年度に係る計算書類･連結計算書類及び事業報告でいえば､計算書類
のうち貸借対照表､損益計算書､株主資本等変動計算書がそれにあたる｡
金融商品取引法に基づく開示である有価証券報告書でいえば､経理の状況
でしめされる連結財務諸表､財務諸表である｡連結財務諸表では､連結貸借
対照表､連結損益及び包括利益計算書または連結損益計算書及び連結包括利
益計算書､連結株主資本等変動計算書､連結キャッシュ･フロー計算書であ
る｡財務諸表では貸借対照表､損益計算書､株主資本等変動計算書がこれに
あたる｡
証券取引所の上場規定に基づく適時開示である決算短信194)の記載内容で
いえば､添付書類のうち連結財務諸表または個別財務諸表である｡連結財務
諸表では連結貸借対照表､連結損益及び包括利益計算書または連結損益計算
書及び連結包括利益計算書､連結株主資本等変動計算書､連結キャッシュ･
フロー計算書である195)｡個別財務諸表では､貸借対照表､損益計算書､株主
資本等変動計算書である｡会計情報は一定期間における企業業績や財政状態
に関する内容で､これらは主に財務の状況報告として意味をもつものである｡
財務情報は会計情報には掲載されないが､会計情報の追加的記述的な内容を
なすもので､数量的な内容を含むものである｡具体的には会計方針､会計処
理等に関する詳細事項がそれに該当する｡
たとえば会社法による各事業年度に係る計算書類･連結計算書類及び事業
報告でいえば､連結計算書類のうち連結注記表(連結計算書類の作成のため
の基本となる重要な事項に関する注記)､連結貸借対照表に関する注記､連結
株主資本等変動計算書に関する注記､金融商品に関する注記､賃貸等不動産
に関する注記､その他の注記がこれに該当する｡また計算書類のうち個別注
記表(重要な会計方針に係る事項に関する注記､貸借対照表に関する注記､
194)決算短信は､日本取引所･東京証券取引所が上場会社に求めているものである｡決
算短信はサマリー情報と添付書類からなるものである｡サマリー情報は､東京証券
取引所が定める所定の様式に応じて開示する必要がある0195)IFRS基準でいえば､連結財政状態計算書､連結損益計算書､連結包括利益計算
書､連結持分変動計算書､連結キャッシュ･フロー計算書である｡
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損益計算書に関する注記､株主資本等変動計算素に関する注記､リースによ
り使用する固定資産に関する注記､税効果会計に関する注記､関連当事者と
の取引に関する注記､連結配当規制適用会社に関する注記､その他の注記)､
附属明細書(有形固定資産及び無形固定資産の明細､引当金の明細､販売費
及び一般管理費の明細)がこれに該当する｡
金融商品取引法に基づく開示である有価証券報告書でいえば､経理の状況
のうち､連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項(連結の範囲､持
分法の適用)､連結子会社の事業年度等､会計処理基準､連結子会社の資産及
び負債の評価､その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項､会
計方針の変更､表示方法の変更､追加情報､注記事項(セグメント情報等を
除く)､関連当事者情報(1株当たり情報､重要な後発事象を除く)､連結附
属明細表､社債明細表､借入金等明細表､資産除去債務明細表である｡財務
諸表では､継続企業の前提に関する事項､重要な会計方針､会計方針の変更､
表示方法の変更､追加情報､注記事項(1株当たり情報､重要な後発事象を
除く)､附属明細表､有価証券明細表､有形固定資産等明細表､引当金明細表､
主な資産及び負債の内容がこれに該当する｡
証券取引所の上場規定に基づく適時開示である決算短信の記載内容でいえ
ば､添付書類のうち｢投資者のニーズを踏まえた開示が求められる事項｣ 196)
のうち､連結財務諸表の注記事項､個別財務諸表の注記事項､連結財務諸表
作成のための基本となる重要な事項､利益配分に関する基本方針および当期･
次期の配当がこれに該当する｡
補足情報とは､会計情報および財務情報と経営情報にかかる不足を竣め合
わせるための定量および定性的な内容である｡別の言い方をすれば､継続企
業に係る情報､セグメント情報､リスク情報､将来予測情報が当てはまり､
会計情報および財務情報と経営情報を支える内容ともいえる｡
たとえば会社法による各事業年度に係る計算書類･連結計算書類及び事業
報告でいえば､連結計算書類のうち連結注記表(継続企業の前提に関する注
196)決算短信において､投資者のニーズを踏まえた開示が求められる事項つまり､投資
判断に有用な情報で､追加記載することが考えられるもので､上場会社が投資者の
ニーズを踏まえて開示内容を選択することができるものであるo
lO7
記､ 1株当たり情報に関する注記､重要な後発事象に関する注記)､個別注記
義(継続企業の前提に関する注記､ 1株当たり情報に関する注記､重要な後
発事象に関する注記)がこれに該当する｡
金融商品取引法に基づく開示である有価証券報告書でいえば､事業等のリ
スク､財政状態及び経営成績の分析､経理の状況のうち､継続企業の前提に
関する事項､注記事項のセグメント情報､関連当事者情報の1株当たり情報､
重要な後発事象がこれに該当する｡
証券取引所の上場規定に基づく適時開示である決算短信の記載内容でいえ
ば､サマリー情報である当期の業績(経営成績､財政状態､キャッシュ･フ
ローの状況)､配当の状況､業績予想､くわえて添付書類のうち､経営成績､
財政状態に関する分析､継続企業の前提に関する重要事象等である｡また投
資判断に有用な情報として追加記載の選択がある､事業等のリスク､経営管
理上重要な指標､主要な連結子会社の業績の概要がこれに該当する｡
企業の任意開示では､アニュアルレポート､株主向け報告書や株主通信､
各種説明会資料が当てはまる｡具体的にいえば､アニュアルレポートは､財
務ハイライト､経営者からのメッセージ､セグメントに係る情報(売上高､
設備投資､研究開発､新製品等)､株主-の質疑応答､会社概要､組織図､子
会社･関連会社の情報､株主メモなどの記載項目がこれに該当する｡また決
算説明資料も､生産､販売､在庫､購買等の詳細な内容､研究開発活動､資
金調達方針､設備投資方針､経営指標､業界動向､自社シェアなどの企業経
営の実態をより詳細に示した将来の動向を知るうえで参考となるものであり､
がこれに該当する｡
経営情報は企業の経営活動に係る内容とし､定性･記述かつ定量･数値で
あり､独立的な情報として扱われる｡経営情報は､企業の事業の状況を説明
す る も の で あ り､ 経 営 者 の ビ ジ ョ ン､ 経 営 戦 略､ 中 期 経 営 計 画､ ビ ジ ネ ス･
モデル､ガバナンス､ CSR､知的財産､事業概要等の経営者による中長期的
視点の継続的な情報がこれに該当する｡
会社法による各事業年度に係る計算書類･連結計算書類及び事業報告でい
えば､会社の状況に関する需要な事項､業務の適正性を確保するための体制
(内部統制システム)の内容の概要､事業の経過及び成果､主要な事業内容､
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資金調達の状況､設備投資の状況などの株式会社(企業集団)の現況に関す
る事項､取締役および監査役の氏名､地位､担当､重要な兼職の状況､報酬
額､また社外役員を設けた場合の取締役会､監査役会-の出席状況などの記
載事項､株式､新株予約権等に関する事項がこれに該当する｡
金融商品取引法に基づく開示である有価証券報告書でいえば企業の概況の
うち沿革､事業の内容､関係会社の状況､従業員の状況､事業の状況では具
体的な事業内容､生産受注及び販売の状況､対処すべき課題､経営上の重要
な契約､研究開発活動である｡設備の状況では設備投資等の概要､主要な設
備の状況､設備の新設･除却等の計画がこれに該当する｡提出会社の状況で
は､有価証券報告書提出会社である親会社の状況がこれに該当し､株式等の
状況､自己株式の取得状況､配当政策､株価の推移､役員の状況､コーポレ
ート･ガバナンスの状況が記載されているところも､これに該当する0
証券取引所の上場規定に基づく適時開示である決算短信の記載内容でいえ
ば､添付書類のうち､経営方針(経営の基本方針､目標とする経営指標)､中
長期的な会社の戦略､会社の対処すべき課題､その他会社の経営上重要な事
項､企業集団の状況､役員の状況､生産､受注および販売の状況､生産設備､
減価償却､研究開発費の実績値･予測値がこれに該当する｡企業の任意開示
情報において､環境報告書､ CSR報告書､知的財産報告書またはその他の各
種報告書がこれに該当する｡
IASI32010､ IASB2013 で は 財 務 報 告 の 範 囲 が 示 さ れ､ 基 本 財 務 諸 表､ 注 記
とその他の財務報告書と分けられている｡しかし基本財務諸表以外の情報は､
財務諸表に示されない情報を補足､補完する役割を果たす｡ MC　では､財務
諸表外の情報に係る開示領域の質を改善し､経営者の視点から情報利用者に
対して財務諸表に関連する状況や背景を提供して､情報利用者の理解を支援
している｡企業戦略や研究開発に関わる内部管理情報､非財務情報､将来情
報まで外部報告の対象が拡張し､非財務情報の重要性が増している｡
財務報告および財務報告に係る内部統制､リスク情報､知的資産やCSRに
係る情報の先行研究をみれば､非財務情報の役割は財務諸表では提供できな
い企業業績に関わる情報がこれに該当し､会計情報､財務情報の足りないと
ころを補うものである｡非財務情報は画一的に纏められており､あらゆる情
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図表3-7　会計情報､財務情報､補足情報､経営情報の内容整理
視 点 饑,ﾉｸｦ 対 象 ĀĀĀĀ
会計情報 俥ﾉﾈ,ﾉy挨+)ｬyﾙ]ｹ8,ﾉ9D8y駅*x-ﾘ+ﾙﾒxｩｲ説明義務の遂行 舒仂h,ﾈﾞ蜥,ﾉ¥佛r.vR定量 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
財務情報 俥ﾉﾈ*yy挨+"雍Eﾂ阨駢ｬyyﾒ状況説明､会計情 舒仂h,ﾈﾞ蜥,ﾉ¥亊b+x.vR定量. ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
の責任×利用者か らみた関連性 兩 ,ﾉ,x 4 k ｲ
補足情報 俥ﾉﾈ,ﾈ饑/ｹｴEﾈ*h-ｮ仂hﾆ,ﾈ8ｻX.(ﾆ8ｬ"ｺHﾞﾘ9H*b-ﾆ9ﾉﾘ+8-ﾂ+H-ﾈ,Xｻ.+ﾒ.x+xEﾉｸ騫駅*x-ﾘ+ﾙxｩｲ,hｭiｲ会計情報および財 務情報と経営情報 舒仂h,ﾈﾞ蝌ｮﾂĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
の 不 足 を 埋 め 合 わ ﾉ¥ 鶇ﾆ 榎｢
せ る も の 8ｨ 佛y. ｲ
情報利用者の理解 を助ける情報 竸)ｹ>vRĀĀĀĀ
経営情報 俥ﾉﾈ,ﾉy挨+),h饑/ｹzBｮ仂hﾆ8,僵ｨ*H+2財務諸表を的確に 舒仂h,ﾈﾆ8蔗ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀま ざ ま な 影 響 を も 凉ﾘ+x.ﾘ- 咤 活 動 に 係 る 定 性 ĀĀĀĀ
たらす可能性×利 用者からみた関連 悼 <h,饑内容 ĀĀĀĀĀ
報が一方的に増えていくものである｡たんに増加するだけでは情報量が増え､
情報内容が複雑化するために､情報利用者が経済的な意思決定に利用するこ
とを困難にし､財務諸表を的確に理解することが出来なくなる可能性がある｡
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そこで非財務情報の役割は会計情報､財務情報を理解するためのものと考え､
企業実態を把握するための情報を経営情報､それらの情報の足りないところ
を埋め合わせる情報を補足情報と定義することとした｡
これまでの会計情報､財務情報､経営情報､補足情報に関する議論の内容
を整理すれば図表3-7のようにまとめることができる｡情報開示を拡張する
ことは､情報作成者の利害調整およびアカウンタビリティを果たすだけでな
く､情報利用者の情報要求を満たした情報提供を行うことを可能とする｡具
体的には利害調整､アカウンタビリティを果たすための説明義務として会計
情報､財務情報があり､利害関係者からの情報要求と利害関係者-の企業行
動の説明責任を果たすために､経営情報､補足情報があると考えた｡
最後に､総合的企業情報開示の必要性について検討する｡開示すべき情報
は企業の経営環境の変化､グローバル化､環境問題-の対処､企業の説明責
任-の期待などにより拡張をしている｡また情報利用者と情報作成者は､情
報格差により､情報要求とそれに対応する開示内容のギャップが生じている｡
開示内容のギャップは､長期的に企業価値を高めるためのマイナスの要素と
なる｡情報開示では情報作成者と情報利用者の情報格差をなくすために､総
合的企業情報開示が求められている｡
現在の情報開示は､多くの報告書が提供され､情報過多の状況である｡こ
の状況では､情報の読み手である情報利用者は提供されたものを読みとるこ
とに時間とコストがかかる｡一方で情報提供サイドである情報作成者も情報
の作成コストがかかる｡これら情報過多の報告書はそれぞれの関係性が分か
りづらいまま作成されることが多く､重複された情報が数多く存在すろo情
報利用者は､意思決定を行う際に､各報告書をそれぞれ別のものとして利用
しなければならない｡
しかし各報告書をばらばらに利用するだけでは､企業の全体像が十分に理
解されずに､情報の理解や企業実態の把握を難しくする｡そこで情報の重篠
が少なく､かつ各情報同士の関係がわかりやすい開示情報の提供を目的とす
る情報作成者と情報利用者の視点を融合した企業情報開示を検討する｡この
ような企業情報開示が行われれば､情報利用者はその開示情報を利用するだ
けで､自らが欲する企業情報を把握することができるようになる｡一ヵ情報
illl
作成者は､情報利用者-の情報開示の充実を果たすことができ､情報開示の
質を高め､情報開示の重複も削減されることから､結果開示コストの低減も
図ることができるようになる｡
ⅠIRC 　 は 　2013 　 年( 平 成 　25 　 年) に､ 国 際 統 合 報 告 フ レ ー ム ワ ー ク
( CoDSultatL'oD Dz･af't oJ'the IDterDatl'oDal (IR) Framewoz･h) を 取 り ま と
め､企業の将来にわたる価値創造能力に重要な影響を及ぼす項目を統合戟告
として､簡潔に整理した財務情報と非財務情報の組み合わせを示した0
企業情報開示の質を高めることは､情報利用者による中長期的な投資､企
業評価に利用され､役立つものである｡情報利用者に有用な情報を提供する
ためにも､企業情報はたんに財務情報と非財務情報に分けるのではなく､会
計情報､財務情報､経営情報､補足情報に分けるが必要となる｡この分類を
利用することで情報利用者による情報の評価が可能になる｡それによって企
業情報開示の質が高まるのである｡
これまでのように財務情報に非財務情報で補うとすれば､非財務情報が一
方的に増えるだけである｡非財務情報の拡張を防ぐためにも､会計情報､財
務情報は企業業績や財政状態を示すための情報､経営情報は企業を的確に理
解するための情報､補足情報は会計情報および財務情報と経営情報の足りな
いところを埋め合わせる情報だけに限定し､無意味な開示情報の増加を回避
すべきである｡情報作成者は､会計情報､財務情報､経営情報､補足情報に
よって開示することで情報過多を防ぐことができ､簡便かつ理解しやすい情
報提供が可能になる｡また情報利用者はこのような企業情報を受け取ること
で､情報の理解や企業の実態の把握を可能にする｡
3-5　小括
第三章では企業情報開示において､情報作成者の視点と情報利用者の視点
との融合を行い､情報作成者の視点と情報利用者の視点の一体化した企業情
報を示した｡
現状の情報開示項目の分析をして､企業情報として必要で十分な情報内容､
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情 報 量 を 明 ら か に し､ ミ ニ マ ム･ デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー と し た｡ と く に､ 企 業
が作成した開示情報を､制度や規則により共通した開示項目を最小限の範団
をもとに必要で十分な情報開示を､ミニマム･ディスクロージャーと呼んだ｡
そして情報開示項目はミニマムの部分と補完の部分に分けることを定義した｡
企業の実態は財務情報だけではなく､企業の多様な事業および環境を理解
できる総合的企業情報を用いることでより理解できる｡総合的企業情報は､
情報利用者に対して企業の経営活動に関する全社的な事柄を伝えるものであ
り､情報を全体としてみるときに､企業の実態を示す総合的な情報と考える
ことができる｡
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